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  令和７年３月定例教育委員会会議 

 

１．日 時 

令和７年３月２７日（木）午後６時００分～午後７時３０分 

 

２．場 所 

河内長野市役所７階 行政委員会室 

 

３．出席委員 

松本教育長、嘉名教育長職務代理者、田中委員、大矢委員、河野委員 

 

４．３月定例教育委員会会議録署名委員 

教育長、嘉名教育長職務代理者、河野委員 

 

５．事務局出席者 

尾西教育推進部長、小川生涯学習部長、生田教育推進部理事、山崎教育総務

課長、篠崎学校教育課長、向井学校教育課参事、小池学校教育課参事、二井社

会教育課長、濵田市民スポーツ課長、伊藤文化課長、山本図書館長、松村教育総

務課長補佐、濱教育総務課主査 

 

６．会議要録 

 開 会 

  松本教育長 

ただいまより教育委員会会議を開催することといたします。 

それでは、出席委員が定足数に達しておりますので、令和７年３月定例教育委 

員会会議を開会いたします。 

 

（1）前回会議録の承認 

松本教育長 
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前回の会議録について、何かご異議、ご質問などございませんか。 

特にご異議等がありませんでしたので、会議録を承認することといたします。  

 

（2）署名委員の指名 

松本教育長 

３月の会議の会議録の署名は、教育長のほかに嘉名教育長職務代理者と河野

委員にお願いします。 

 

嘉名教育長職務代理者、河野委員 

    了解しました。 

 

（3）教育長報告 

松本教育長 

次に教育長報告にうつります。 

令和７年２月２７日から令和７年３月２６日までの間の活動、主なものを申

し上げます。 

まず２月２７日木曜日は、フィリピン中央大学ダンスカンパニー市長表敬訪問に

同席しました。教育委員会表彰式に出席しました。 

２８日金曜日は、市議会本会議に出席しました。 

３月１日土曜日は、府立長野高校卒業式に出席しました。 

３日月曜日は、部長会に出席しました。部課長会に出席しました。庁議に出席

しました。 

４日火曜日は、校長会に出席しました（給食センター）。 

６日木曜日は、教頭会に出席しました。春の全国交通安全運動合同連絡協

議会に出席しました。 

９日日曜日は、みんなのスポーツフェスタを視察しました（長野中学校）。 

１１日火曜日は、市議会本会議に出席しました。 

１２日水曜日は、市議会本会議に出席しました。 

１４日金曜日は、市立西中学校の卒業式に出席しました。 
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１８日火曜日は、市立高向小学校卒業式に出席しました。予算常任委員会

に出席しました。 

１９日水曜日は、予算常任委員会に出席しました。 

２１日金曜日は、予算常任委員会に出席しました。 

２３日日曜日は、関西城郭サミット２０２５in 烏帽子形城を視察しました

（キックス）。 

２４日月曜日は、予算常任委員会に出席しました。 

２５日火曜日は、学校給食会理事会に出席しました。河内長野シティマラソン

大会実行委員会に出席しました。 

２６日水曜日は、庁議に出席しました。市議会本会議に出席しました。 

以上、教育長報告を終わります。何かご質問はございませんか。 

 

松本教育長 

よろしいでしょうか。 

ではつづいて、各委員から報告事項、情報提供をお願いいたします。 

 

田中教育委員 

3 月 14日に南花台中学校の卒業式、3月１８日に美加の台小学校の卒業

式に出席しました。美加の台小学校では児童2人が壇上で体調が悪くなったのです

が、慌てることなく対応していました。以上です。 

 

松本教育長 

ありがとうございます。ほかによろしいでしょうか。 

それではこれで教育委員報告を終わります。 

 

（4）議事（要旨） 

松本教育長 

それでは、本日の案件に入ります。 

議案第７号「時間外勤務を命ずる時間及び月数の上限に関する河内長野市
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職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例施行規則第６条の２第１項第２

号に規定する部署の指定について」の説明をお願いします。 

 

山崎教育総務課長 

議案第７号「時間外勤務を命ずる時間及び月数の上限に関する河内長野市職

員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例施行規則第６条の２第１項第２号

に規定する部署の指定について」ご説明いたします。 

議案書は 3ページから 4 ページを、議案説明資料は 2ページから 4 ページをお願

いいたします。本件につきましては、河内長野市職員の勤務時間、休日、休暇等に

関する条例及び河内長野市職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例施行

規則の規定により、教育委員会事務局の職員のうちで、本庁で従事する職員に対

して、公務のために時間外勤務命令を行う場合は、上限の範囲内で必要最小限の

時間外勤務を命ずることとなっています。その中で、業務量、業務の実施時期、その

他の業務の遂行に関する事項を自ら決定することが困難な業務である他律的業務

の比重が高い部署においては、公務のために職員に対して原則の上限を超えて時間

外勤務命令を行う場合に、任命権者の指定が必要となることからこの指定を行うも

のでございます。時間外勤務の上限につきましては原則月 45時間以下、並びに年

間 360時間以下となってございますが、他律的業務の比重が高い部署においては、

任命権者の指定により月 100時間未満、年間 720 時間以下、2 ヶ月から 6 ヶ月

平均 80時間以下、月 45時間超が年 6 ヶ月までの上限となってございます。他律

的業務の比重が高い部署としまして教育総務課、学校教育課の 2課を指定するも

のです。業務内容につきましては、教育総務課は人事業務や設計・監理業務、学

校教育課は学校指導・運営業務となってございます。指定期間は令和 7年 4月 1

日から令和 8年 3月 31日までとなってございます。説明は以上でございます。ご審

議の上、ご承認賜りますようよろしくお願いいたします。 

 

松本教育長 

ただいまの説明につきまして、ご異議等ありましたらお願いいたします。 

それではご異議等がないようですので、議案第７号「時間外勤務を命ずる時間及



5 

 

び月数の上限に関する河内長野市職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例

施行規則第６条の２第１項第２号に規定する部署の指定について」を承認といた

します。 

 

松本教育長 

続いて議案第８号「労働基準法第３６条に基づく労使協定について」の説明を

お願いいたします。 

 

山崎教育総務課長 

議案第８号「労働基準法第３６条に基づく労使協定について」ご説明いたします。

議案書については 5 ページ、議案説明資料については 5 ページから 8 ページをお願

いいたします。本件につきましては、教育委員会事務局の会計年度任用職員を含

む職員のうち、本庁以外の事業所で従事する職員に対して、公務のために時間外

勤務命令を行う場合は、原則、事業所ごとに時間外勤務を命ずる必要のある職員

の過半数を代表する職員と労働基準法第36条に基づく労使協定を締結し、市長

へ届け出を行う必要がございます。このため事業所ごとに労使間の協議の進捗程度

により協定時期が異なることとなり、また、締結内容を即時に有効化させる必要があ

ることから、協定の締結に関しては、地方教育行政の組織及び運営に関する法律

第 25 条第 1項及び教育長に対する事務委任等に関する規則第 3条第 1項の

規定により、教育長に臨時に代理させる旨、事前に議決を求めるものでございます。

代理期間につきましては、令和 7 年 4 月から令和 8 年 3 月までとします。対象事

業所につきましては、議案説明資料の5ページの下段の表に記載のとおりでございま

す。なお、各事業所との協定が締結されましたら、その内容につきましては、定例教

育委員会において報告案件としてご報告させていただきます。説明につきましては以

上でございます。ご審議の上、ご承認賜りますようよろしくお願い申し上げます。 

 

松本教育長 

ただいまの説明につきまして、ご異議等ありましたらお願いいたします。 

それではご異議等がないようですので、議案第８号「労働基準法第３６条に基づく
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労使協定について」を承認といたします。 

 

松本教育長 

続いて議案第９号「組織機構改革に伴う関係規則の整備に関する規則の制定

について」の説明をお願いいたします。 

 

山崎教育総務課長 

議案第 9 号「組織機構改革に伴う関係規則の整備に関する規則の制定につい

て」ご説明いたします。議案書につきましては6ページから19ページ、議案説明資料

につきましては9ページから32ページをお願いいたします。本件につきましては令和7

年４月 1 日に組織機構改革が実施されますが、これに伴いまして、関係する規則

を改正及び廃止するものでございます。改正する規則といたしまして、河内長野市

歴史文化基本構想等策定委員会設置条例施行規則、河内長野市図書館協

議会規則、河内長野市教育委員会事務局組織規則、河内長野市教育委員会

事務決裁規則、河内長野市教育委員会公印規則、河内長野市立図書館条例

施行規則、河内長野市青少年問題協議会規則、河内長野市文化財保護条例

施行規則の8規則が対象となっており 4月以降の組織機構改革後の担当課名へ

の変更や係からグループへの変更などといったところが主な改正となってございます。ま

た、廃止する規則といたしまして、河内長野市文化振興計画推進委員会運営規

則、河内長野市スポーツ推進委員に関する規則、河内長野市スポーツ施設情報

システムの利用者登録等に関する規則の 3 規則が対象となっており、文化及びスポ

ーツ等が市長部局に移管されることにより教育委員会で廃止し、市長部局で新たに

制定されるものでございます。なお、施行日につきましては、令和7年４月1日を予

定してございます。説明につきましては以上でございます。ご審議の上、ご承認賜りま

すようよろしくお願い申し上げます。 

 

松本教育長 

ただいまの説明につきまして、ご異議等ありましたらお願いいたします。 
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田中教育委員 

 社会教育第２課の場所はどこになるのですか。 

 

小川生涯学習部長 

 図書館及び市庁舎７階の文化財保護グループで社会教育第２課になります。

課長は図書館に在席することとなります。 

 

松本教育長 

ほかにご異議等ございませんか。 

それではご異議等がないようですので、議案第９号「組織機構改革に伴う関係規

則の整備に関する規則の制定について」を承認といたします。 

 

松本教育長 

続いて議案第１０号「組織機構改革に伴う関係規程の整備に関する規程の制

定について」の説明をお願いいたします。 

 

山崎教育総務課長 

議案第１０号「組織機構改革に伴う関係規程の整備に関する規程の制定につ

いて」ご説明いたします。議案書につきましては 20 ページから 23 ページを、議案説

明資料につきましては33ページから35ページをお願いいたします。本件につきまして

は、令和 7 年 4 月 1 日に組織機構改革が実施されることにより、関係する規程を

改正するものでございます。改正する規程といたしまして、学校その他の教育機関の

長に対する事務委任規程、河内長野市小中学校余裕教室活用計画策定研究

会設置規程、河内長野市学校運営協議会連絡会議運営規程の３規程が対象

となってございます。4 月以降の組織機構改革後の担当課名への変更などが主な

改正内容となってございます。施行日につきましては、令和 7 年 4 月 1 日を予定し

ています。説明につきましては以上でございます。ご審議の上、ご承認賜りますようよ

ろしくお願い申し上げます。 
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松本教育長 

ただいまの説明につきまして、ご異議等ありましたらお願いいたします。 

それではご異議等がないようですので、議案１０号「組織機構改革に伴う関係規

程の整備に関する規程の制定について」を承認といたします。 

 

松本教育長 

続いて議案第１１号「組織機構改革に伴う関係要綱の整備に関する要綱の制

定について」の説明をお願いいたします。 

 

山崎教育総務課長 

それでは議案第１１号「組織機構改革に伴う関係要綱の整備に関する要綱の

制定について」ご説明いたします。議案書につきましては24ページから25ページを、

議案説明資料につきましては36ページから37ページをお願いいたします。本件につ

きましては、令和7年4月1日に組織機構改革が実施されることにより関係する要

綱を改正するものでございます。改正する要綱といたしまして、河内長野市立図書

館における国立国会図書館デジタル化資料送信サービス利用に関する要綱、河内

長野市民大学くろまろ塾開設要綱の２つの要綱が対象となっております。4 月以降

の組織機構改革後の担当課名への変更などが主な改正となってございます。施行

日につきましては令和 7 年 4 月 1 日を予定しています。説明につきましては以上で

ございます。ご審議の上、ご承認賜りますよう、よろしくお願いいたします。 

 

松本教育長 

ただいまの説明につきまして、ご異議等ありましたらお願いいたします。 

それではご異議等がないようですので、議案１１号「組織機構改革に伴う関係

要綱の整備に関する要綱の制定について」を承認といたします。 

 

松本教育長 

続いて議案第１２号「河内長野市子ども教育支援センター設置規程の一部改

正について」の説明をお願いいたします。 
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篠崎学校教育課長 

議案第１２号「河内長野市子ども教育支援センター設置規程の一部改正につ

いて」ご説明をいたします。議案書は 26 ページ、議案説明資料は 38 ページから 40

ページをご覧ください。本件につきましては、現在、美加の台小学校敷地内にございま

す子ども教育センターが子ども教育支援センター分館である現在の学びの多様化教

室に移転するため、本規程を改正するものでございます。 

子ども教育支援センターは平成 19 年に本市の教育の振興を目的に開設し、教

育に関する調査研究や研修、教育相談などを行ってきましたが、開設から 15 年以

上が経過しまして時代の変化とともに教育課題が変化し、子ども教育支援センターに

求められる支援内容や機能を改める必要があることから、これまで以上に機能的に運

用していくために、現在の場所から移転して環境や体制を強化するものです。改正の

要点としまして、現在の美加の台小学校敷地内から現在の学びの多様化教室敷地

に移転するものです。施行日は令和 7 年 4 月 1 日を予定しています。説明は以上

でございます。よろしくご審議の上、ご承認賜りますようお願いいたします。 

 

松本教育長 

ただいまの説明につきまして、ご異議等ありましたらお願いいたします。 

それではご異議等がないようですので、議案１２号「河内長野市子ども教育支援

センター設置規程の一部改正について」を承認といたします。 

 

松本教育長 

続いて議案第１３号「令和７年度河内長野市教育推進プランについて」の説明

をお願いいたします。 

 

山崎教育総務課長 

議案第13号「令和7年度河内長野市教育推進プランについて」ご説明いたしま

す。議案書につきましては 28 ページ、議案説明資料につきましては 41 ページ、併せ

て別冊 1、議案第 13号関係、令和 7年度河内長野市教育推進プランについてを
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お願いいたします。教育推進プランにつきましては、市が策定した河内長野市教育大

綱に基づき目標を設定し、具体的な重点項目を定めたものでございます。こちらは教

育委員会が策定し、毎年改定しております。別冊 1、議案第 13号関係、令和 7

年度河内長野市教育推進プランについてをご覧いただきまして、表紙から2枚、めくっ

ていただきますと、蛇腹折りの A3 のページがございます。こちらをご覧いただきましたら、

河内長野市教育大綱、6 つの方針と、教育推進プランの 19 の教育の目標、そして

それぞれの目標に関する令和7年度に実施する教育施策といった構成となってござい

ます。こちらが教育推進プランの全体像でございます。令和7年度に実施する教育施

策の中に太字で書かれているものが、各課における令和 7年度での重点施策でござ

います。なお、本議案につきましては、議決いただきました後、ホームページへの掲載、

教育総務課の窓口への設置を行う予定です。説明につきましては以上でございます。

ご審議の上、ご承認賜りますようよろしくお願いいたします。 

 

松本教育長 

ただいまの説明につきまして、ご異議等ありましたらお願いいたします。 

それではご異議等がないようですので、議案１３号「令和７年度河内長野市教

育推進プランについて」を承認といたします。 

 

松本教育長 

続いて議案第１４号「令和７年度河内長野市立学校に対する指導・助言事項

について」の説明をお願いいたします。 

 

篠崎学校教育課長 

議案第１４号「令和 7 年度河内長野市立学校に対する指導・助言事項につ

いて」ご説明いたします。議案書は 29 ページ、議案説明資料は 42 ページをご覧く

ださい。令和 7 年度に教育委員会において実施する施策の中から特に学校への指

導等に関する事項について、さらなる教育の振興を図り、学校教育を充実させること

を目的として、河内長野市立学校に対する指導・助言事項として策定するものです。

別冊2、議案第14号関係をご覧ください。1 ページが目次となっております。構成と
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しましては、大阪府教育庁から市町村の教育委員会にしめされています市町村教

育委員会に対する指導助言事項をもとに、本市独自の重点施策を盛り込んで作

成をしているものでございます。特に第 1章の重点 1（4）総合的な学習の時間の

充実は本市独自のものとして盛り込んでいるものでございます。また、重点 5 の

（1）通級による指導の充実や（4）校種間の円滑な接続と指導体制の充実に

ついては小中一貫教育をしめしており、これらは市独自の項目として盛り込んでいる

ものでございます。また、市独自の取組みではございませんが重点的な取組みといた

しまして重点 7 人権・多様性を尊重する教育及び心を育む教育の充実については、

教職員の人権意識を高めるということが重要であるということを記載しております。な

お、本議案につきましては、議決いただきました後、ホームページへ掲載する予定とな

っています。説明は以上でございます。ご審議の上、ご承認賜りますよう、よろしくお

願いいたします。 

 

松本教育長 

ただいまの説明につきまして、ご異議等ありましたらお願いいたします。 

それではご異議等がないようですので、議案１４号「令和７年度河内長野市立

学校に対する指導・助言事項について」を承認といたします。 

 

（５）その他報告（要旨） 

各部長・理事 

○令和７年３月河内長野市議会定例会にかかる質問通告と答弁の要旨につ 

いて 

 

伊藤文化課長 

○観心寺 文化財特別公開 

●国宝金堂三尊像公開 

●正御影供大法要 

●正御影供大法要に向けた大掃除会 

○文化財ボランティア募集４月号広報掲載 
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○ふるさと歴史学習館でのイベント 

○旧三日市交番でのイベント 

○滝畑ふるさと文化財の森センターでのイベント 

 

山本図書館長 

○歴史講座「天誅組がやってきた」 4 月号広報掲載 

○子ども読書の日おはなしウォッチング 4 月号広報掲載 

○図書館 資料展示について 

 

閉 会 

松本教育長 

   以上で 3月定例教育委員会を閉会します。
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令和７年４月定例教育委員会開催日程 

 

１．日 時 

  令和７年４月２６日（土） 午後６時００分開催 

  ※開始時間については、審議案件の件数により変更あり。 

 

２．場 所 

  河内長野市役所７階 行政委員会室  
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教育長報告（令和７年２月２７日～令和７年３月２６日）  別 紙 

２月２７日（木） 

 

２月２８日（金） 

３月１日（土） 

３月３日（月） 

３月４日（火） 

３月６日（木） 

 

３月９日（日） 

３月１１日（火） 

３月１２日（水） 

３月１４日（金） 

３月１８日（火） 

 

３月１９日（水） 

３月２１日（金） 

３月２３日（日） 

３月２４日（月） 

３月２５日（火） 

 

３月２６日（水） 

 

 

 

 

 

 

 

フィリピン中央大学ダンスカンパニー市長表敬訪問同席 

教育委員会表彰式出席 

市議会本会議出席 

長野高校卒業式出席 

部長会出席、部課長会出席、庁議出席 

校長会出席（給食センター） 

教頭会出席 

春の全国交通安全運動合同連絡協議会出席 

みんなのスポーツフェスタ視察（長野中学校） 

市議会本会議出席 

市議会本会議出席 

西中学校卒業式出席 

高向小学校卒業式出席 

予算常任委員会出席 

予算常任委員会出席 

予算常任委員会出席 

関西城郭サミット２０２５in烏帽子形城視察（キックス） 

予算常任委員会出席 

学校給食会理事会出席 

河内長野シティマラソン大会実行委員会出席 

庁議出席 

市議会本会議出席 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

令和７年３月定例教育委員会会議 

 

 

 

 

 

議  案  書 



 

 

１ 

 

 

令和７年３月定例教育委員会会議提出議案目次  

（議決案件） 

議案第７号   時間外勤務を命ずる時間及び月数の上限に関する河内長

野市職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例施行

規則第６条の２第１項第２号に規定する部署の指定に

ついて 

（説明担当 教育総務課・・・・・p.３） 

議案第８号   労働基準法第３６条に基づく労使協定について 

（説明担当 教育総務課・・・・・p.５） 

議案第９号   組織機構改革に伴う関係規則の整備に関する規則の制定

について 

（説明担当 教育総務課・・・・・p.６） 

議案第１０号  組織機構改革に伴う関係規程の整備に関する規程の制定

について 

（説明担当 教育総務課・・・・・p.２０） 

議案第１１号  組織機構改革に伴う関係要綱の整備に関する要綱の制定

について 

（説明担当 教育総務課・・・・・p.２４） 

議案第１２号  河内長野市子ども教育支援センター設置規程の一部改正

について 

（説明担当 学校教育課・・・・・p.２６） 

議案第１３号  令和７年度河内長野市教育推進プランについて 

（説明担当 各担当課・館・・・・・p.２８） 



 

 

２ 

 

 

議案第１４号  令和７年度河内長野市立学校に対する指導・助言事項に

ついて 

（説明担当 学校教育課・・・・・p.２９） 



 

 

３ 

 

 

議案第７号 

 

時間外勤務を命ずる時間及び月数の上限に関する河内長野市 

職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例施行規則第６条 

の２第１項第２号に規定する部署の指定について 

 

教育委員会事務局本庁職員に係る時間外勤務を命ずる時間及び月数の上

限に関する河内長野市職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例施行規

則第６条の２第１項第２号に規定する部署の指定については、次のとおり

です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和７年３月２７日 

河内長野市教育長 松本 芳孝 

 



 

 

４ 

 

 

河内長野市職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例施行規則第６条

の２第１項第２号に規定する他律的業務の比重が高い部署を、下記のとお

り指定する。 

記 

１、 他律的業務の比重が高い部署 

（1）教育総務課（人事業務、設計・監理業務） 

 （2）学校教育課（学校指導・運営業務） 

２、 指定期間 

  令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

５ 

 

 

議案第８号 

 

労働基準法第３６条に基づく労使協定について  

 

 令和７年度における、教育委員会事務局本庁外職員に係る労働基準法第

３６条に基づく労使協定については、地方教育行政の組織及び運営に関す

る法律第２５条第１項及び教育長に対する事務委任等に関する規則第３条

第１項の規定により教育長に代理させる。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和７年３月２７日 

河内長野市教育長 松本 芳孝 

 



 

 

６ 

 

 

議案第９号 

 

   組織機構改革に伴う関係規則の整備に関する規則の制定につ 

いて 

 

 組織機構改革に伴う関係規則の整備に関する規則については、次のとお

りです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和７年３月２７日 

河内長野市教育長 松本 芳孝 

 



 

 

７ 

 

 

 組織機構改革に伴う関係規則の整備に関する規則をここに公布する。 

  令和７年 月 日   

                  河内長野市教育長 松本 芳孝  

 

河内長野市教育委員会規則第  号 

組織機構改革に伴う関係規則の整備に関する規則 

（河内長野市歴史文化基本構想等策定委員会設置条例施行規則の一部

改正） 

第１条 河内長野市歴史文化基本構想等策定委員会設置条例施行規則（平

成２５年河内長野市教育委員会規則第３号）の一部を次のように改正す

る。 

第２条中「教育委員会事務局生涯学習部文化課」を「社会教育第２

課」に改める。 

（河内長野市図書館協議会規則の一部改正） 

第２条 河内長野市図書館協議会規則（平成１３年河内長野市教育委員会

規則第４号）の一部を次のように改正する。 

第５条中「河内長野市立図書館」を「社会教育第２課」に改める。 

（河内長野市教育委員会事務局組織規則の一部改正） 

第３条 河内長野市教育委員会事務局組織規則（平成２２年河内長野市教

育委員会規則第２号）の一部を次のように改正する。 

第２条表以外の部分中「係」を「グループ」に改め、同条の表を次

のように改める。 

部 課 グループ 



 

 

８ 

 

 

教育推進部 教育総務課 庶務グループ 

  施設グループ 

 学校教育課 学事グループ 

  指導グループ 

  学校給食グループ 

  学校ハビリテーションルーム準

備グループ 

 社会教育第１課 社会教育グループ 

  青少年育成グループ 

 社会教育第２課 文化財保護グループ 

  図書館企画情報グループ 

  図書館サービスグループ 

  第４条第２項中「（図書館にあっては館長。以下同じ。）」を削り、

同条第３項中「（図書館にあっては館長補佐。以下同じ。）」を削り、

同条第４項中「係に係長」を「グループにグループ長」に改める。 

  第６条第１項及び第７条第１項中「係長」を「グループ長」に改める。 

  第８条第１項及び第２項を削り、同条第３項中「係」を「グループ」

に改め、同項を同条第１項とし、同条第４項中「係長」を「グループ

長」に、「係の」を「グループの」に改め、同項を同条第２項とする。 

  第９条の２第１項中「、教育推進部にあっては」を削り、「副理事は

教育推進部長」を「副理事は部長」に改め、「、生涯学習部にあって

は、生涯学習部長は教育推進部長に、」を削り、同条第２項中「係

長」を「グループ長」に改め、同条第３項中「教育推進部にあっては

教育推進部長に、生涯学習部にあっては生涯学習部長を通じて教育推

進部長」を「部長」に改める。 



 

 

９ 

 

 

  第１０条中「係長」を「グループ長」に改める。 

  第１１条及び第１２条を次のように改める。 

（教育推進部の事務分掌） 

第１１条 委員会の事務局のうち、教育推進部の事務分掌は、次のと

おりとする。 

(1) 教育総務課 

ア 庶務グループ 

(ア) 委員会の会議に関すること。 

(イ) 委員会の秘書に関すること。 

(ウ) 職員（教職員を除く。）の任免その他人事、給与、研修及 

び福利厚生に関すること。 

(エ) 公印の保管に関すること。 

(オ) 委員会の所管に係る予算及び決算の統括に関すること。 

(カ) 条例、委員会規則等の案の審査及び調整に関すること。 

(キ) 委員会の権限に属する事務の点検及び評価並びにその公表 

等に関すること。 

(ク) 教育に関する調査及び統計に関すること。 

(ケ) 学校災害に係る共済給付等に関すること。 

(コ) 通学に関係する公共施設の管理の調整に関すること。 

(サ) 委員会の表彰に関すること。 

(シ) 委員会の庶務に関すること。 

(ス) 教材教具及びその他の設備の整備に関すること。 

(セ) 学校図書館の図書の整備に関すること。 



 

 

１０ 

 

 

(ソ) 児童及び生徒の就学の援助に関すること。 

(タ) 遠距離児童生徒通学費補助金に関すること。 

(チ) 学校施設の管理に関すること。 

(ツ) 学校施設の設置及び廃止に係る手続に関すること。 

(テ) 奨学金に関すること。 

(ト) 部及び課の庶務に関すること。 

イ 施設グループ 

(ア) 学校施設の計画に関すること。 

(イ) 学校施設の整備に関すること。 

(2) 学校教育課 

ア 学事グループ 

(ア) 児童及び生徒の就学、入学、転学及び退学に関すること。 

(イ) 教科書の無償給与事務に関すること。 

(ウ) 障害児童及び生徒の保護者に対する交通費の一部給付金に 

関すること。 

(エ) 課の庶務に関すること。 

イ 指導グループ 

(ア) 児童及び生徒の健康管理に関すること。 

(イ) 学校の組織編成に関すること。 

(ウ) 教科用図書の採択その他教材の取扱いに関すること。 

(エ) 教職員の任免その他人事、給与、服務及び健康管理に関す 

ること。 

(オ) 学校教育の指導及び助言に関すること。 



 

 

１１ 

 

 

(カ) 幼児教育の推進に関すること。 

(キ) 教職員の研修に関すること。 

(ク) 子ども教育支援センターに関すること。 

(ケ) 学校図書館の計画等に関すること。 

(コ) 社会教育及び学校教育の融合連携に関すること。 

(サ) 人権・同和教育の専門的指導及び助言並びに総合指導企画 

に関すること。 

(シ) 部活動再編の連携に関すること。 

(ス) その他学校教育に関すること。 

ウ 学校給食グループ 

(ア) 学校給食に関すること。 

エ 学校ハビリテーションルーム準備グループ 

(ア) 学校への医療専門職配置準備に関すること。 

(3) 社会教育第１課 

ア 社会教育グループ 

(ア) 社会教育施策（文化・スポーツ活性課及び社会教育第２課 

に係るものを除く。）に関すること。 

(イ) 社会教育委員に関すること。 

(ウ) 河内長野市立公民館の設置及び管理に関する条例（昭和５ 

２年河内長野市条例第１３号）第１条に規定する公民館に関す 

ること。 

(エ) 生涯学習の推進に関すること。 

(オ) 河内長野市立市民交流センター条例（令和３年河内長野市 



 

 

１２ 

 

 

条例第１９号）第１条に規定する河内長野市立市民交流センタ 

ーに関すること。 

(カ) 家庭教育に関すること。 

(キ) 学校教育及び社会教育の融合連携に関すること。 

(ク) 課の庶務に関すること。 

イ 青少年育成グループ 

(ア) 青少年の指導、育成及び体験活動に関すること。 

(イ) 青少年の団体及び指導者の育成に関すること。 

(ウ) 青少年問題協議会に関すること。 

(エ) 青少年指導員に関すること。 

(オ) 青少年の安全対策に関すること。 

(カ) 子ども教室に関すること。 

(4) 社会教育第２課 

ア 文化財保護グループ 

(ア) 歴史文化遺産に関すること。 

(イ) 文化財保存事業補助金に関すること。 

(ウ) 市史の編さんに関すること。 

(エ) 河内長野市立滝畑ふるさと文化財の森センター条例（平成 

２１年河内長野市条例第２８条）第１条に規定する滝畑ふるさ 

と文化財の森センター及び河内長野市立ふるさと歴史学習館条 

例（平成２２年河内長野市条例第３９条）第１条に規定するふ 

るさと歴史学習館に関すること。 

イ 図書館企画情報グループ 



 

 

１３ 

 

 

(ア) 読書推進施策に関すること。 

(イ) 図書館の管理及び運営に関すること。 

(ウ) 図書館協議会に関すること。 

(エ) 図書館資料・情報に関すること。 

(オ) 自動車文庫に関すること。 

(カ) 公民館図書室との連携並びに学校図書館及び社会教育施設 

等との連絡及び協力に関すること。 

(キ) 他の図書館との相互協力に関すること。 

(ク) 課の庶務に関すること。 

ウ 図書館サービスグループ 

(ア) 図書館事業の企画に関すること。 

(イ) 読書相談及びレファレンスに関すること。 

(ウ) 地域文庫等への援助及び協力に関すること。 

(エ) 貸出、返却、その他図書館サービスの提供に関すること。 

第１２条 削除 

第１４条の見出し中「部局」を「課」に改め、同条中「教育長が担 

当する部を定め、部内における事務でその担当の明確でないもの

は、」 

を削る。 

   様式第２号中「係長」を「グループ長」に改める。 

（河内長野市教育委員会事務決裁規則の一部改正） 

第４条 河内長野市教育委員会事務決裁規則（平成２６年河内長野市教

育委員会規則第４号）の一部を次のように改正する。  



 

 

１４ 

 

 

第２条第１号及び第２号中「館長を含む。」を削る。 

  第６条第１項中「河内長野市事務決裁規則（平成２８年河内長野市規

則第２３号）」を「河内長野市事務決裁規則（令和７年河内長野市規

則第○○号）」に改め、「等」及び「（図書館を含む。以下同

じ。）」を削る。 

  第９条第２項中「（館長を含む。以下同じ。）」を削る。 

  第１０条第１項の表中「担当部長」を「部長」に改め、「（図書館に

あっては館長補佐）」を削り、「係長（課長又は課長補佐（図書館に

あっては館長又は館長補佐）が担当係長」を「グループ長（課長又は

課長補佐が担当グループ長」に改める。 

別表を次のように改める。 

別表（第６条関係） 

１ 教育総務課に関する事項 

事項 部長 課長 

(1) 公印台帳の整備その他公印の取扱いに関する事

務を処理すること。 

 〇 

(2) 学校予算の配分を行うこと。  〇 

(3) 教育に関する調査及び統計に関する事務を処理

すること。 

 〇 

(4) 学校の教材教具の整備方針を作成すること。 〇  

(5)学校の教材教具の調整に関する事務を処理する

こと。 

 〇 

(6) 学校図書館の図書の整備に関する事務を処理す

ること。 

 〇 

(7) 要保護及び準用保護児童生徒の認定を行うこ

と。 

〇  

(8) 就学援助費に関する事務（支給に関する事務を

除く。）を処理すること。 

 〇 

(9) 支援教育就学奨励費の認定を行うこと。 〇  

(10) 支援教育就学奨励費に関する事務（支給に関

する事務を除く。）を処理すること。 

 〇 

(11) 遠距離児童生徒通学費補助金に関する事務 〇 



 

 

１５ 

 

 

（交付に関する事務を除く。）を処理すること。 

(12) 児童及び生徒の通学用タクシーの利用に関す

る事務を処理すること。 

 〇 

(13) 独立行政法人日本スポーツ振興センターの災

害共済給付に関する事務を処理すること。 

 〇 

(14) 学校施設の活用に関する事務を処理するこ

と。 

 〇 

(15) 市立小中学校余裕教室活用に関する事務を処

理すること。 

 〇 

(16) 学校施設の整備方針に関する事務を処理する

こと。 

 〇 

(17) 通学に関係する公共施設の管理の調整に関す

る事務を処理すること。 

 〇 

２ 学校教育課に関する事項 

事項 部長 課長 

(1) 学校の組織編成に関する事務を処理すること。  ○ 

(2) 児童及び生徒の就学、入学、転学及び退学に関

する事務を処理すること。 

重要なもの 軽易なもの 

(3) 学校指定変更・区域外就学を許可すること。 ○  

(4) 外国籍の児童生徒の就学を許可すること。 ○  

(5) 障害児童及び生徒の保護者に対する交通費の一

部給付金に関する事務（支給に関する事務を除

く。）を処理すること。 

 〇 

(6) 学校給食に関する事務を処理すること。  ○ 

(7) 教育課程の編成及び実施についての指導及び助

言に関する事務を処理すること。 

 ○ 

(8) 学校の休業日の変更承認に関する事務を処理す

ること。 

 ○ 

(9) 学習指導、生徒指導及び進路指導並びにこれら

の助言に関する事務を処理すること。 

 ○ 

(10)学習評価の指導及び助言に関する事務を処理す

ること。 

 ○ 

(11) 教職員の職務専念義務免除の承認をするこ

と。 

 ○ 

(12) 教職員、児童及び生徒の健康管理に関する事

務を処理すること。 

 ○ 

(13) 子ども教育支援センターに関する事務を処理

すること。 

 ○ 

(14) 学校図書館の計画等に関する事務を処理する

こと。 

 ○ 

(15) 社会教育と学校教育の融合連携に関する事務

を処理すること。 

 ○ 

(16) その他学校教育に関する事務を処理するこ

と。 

 ○ 

(17) 人権・同和教育の専門的指導及び助言並びに ○ 



 

 

１６ 

 

 

総合指導企画に関する事務を処理すること。 

３ 社会教育第１課に関する事項 

事項 部長 課長 

(1) 社会教育施策（文化・スポーツ活性課及び社会

教育第２課に係るものを除く。）に関する事務を

処理すること。 

重要なもの 軽易なもの 

(2) 社会教育委員に関する事務を処理すること。  ○ 

(3) 公民館に関する事務を処理すること。  ○ 

(4) 生涯学習の推進に関する事務を処理すること。  ○ 

(5) 市民交流センターに関する事務を処理するこ

と。 

 ○ 

(6) 家庭教育施策に関する事務を処理すること。 重要なもの 軽易なもの 

(7) 学校教育及び社会教育の融合連携に関する事務

を処理すること。 

 ○ 

(8) 青少年健全育成施策に関する事務を処理するこ

と。 

重要なもの 軽易なもの 

(9) 青少年問題協議会及び青少年指導員に関する事

務を処理すること。 

 ○ 

(10) 青少年の安全対策に関する事務を処理するこ

と。 

 ○ 

(11) 子ども教室に関する事務を処理すること。  ○ 

４ 社会教育第２課に関する事項 

事項 部長 課長 

(1) 歴史文化遺産に関する事務を処理すること。 重要なもの 軽易なもの 

(2) 埋蔵文化財発掘の届出・通知を進達すること。  ○ 

(3) 文化財保存事業補助金に関する事務（交付に関

する事務を除く。）を処理すること。 

 ○ 

(4) 市史の編さんに関する事務を処理すること。  ○ 

(5) 文化財普及啓発施設に関する事務を処理するこ

と。 

 ○ 

(6) 図書館の資料の収集、整理、貸出し及び保存に

関する事務を処理すること。 

 ○ 

(7) 図書館資料・情報の提供に関する事務を処理す

ること。 

 ○ 

(8) 読書相談及びレファレンスに関する事務を処理

すること。 

 ○ 

(9) 自動車文庫に関する事務を処理すること。  ○ 

(10) 公民館図書室との連携並びに学校図書館及び

社会教育施設等との連絡及び協力に関する事務を

処理すること。 

 ○ 

(11) 読書会、資料展示会等の開催及び奨励に関す

る事務を処理すること。 

 ○ 

(12) 館報その他の資料の発行に関する事務を処理 ○ 



 

 

１７ 

 

 

すること。 

(13) 図書館調査及び統計に関する事務を処理する

こと。 

 ○ 

(14) 地域文庫等への援助及び協力に関する事務を

処理すること。 

 ○ 

（河内長野市教育委員会公印規則の一部改正） 

第５条 河内長野市教育委員会公印規則（昭和５６年河内長野市教育委員

会規則第２号）の一部を次のように改正する。 

第２条中第３号及び第４号を削り、第５号を第３号とし、第６号か

ら第８号までを２号ずつ繰り上げる。 

  第１１条第１項中「（図書館を含む。）」及び「等」を削り、同条第

３項中「等」を削る。 

  第１２条中「等」を削る。 

 別表中 

「 

６ 河内長野市教育委

員会事務局教育推

進部長印 

てん書 方 ２１

mm 

教育推進部長名

でする文書 

教育推進部

長 

７ 河内長野市教育委

員会事務局生涯学

習部長印 

〃 方 ２１

mm 

生涯学習部長名

でする文書 

生涯学習部

長 

                                

」 

を 

「 

６ 〃 〃 〃 〃 〃 



 

 

１８ 

 

 

７ 〃 〃 〃 〃 〃 

」 

 に、 

「 

(イ)６ (イ)７ 

 
 

」 

 を 

「 

(イ)６ (イ)７ 

削除 削除 

」 

に改める。 

様式第５号及び様式第６号中「課長等名」を「課長名」に改める。 

（河内長野市立図書館条例施行規則の一部改正） 

第６条 河内長野市立図書館条例施行規則（平成１４年河内長野市教育

委員会規則第３号）の一部を次のように改正する。  

第１条の次に次の１条を加える。 

（職員） 

第１条の２ 図書館に館長、司書その他必要な職員を置く。 

  第４条第１項第３号中「図書館長（以下「館長」という。）」を「館

長」に改める。 



 

 

１９ 

 

 

（河内長野市青少年問題協議会規則の一部改正） 

第７条 河内長野市青少年問題協議会規則（平成５年河内長野市教育委

員会規則第７号）の一部を次のように改正する。  

第７条中「教育委員会事務局生涯学習部社会教育課」を「社会教育

第１課」に改める。 

（河内長野市文化財保護条例施行規則の一部改正） 

第８条 河内長野市文化財保護条例施行規則（平成１２年河内長野市教

育委員会規則第９号）の一部を次のように改正する。  

第６８条中「教育委員会事務局生涯学習部文化課」を「社会教育第

２課」に改める。 

（河内長野市文化振興計画推進委員会運営規則の廃止） 

第９条 河内長野市文化振興計画推進委員会運営規則（平成２７年河内長

野市教育委員会規則第１０号）は、廃止する。 

（河内長野市スポーツ推進委員に関する規則の廃止） 

第１０条 河内長野市スポーツ推進委員に関する規則（昭和３７年河内長

野市教育委員会規則第４号）は、廃止する。 

（河内長野市スポーツ施設情報システムの利用者登録等に関する規則の

廃止） 

第１１条 河内長野市スポーツ施設情報システムの利用者登録等に関する

規則（平成１４年河内長野市教育委員会規則第８号）は、廃止する。 

附 則 

 この規則は、令和７年４月１日から施行する。  

 



 

 

２０ 

 

 

議案第１０号 

 

組織機構改革に伴う関係規程の整備に関する規程の制定につ 

いて 

 

 組織機構改革に伴う関係規程の整備に関する規程については、次のとお

りです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和７年３月２７日 

河内長野市教育長 松本 芳孝 

 



 

 

２１ 

 

 

 組織機構改革に伴う関係規程の整備に関する規程をここに公布する。 

  令和  年  月  日 

                  河内長野市教育長 松本 芳孝 

 

河内長野市教育委員会規程第  号 

組織機構改革に伴う関係規程の整備に関する規程 

（学校その他の教育機関の長に対する事務委任規程の一部改

正） 

第１条 学校その他の教育機関の長に対する事務委任規程（平成７年河内

長野市教育委員会規程第４号）の一部を次のように改正する。 

第３条第１号中「図書館長」を「図書館の館長」に改める。 

（河内長野市立小中学校余裕教室活用計画策定研究会設置規程の一部

改正） 

第２条 河内長野市立小中学校余裕教室活用計画策定研究会設置規程（平

成１１年河内長野市教育委員会規程第２号）の一部を次のように改正

する。 

 別表を次のように改める。 

別表（第３条関係） 

市民窓口課長 

資産管理課長 

危機管理課長 

 環境政策課長 

 秘書企画課長 

 まちづくり推進課長 



 

 

２２ 

 

 

 文化・スポーツ活性課長 

 こどもまんな課長 

 地域福祉高齢課長 

 くらしサポート第２課長 

 健康推進課長 

 教育総務課長 

 学校教育課長 

 社会教育第１課長 

河内長野市立小学校 校長代表 

河内長野市立中学校 校長代表 

（河内長野市学校運営協議会連絡会議運営規程の一部改正）  

第３条 河内長野市学校運営協議会連絡会議運営規程（平成２３年河内長

野市教育委員会規程第２号）の一部を次のように改正する。 

別表中「第３条」を「第２条」に、「１３名」を「２０名」に、 

 「 

関係行政代表者 ２名 ・教育委員会事務局教育推進部長 

・教育委員会事務局生涯学習部長 

」 

を 

 「 

関係行政代表者 ２名以内 ・教育推進部長 

・教育推進部理事 

」 

に改める。 

附 則 



 

 

２３ 

 

 

 この規程は、令和７年４月１日から施行する。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

２４ 

 

 

議案第１１号 

 

組織機構改革に伴う関係要綱の整備に関する要綱の制定につ 

いて 

 

 組織機構改革に伴う関係要綱の整備に関する要綱については、次のとお

りです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和７年３月２７日 

河内長野市教育長 松本 芳孝 

 



 

 

２５ 

 

 

 組織機構改革に伴う関係要綱の整備に関する要綱をここに公布する。 

  令和  年  月  日 

                  河内長野市教育長 松本 芳孝 

 

河内長野市教育委員会要綱第  号 

   組織機構改革に伴う関係要綱の整備に関する要綱 

 （河内長野市立図書館における国立国会図書館デジタル化資料送信サー

ビス利用に関する要綱の一部改正） 

第１条 河内長野市立図書館における国立国会図書館デジタル化資料送信

サービス利用に関する要綱（平成２９年河内長野市教育委員会要綱第

４号）の一部を次のように改正する。 

第５条第１項中「図書館長」を「図書館の館長」に改める。 

 （河内長野市民大学くろまろ塾開設要綱の一部を改正する要綱の一部改

正） 

第２条 河内長野市民大学くろまろ塾開設要綱（平成２７年河内長野市教

育委員会要綱第２号）の一部を次のように改正する。 

第２条第６項中「生涯学習部社会教育課」を「社会教育第１課」に

改める。 

第１６条中「教育委員会事務局生涯学習部社会教育課」を「社会教

育第１課」に改める。 

   附 則 

 この要綱は、令和７年４月１日から施行する。 

 



 

 

２６ 

 

 

議案第１２号 

 

河内長野市子ども教育支援センター設置規程の一部改正に 

ついて 

 

河内長野市子ども教育支援センター設置規程の一部改正については、

次のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和７年３月２７日 

河内長野市教育長 松本 芳孝 

 



 

 

２７ 

 

 

 河内長野市子ども教育支援センター設置規程の一部を改正する規程をこ

こに公布する。  

  令和 年 月 日 

   河内長野市教育長 松本 芳孝  

 

河内長野市教育委員会規程第  号 

   河内長野市子ども教育支援センター設置規程の一部を改正す

る規程 

 河内長野市子ども教育支援センター設置規程（平成２２年河内長野市

教育委員会規程第４号）の一部を次のように改正する。  

第２条第１項第２号を次のように改める。 

(2) 位置 河内長野市上田町２００番地の１ 

第２条第２項を削る。 

 第３条の見出し中「業務」を「開館」に改め、同条第１項中「センター

の業務」を「センターの開館」に改め、「、分館の業務時間は午前８時３

０分から午後４時４５分まで」を削る。  

 第４条第１項第 1 号中ウをエとし、イの次に次のように加える。  

ウ 学びの多様化教室の運営に関すること。  

 第４条第２項を削る。  

 第５条第１項中「及び第２項」を削る。  

 第６条中「及び分館」を削る。  

   附 則 

 この規程は、令和７年４月１日から施行する。  



 

 

２８ 

 

 

議案第１３号 

 

令和７年度河内長野市教育推進プランについて 

 

 令和７年度河内長野市教育推進プランについて、別冊１のとおり策定す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和７年３月２７日 

河内長野市教育長 松本 芳孝 

 



 

 

２９ 

 

 

議案第１４号 

 

令和７年度河内長野市立学校に対する指導・助言事項につい 

て 

 

 令和７年度河内長野市立学校に対する指導・助言事項について、別冊２

のとおり策定する。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和７年３月２７日 

河内長野市教育長 松本 芳孝 

 



別冊１ 

 

 

  

 

 

 

 

 

令和７年度河内長野市教育推進プランについて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

河内長野市教育委員会事務局    

 

    

議案第１３号関係 



 

 

 

 

  

令和７年度 

河内長野市教育推進プラン 

 

 

令和７年４月 

河内長野市教育委員会 
 



 

河内長野市では、平成 27（2015）年に国連サミットにおい

て採択された SDGs（Sustainable Development Goals-持続可能な

開発目標）「誰一人取り残さない持続可能で多様性と包摂性のあ

る社会」の実現をめざし、経済、社会、環境をめぐる幅広い分

野の課題に対して総合的に取り組むこととしています。 

本計画は、SDGsの17の目標のうち、次の目標の達成に向けた取り組みを推進するものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                     

目標１【貧困をなくそう】 
あらゆる場所あらゆる形態の貧困を

終わらせる 

目標２【飢餓をゼロに】 
飢餓を終わらせ、食料安全保障及び栄

養の改善を実現し、持続可能な農業を

促進する 

目標３【すべての人に健康と福祉を】 
あらゆる年齢のすべての人々の健康

的な生活を確保し、福祉を促進する 

目標４【質の高い教育をみんなに】 
すべての人々への包括的かつ公平な

質の高い教育を提供し、生涯学習の機

会を促進する 

目標５【 】 
ジェンダー平等を達成し、すべての女

性及び女子の能力強化（エンパワーメ

ント）を行う 

目標６【 】 
すべて人々の水と衛生の利用可能性

と持続可能な管理を確保する 

目標７【 】 
すべて人々の、安価かつ信頼できる持

続可能な現代的エネルギーへのアク

セスを確保する 

目標８【働きがいも経済成長も】 
包括的かつ持続可能な経済成長、及び

すべての人々の完全かつ生産的な雇

用と適切な雇用を促進する 

目標９【 】 
強靭なインフラ構築、包括的かつ持続

可能な産業の促進、及びイノベーショ

ンの拡大を図る 

目標 10【 】 
各国内及び各国間の不平等を是正す

る 

目標 11【 】 
包括的で安全かつ強靭（レジリエン

ト）で持続可能な都市及び人間居住を

実現する 

目標 12【つくる責任つかう責任】 
持続可能な生産消費形態を確保する 

目標 13【 】 
気候変動及びその影響を軽減するた

めの緊急対策を講じる 

目標 14【海の豊かさを守ろう】 
持続可能な開発のために、海洋・海洋

資源を保全し、持続可能な形で利用す

る 

目標 15【陸の豊かさも守ろう】 

目標 16【 】 

目標 17【 】 
持続可能な開発のための実施手段を

強化し、グローバル・パートナーシッ

プを活性化する 
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１．策定の趣旨 

この計画は、市が策定した河内長野市教育大綱に定められた「基本理念」及び６つの方針をもとに、教育

委員会で１９の教育の目標を策定し、毎年度の取組みについて定めるものです。 

 

２．策定の経過 

平成27年４月「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」が改正され、新しく設置された「総合教育

会議」で、市長と教育委員会が協議し、市長は平成 28 年４月に「第１期河内長野市教育大綱」を定めま

した。 

この度、第 1期教育大綱の対象期間（平成 28年度～令和2年度）が終了するにあたり、第 1期での

成果や課題、新たな課題も踏まえつつ、第 2期（令和３年度～令和７年度）の大綱が策定されました。 

教育推進プランは、この第２期教育大綱で定められた基本理念、６つの方針をもとに、１９の教育の目標

を策定し、毎年度の主な取組みについて定めるものです。 

 

３. 教育推進プランの構成 

 本プランは、第１部「河内長野市教育推進プランの策定にあたって」と第２部「教育の目標」及び第３部

「令和７年度に実施する教育施策」の３部で構成するものです。 

 第２部「教育の目標」は６つの方針に基づく中期的な目標を示すもので、計画期間は令和３年度から令

和７年度までの５年間とします。 

また、第３部「令和７年度に実施する教育施策」は、教育推進プランで定めた目標を着実に推進するた

めに、毎年度の実施計画として取り組む施策を示すものであり、計画期間としては１年間で、毎年度見直し

を行うものとします。 

 

４．計画の進行管理 

本プランで定めた教育の目標を達成するため、教育の実施施策を策定し、計画的かつ効果的に取組みを

進めます。 

また、その際、ＰＤＣＡサイクルによる進行管理をおこなうため、毎年「河内長野市の教育の現状」（自己

点検評価）を作成し、各実施施策の実施状況を十分に分析し、成果と課題について点検評価を行うととも

に、実施施策の取組み内容の見直しを重ねながら効果的な教育の実現をめざします。 
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    ［計画の構成と進行管理］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

河内長野市の教育の現状 

(自己点検評価) 

Check(点検・評価) 

Do(実行) Action(反映) 

令和７年度に実施する教育施策 

Plan(計画) 

【実施計画】 

毎年度 

河内長野市 

教育の目標 

【基本計画】 
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１．教育大綱の６つの方針に応じた１９の目標 

 ６つの方針に基づき、令和３年度から令和７年度の５年間で取り組む目標を１９設定し、その達成に向

け取り組みます。 

 

方針Ⅰ  

 

 

  

  

 

目標１ 確かな学力の定着（学校教育課） 

変化が激しく予測困難な社会において、自ら人生を切り拓き、主体的に課題を解決していくためには、生きて

働く知識・技能の習得、未知の状況にも対応できる思考力・表現力・判断力、学びを人生や社会に生かそうとす

る学びに向かう力・人間性の涵養等の資質・能力が求められます。 

また、学習指導要領の理念を踏まえた次世代の学校教育では、子どもたちに基礎的・基本的な内容を確実

に習得させるとともに、一人ひとりの課題に対して適切に対応し、子どもたちが学ぶことの意義を実感しながら主体

的・対話的で深い学びを実現できるよう、質の高い教育を提供するため指導体制を充実させていくことが必要で

す。 

学校の教育目標を社会と共有し、設定した目標の実現をめざして、学校と家庭・地域が連携しながら適切な

教育課程を編成し、地域の実情に応じた教育活動を実施します。 

 

 目標２ 豊かでたくましい人間性を育む教育の充実（学校教育課） 

今後、グローバル化がさらに進展する中では、様々な文化や多様な価値観を背景とする人々と対話・協働し

ながら、物事を多面的・多角的にとらえ、互いを尊重し合いながら生きていく力が必要になります。 

子どもたちが、自己の生き方を考え、主体的に判断・行動し、自立した人間として他者と協働してよりよく生きる

ための基盤となる道徳性を養うことができるよう、「特別の教科 道徳」の授業を要として、学校の教育活動全体

生涯にわたる学習の基礎となる知・徳・体の調和がとれた「生きる力」を育み、学んだことを

活用できる能力の育成を図るとともに、人権尊重の精神を涵養し、ともに学びともに育つ教

育の充実を図ります。また、安全で安心して学ぶことができる、質の高い教育体制や教育環

境の維持・充実に取り組みます 
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の中で、人・社会・自然と関わる豊かな体験活動を重視し、学校と家庭・地域が一体となる取組みを進めます。 

また、いじめや虐待問題が顕在化し性的マイノリティの人権問題、グローバル化、情報化の進展に伴う新たな

課題が生起しており、子どもたちを取り巻く人権課題は複雑化・多様化しています。 

人権課題の解決に向けて、河内長野市人権教育基本方針等に基づき、教職員が人権に対する理解を深め、

いじめをはじめとする様々な人権問題に対応できる能力を高める取組みを進めるとともに、すべての子どもたちにと

って学校が安心して学ぶことのできる場所となるよう、人権尊重の視点に立ってすべての教育活動を進めます。 

 

目標３ 健やかな体づくりの充実（学校教育課） 

社会生活全体が便利になり、生活する上で高い運動技能や多くの運動量が必要ではなくなるとともに、子ども

たちの外遊びの機会や場所も失われつつあります。また、パソコンやスマートフォン等の普及が、子どもたちの生活

習慣にも大きな影響を及ぼし始めています。一方、習い事等で専門的な運動技術を伸長させる子どもも増えて

おり、子どもの体力の二極化が進んでいます。 

そのため、学校では、ＩＣＴ機器等の有効活用により、子どもたちが継続的に自身の伸びを記録させ、運動に

対する意欲や関心を高めることができるよう、体育・保健体育の授業、運動部活動を中心として学校教育全体

で体力の向上に取り組みます。 

また、休み時間や学校行事等の機会を活用して全校で体を動かす時間を各校の教育課程に位置付けること

により、児童生徒が楽しんで運動することができるよう、体力向上の取組みを進めます。 

 

 目標４  支援教育の充実（学校教育課） 

それぞれの子どもが、地域社会の中で積極的に活動し、充実した学校生活を通じて「生きる力」を身に付けら

れるよう、インクルーシブ教育システムの構築を引き続き推進する必要があります。そのために、これまで本市が取り

組んできた、すべての子どもが『ともに学び ともに育つ』という観点からの学校づくりを継承し、互いの違いを認め合

える集団づくりに取り組みます。 

また、通常の学級においてもユニバーサルデザインの観点を取り入れた授業を展開し、支援の必要な子ども一

人ひとりの実態や教育的ニーズに応じて、適切な指導及び支援が効果的に行われるよう、すべての教職員の専

門性の向上に努めます。そのために、関係機関等と連携し、就学前から社会参加に至るまで一貫した指導・支

援がつながるように取り組みます。 

 

目標５ 食に関する指導の充実（学校教育課） 

社会環境の変化やライフスタイルの多様化が進み、健全な食生活を実践することが難しい場面が増加していま

す。子どもたちの食生活の乱れや健康を取り巻く問題が深刻化しており、学校・家庭・地域が連携して、時代を
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担う子どもたちの食習慣を形成していく必要があります。こうした現状を踏まえ、「河内長野市食育推進計画」に

基づき、子どもたちが食に関する正しい知識と望ましい食習慣を身に付けることができるよう、学校においても積極

的に食育に取り組んでいくことが重要となっています。 

また、共働き世帯の増加に伴う家事労働が増える等の社会状況の変化に伴い、中学校の全員給食を実施し

ていきます。そのため、本市学校給食における学校給食施設整備の課題を整理するとともに、給食の調理や提

供の方法をはじめ、食育指導の内容や学校体制の整備など、様々な課題の解決に向けて、本市の子どもたち、

保護者のために最も適した学校給食の提供に取り組みます。 

 

 目標６  伝統・文化や英語教育等の特色ある教育の推進（学校教育課、社会教育第２課） 

知識基盤社会やグローバル化の進展により国際的な相互依存関係がより深まっていく中で、郷土や国で育ま

れてきた優れた伝統・文化について理解を深めるとともに、国際的視野で他国の文化や習慣を尊重する態度を

養う教育を推進する必要があります。 

そのため、本市で平成２３年度より取組みを始めた、郷土の歴史や伝統文化に関する学習「ふるさと学」を継

続し、日本遺産に認定された貴重な歴史文化遺産を活用した体験的な学習や郷土歴史学習施設等を活用

した出前授業の実施により、指導内容の充実に取り組みます。 

また、英語教育充実に努め、子どもたちが英語を使う楽しさや必要性を体感でき、英語学習の意欲向上につ

ながる環境を整え、異文化を体験したり、英語を用いた参加体験型の教育プログラムを提供します。 

 

目標７  ICT環境等を活用した教育の充実（学校教育課） 

コンピュータ等の情報技術は、急激な進展を遂げており、人々の日常生活に浸透しています。情報技術は今

後も飛躍的に進展していくと考えられ、人々のあらゆる行動によって膨大な情報が蓄積されていくことが予想されま

す。このような社会において、何が重要な情報かを主体的に考え、見出した情報を他者と協働しながら活用して

いくための情報活用能力の育成が重要となってきます。 

そのため、１人１台学習者用端末のある環境を最大限生かし、児童生徒が主体的に他者と協働しながら学

びを進め、自らの思考力や表現力を高めていけるよう、ＩＣＴ活用の弊害も問題視されている面もあることから、

授業におけるＩＣＴ機器の新たな有効活用とともに調和のとれた活用について研究を進めます。 

また、これまで本市で取組みを進めてきた国際理解教育や遠隔交流の実践を生かし、学校間での遠隔授業

の実践や不登校児童生徒の学習保障の充実等の課題の解決に向けて、研究・実践を進めます。 

※ ICT：Information and Communication Technology(情報通信技術)の略 
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目標８  一貫性のある指導体制の構築（学校教育課） 

本市で平成 24年度から取り組んでいる小中一貫教育では、「中学校への不安がなくなった」と感じている児

童・保護者の割合や、小中学校教員の相互交流の機会が増加するなどの成果を上げてきました。一方で、いじ

めや不登校件数が増加しており、複雑化する課題に対して、小中学校の連携強化を図りながら、解決につなげ

ていく必要があります。また、今後の少子化の更なる進行により、児童生徒の社会性や協調性の育成に課題が

生じる懸念が出てきています。 

そのため、市内全中学校区で展開している小中一貫教育をさらに推進するとともに、「河内長野市学校のあり

方の方針」を踏まえ、施設一体型小中一貫教育推進校の設置による有効な取組みを拡大し、小中学校の段

差の解消、小規模化による課題を解消できる、魅力ある学校づくりを進めます。 

 

 目標９ 家庭・地域との協働による学校づくりの推進（学校教育課） 

今、子どもの豊かな育ちと学びを創造するために、学校と家庭・地域とがそれぞれの役割と責任を自覚し、相互

に協力し合い、子どもたちを育む風土を醸成していくことが求められています。 

そのため、「地域とともにある学校づくり」を掲げ、市内全小中学校に設置された家庭・地域との協働による学校

運営協議会を有効に機能させ、学習指導要領の理念である「社会に開かれた教育課程」の実現に向けて、学

校と家庭・地域が協働した取組みを進めます。 

 

 目標 10   安全・安心な学校施設の維持・充実（教育総務課） 

学校施設は、児童生徒が一日の大半を過ごす学習・生活の場であり、豊かな人間性を育むための教育環境

として重要な役割を果たしています。また、災害時には避難所になるとともに、今後は余裕教室などを教育コミュニ

ティの場として活用することなども期待されることから、地域の特性に応じた、子どもたちにとってより良い学校の学

校教育のあり方と方策について考えを示した「河内長野市学校のあり方の方針」に基づき取組みを進めます。 

一方で、学校施設のほとんどが、建築後４０年を超え、老朽化も進んできています。そのため、児童生徒をは

じめ、学校を利用するすべての人々にとって、学校が安全で安心な施設として機能するように、長寿命化および

危機管理の充実等の学校施設の維持・充実に取り組みます。 

 

目標11 学校教育を支える教育環境の維持・充実（教育総務課） 

近年の児童生徒を取り巻く社会環境は大きく変化し、児童生徒一人ひとりが、その変化に対応し、高度情報

化社会を生き抜く必要な知識や能力を身に着けることが必要です。 

そのため、高度情報化社会に対応する ICT 機器や教育委員会と全小中学校を繋ぐ教育情報ネットワークの
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安定的な運用などを図り、教育内容の多様化にも対応できる質の高い教育環境の維持・充実に取り組みます。 

また、小中一貫教育の推進とともに学校の小規模化や社会性・コミュニケーションの育成等の課題に対応する

ために、施設一体型小中一貫教育推進校の整備を進めます。 

 

方針Ⅱ  

 

 

  

 

 目標 12   市民のニーズに応じた学びの場や機会の提供と市民の学習活動支援体制の充実（社会教

育第１課） 

市民の生涯学習を推進するため、河内長野市民大学「くろまろ塾」や様々な展示・啓発などを通じて学びの

場、機会の提供に取り組んでいます。今後とも、生涯にわたる学びの成果を社会や地域に活かしていくため、学習

機会の充実や支援が求められています。また同時に市民公益活動団体・地域活動団体等の既存活動団体と

の協働による地域力の向上が課題です。 

そのため、生涯学習を個人の生きがいや自己実現だけではなく、社会や地域に還元できるよう、まちづくりや行

政、団体等との協働を担う人材の育成に取り組みます。 

 

 目標 13  社会教育の推進（社会教育第１課） 

人口減少、核家族化などによる地域活動の担い手の減少や地域のつながりが希薄化するなど、今日、個人や

地域が抱える課題が多様化・複雑化しています。このことから地域の様々な課題解決に向けて、一人ひとりが能

動的に行動し協働による地域づくりが可能となる学習が求められてきています。 

特に、社会教育を推進する公民館は学びの拠点として、社会教育を基盤とした人づくり・つながりづくり・地域づ

くりの好循環を目指し、施設の老朽化・利用者の固定化等の公民館の抱える様々な課題の解決を図りつつ、現

代的課題に対応した学習機会を充実していきます。また、学校の小規模化が進む小学校と公民館の複合化を

順次進めるとともに、学社融合による学びの場とその内容の充実を図ります。 

  

 目標 14 市民の読書活動の推進（社会教育第２課） 

読書は、豊かな人間性を育む上で非常に有効であり、継続的な読書活動の推進や、その楽しさを子どもたち

に伝えるための持続的な取組みが求められています。このため、「河内長野市子ども読書活動推進計画」に基づ

き、子どもたちをとりまく関係機関や地域との連携を図り、読書環境の醸成に取り組みます。 

地域や家庭での学習の機会や場を充実させ、あらゆる世代の学びを進め、学びの成果を活

かしていく生涯学習の推進に取り組みます。 
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また、図書館事業計画に基づき、障がい者、高齢者を含めた多様な市民が読書に親しむことができるように図

書館への来館が困難な利用者への郵送貸出ほか利用者に対応したサービスの充実を図ります。 

資料の収集においては、市民の生活や仕事、地域の課題について利用者自らが解決できるよう、医療・健康・

福祉・英語多読ほか時代に即した資料（録音図書や電子書籍なども含む）の整備に取り組みます。さらにこれ

らを活用して、多様なテーマの資料展示や講座の実施などにより、読書振興を図ります。 

また、読書活動推進に寄与するボランティアの活動支援にも取り組み、市民の読書活動を推進します。 

 

 目標 15  図書館や公民館図書室の充実（社会教育第２課） 

市民の情報収集拠点である図書館として、市民が図書館資料のほかにインターネットを利用した情報入手が

できる環境を整備します。図書館内でWi-Fi 利用環境を提供するとともに、レファレンス（調査相談）サービスを

実施することで情報収集の支援を行います。新しい生活様式に対応しつつ、障がいの有無にかかわらず利用しや

すい図書館となるよう電子書籍などの利用を推進します。 

また、市内全域への図書館サービス提供を推進するため公民館図書室や自動車文庫の活用に努め、図書

館遠隔地の市民の利便性を高めます。 

 

方針Ⅲ  

 

 

 

 目標 16  歴史文化遺産の保存・継承と活用（社会教育第２課） 

本市は、全国有数の歴史文化遺産が集中する地域であり、令和元年度に1件、令和２年度に2件の日本

遺産の認定を受けました。これらがまちの価値を高める重要な資源となっている一方で、少子高齢化、人口減少

が加速している今日の状況は、歴史文化遺産の保存や継承にも大きな影響を与えつつあります。 

このような社会情勢を受けて、令和元年度に策定した「河内長野市文化財保存活用地域計画」に基づき、

様々な組織、団体や個人と連携しつつより大きな枠組みをもって歴史文化遺産の保存と継承、文化の伝承の

充実を図ります。 

一方で活用の面では、郷土歴史学習や歴史文化遺産の講演会等を通じて、ふるさと意識の高揚や歴史的

景観の啓発を図り、地域に伝わる歴史文化遺産や歴史的コンテンツを様々な市民団体と連携して活用する事

により地域づくりを進めます。さらに日本遺産のテーマを基に、本市の歴史的魅力を広く情報発信し観光分野等

での活用を推進します。 

 

「ふるさと河内長野」に誇りと愛着を持ち、大切に思う感情を醸成するため、歴史文化遺産の

保護と伝承に取り組みます 
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方針Ⅳ   

 

 

 

 令和７年度からは、組織機構改革により市長部局（成長戦略局 成長戦略部 文化・スポーツ活性課）

所管事業となります。 

 

方針Ⅴ  

 

 

 

目標 17  青少年の健全な成長を支援する体制づくり（社会教育第１課） 

地域での人間関係の希薄化が進む今日の社会では、様々な機会を通じて青少年の健全な成長を支援する

ため、青少年の健全育成にかかわる市民や団体等と連携し、青少年の積極的な社会参加を促す体制づくりが

必要となります。 

そのため、青少年指導員や青少年健全育成会をはじめとした青少年の健全育成にかかわる市民や団体等と

協働し、青少年を育む地域での体験活動等の充実や若者が自立するための支援策等を実施するとともに、子ど

もたちの安全・安心を見守る施策に取り組みます。 

 

目標18  家庭の教育力の向上（社会教育第１課） 

近年、核家族化の進展等により、家庭における教育の機会が少なくなってきていると言われています。また、家

庭だけでの子育てが大きな負担となっていることから、地域ぐるみで子育てをサポートする市民主体の活動を推進

し、更なる地域ぐるみの子育て支援が求められています。 

そのため、大阪府教育委員会が作成した子どもの成長とともに親自身が学び、育っていくことを目的とした「親

学習プログラム」に基づき、本市独自の体制である「親楽習（おやがくしゅう）」事業を展開していきます。また、保

護者をはじめ、地域住民、将来の親世代となる小中学生を対象とした家庭における教育の重要性について理解

が深まるよう、学習機会の提供を行います。 

また、地域ぐるみの市民主体による取組みとして、子育てを支援する人間関係づくりを醸成します。 

 

 

家庭・地域の教育力を高め、地域総ぐるみで子どもたちを守り育む地域社会づくりに取り組み

ます。 

子どもから高齢者まで生涯にわたり、健康づくりや生きがいづくりにつなげることができる、スポ

ーツ環境の向上を図ります。 
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 目標 19  地域総ぐるみで子どもを守り育む環境づくり（社会教育第１課、学校教育課） 

近年、市民の価値観やライフスタイルの多様化、核家族化などの急激な社会変化によって、学校が様々な課

題を抱えるとともに、学校に対して家庭や地域から学校の持つ能力を超える役割を求める声が多く寄せられていま

す。このような状況の中で、これまで以上に学校、家庭、地域の連携協力のもとで進めていくことが不可欠となって

います。 

そのため、学校教育と社会教育（家庭教育を含む）との学社連携や学社融合の従来からの取組みに加え、

学校と公民館の複合化が実施される地域から新たな活動をモデル実施に位置づけて取り組みます。 

また、様々な体験活動を提供し、子どもたちの「生きる力」を育むため、地域住民の参加促進を得て、子ども教

室等の充実に取り組み、地域の教育コミュニティづくりを推進します。 

さらに、市民やボランティア団体、大学等と連携するなどの体制づくりを強化し、子どもたちに様々な体験を提供

していきます。 

 

方針Ⅵ  

 

 

 

 令和７年度からは、組織機構改革により市長部局（成長戦略局 成長戦略部 文化・スポーツ活性課）

所管事業となります。 

 

市民一人ひとりが、外国人や外国につながりのある人々の多様な文化や価値観を理解しあ

い、誰とでも支えあってともに生きていくための学びを推進します。 
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この令和７年度に実施する教育施策は、６つの方針に位置付けられた１９の目標についての、令和７年度

の目標ごとの主な取組みを示すものです。 

なお、主な取組みの中でも、特に今年度重点を置いて実施する教育施策を「重点実施施策」として位置付け

ています。 

また、施策ごとに「教育内容（内容）」、「教育体制（体制）」、「教育環境（環境）」の３つに分類し、さ

らに「新規（新）」、「充実（充）」、「継続（継）」のいずれかに分類しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（●●・新）…新規（新たに始める事業 または 継続事業だが単年度ごとに実施する事業） 

（●●・充）…充実（継続事業を、新たな事業を追加等して実施する事業） 

（●●・継）…継続（前年度と同内容で実施する事業） 

 

各用語の解説 
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目標１ 確かな学力の定着 

                    学校教育課                                                                

 

１．学習指導要領の確実な実施（内容・充） 

児童生徒が、基礎的・基本的な知識及び技能を確実に習得させ、課題を解決し、未知の状況にも対応

できる思考力・判断力・表現力等の育成を図るとともに、学びを人生や社会に生かそうとする学びに向かう力

や人間性を育みます。 

子どもたちが、学ぶ意義を理解し、意欲を高め、自ら日常の生活や地域・社会等に関する課題を見つけ、

解決につなげるために必要となる一連の能力を身に付けることができるよう、社会や地域とつながる探究的な

学びを充実させます。 

また、児童生徒が目的や意図に応じて文章の内容を的確に読み取る読解力や、場面や状況に応じて考

えを伝え合う表現力など、主体的・対話的で深い学びの実現に向けた取組みを推進します。 

特に、図書館資料を活用した調べ学習や読書感想文の取組み、書評合戦など表現力・読解力を育成

する学習活動を展開し、言語活動の充実を図ります。 

【事業名：国語力向上事業、教職員研修事業、子ども教育支援センター事業】 

 

２．学力向上の取組みの充実と教員の指導力向上（内容・充） 

「全国学力・学習状況調査」等の結果から、学校ごとの児童生徒の学力や学習状況を分析し、成果と課

題に基づき、各校における短期・中期・長期ごとに取組みを計画して授業等の改善に取り組みます。特に、

ICT 機器を有効に活用して、本市の課題である思考力・判断力・表現力の育成のために思考ツール（シン

キングツール）を用いた授業実践に取り組みます。 

特に、教員の指導力向上にあたっては、各校の学力向上担当者を中心とした校内研究体制を構築し、

課題に正対した授業実践を伴った校内研修を組織的に進めます。また、日常的なＯＪＴに加えて計画的

な研修の実施等の取組みを推進します。その際、子ども教育支援センター等による指導助言を積極的に行

います。 

また、ＩＣＴ機器の活用や新たな教材、学習活動を取り入れ、個別最適な学びと協働的な学びの一体

的な充実に向けた研究に取り組みます。 

【事業名：教職員研修事業、子ども教育支援センター事業】 

 

３．読書活動の推進（内容・継） 

言語力向上司書職員を全校に配置し、司書教諭やボランティア、市立図書館等と連携し、「河内長野

市第４次子ども読書活動推進計画」に基づき、各小中学校において、読書週間の設定や読書ノートを活

用した子どもの読書活動の推進を図ります。 

【事業名：国語力向上事業】  

 

【関連する個別計画】 

 計画名 計画期間 

河内長野市こども計画 R7～R11 年度 

第４次子ども読書活動推進計画 R3～R7 年度 

【令和７年度の主な取組み】 

教育大綱 方針Ⅰ 
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目標２ 豊かでたくましい人間性を育む教育の充実 

 学校教育課  

  

１．道徳科を要とした学校・家庭・地域と一体となった道徳教育の充実（内容・継） 

人や社会、自然と関わる直接的な体験を通じて、児童生徒が思いやりの心、よりよい人間関係、自己肯定

感、規範意識等を醸成することができるよう、道徳科を要として学校・家庭・地域のつながりの中で道徳教育を

推進します。 

道徳教育推進教師を中心に、児童生徒が道徳的価値の理解を基に、物事を多面的・多角的に考え、議

論することにより、自己や人間としての生き方について考えを深める学習を行えるような指導方法（問題解決

的な学習や体験的な学習を取り入れた指導等）や「考え議論する道徳」への授業づくり、一人ひとりの成長を

認め励ます個人内評価のあり方についての研究を学校全体で組織的に進め、道徳教育の充実を図ります。そ

のため、各学年における指導内容を確実に取り扱えるよう授業時数を確保します。 

    

２．基本的人権の享有を保障する教育の推進（小中一貫した人権教育カリキュラムの充実）（内容・継） 

「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律」、「本邦外出身者に対する不当な差別的言動の解

消に向けた取組の推進に関する法律」、「部落差別の解消の推進に関する法律」の人権 3 法及び大阪府人

権 3条例を踏まえ、小中学校において人権教育年間指導計画に基づいた計画的な指導を進めます。 

また、人権教育の実施にあたっては、人権及び人権問題に関する児童生徒の正しい理解を深め、部落差

別をはじめ、在日外国人、インターネット上の誹謗中傷等に係る人権問題など、様々な人権課題の解決のた

めに、児童生徒の実態や発達段階に応じた人権教育の充実を図ります。 

【事業名：教職員研修事業、人権教育推進事業】 

 

３．学校が安心できる居場所となる集団づくり【重点実施施策】（内容・体制・充） 

学校が、子どもの人権が尊重され安心して学習できる居場所となるよう、人権に関する様々な学習を推進

するとともに、命にかかわる重大な人権侵害事象であるいじめの未然防止に取り組みます。深刻ないじめ問題

を発端に、道徳が教科化されたことを踏まえ、いじめについて考え議論する道徳に取り組みます。その際、「いじ

め防止基本方針」に基づき、早期発見・対応に努め、子ども同士のつながりを深め、互いの違いを認め合える

集団づくりに取り組みます。 

また、小中一貫した指導体制を活かして、不登校やいじめ等の課題解決を図るため、中学校区で部落問

題等をテーマに据えた人権教育の公開研究授業に取り組み、すべての教職員が人権に対する理解を深め、

人権感覚を身に付け、人権教育の指導力を向上します。 

【事業名：相談員等派遣・配置事業】 

 

【関連する個別計画】 

計画名 計画期間 

河内長野市人権教育基本方針 R2 年度～ 

人権施策推進プラン H28～R7 年度 

河内長野市小中一貫教育つながりアップカリキュラム R3 年度～ 

河内長野市いじめ防止等基本方針 R1 年度～ 

教育大綱 方針Ⅰ 

【令和７年度の主な取組み】 
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目標３ 健やかな体づくりの充実 

 学校教育課 

 

  

  １．子どもたちの体力向上への取組み（内容・継） 

「全国体力・運動能力、運動習慣等調査」や大阪府による小学校３,４学年の体力向上事業の結果

分析から、児童生徒の体力や運動能力等の状況を把握し、運動やスポーツの「楽しさ」を実感できる授業づ

くりに取り組みます。 

また、各校での調査結果の分析を踏まえた「体力向上推進計画」を策定し、実態に応じた体力づくりの取

組みを進めます。 

【事業名：学校保健管理事業(小)、学校保健管理事業(中)】 

 

２．中学校 運動部活動の充実【重点実施施策】（内容・体制・充） 

部活動は、生徒の自主的、自発的な参加により行われ、学習意欲の向上や責任感、連帯感の涵養等

に資するものであり、生徒の心身のバランスのとれた育成のために活動の充実を図ります。その際、本市部活

動ガイドラインに則り、地域や学校の実態に応じ、地域の人々の協力、各種団体との連携など、運営上の工

夫を行います。 

また、国の進める休日の部活動の地域連携・地域移行の実施等に向け、学校外の組織や人材との連

携・協力を組織し、本市に最もふさわしく、持続可能な部活動の地域連携・地域移行の体制の構築を図り

ます。 

【事業名：クラブ活動充実事業、生徒・進路指導充実事業】 

 

３．安全で安心な学びの場づくり（内容・体制・継） 

子どもたちが安全に安心して学ぶことができるよう、自然災害や事件・事故に遭わないための防災・防犯教

育、感染症に係る正しい知識・理解を深める学習や不安・ストレスに対するサポート、児童虐待を見逃さな

いための教職員研修等の一層の充実を図ります。 

また、あらゆる教育活動を通じて、相互に気持ちを伝え合う環境を醸成するとともに、命を大切にする教育や

自尊感情を育てる教育を計画的に進めます。 

【事業名：子ども安全対策事業、学校保健管理事業】 

 

 

【関連する個別計画】 

 

 

 

計画名 計画期間 

河内長野市第４次保健計画 R1～R8 年度 

【令和７年度の主な取組み】 

教育大綱 方針Ⅰ 
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目標４ 支援教育の充実 

                                   学校教育課 

                                      

                           

１．「ともに学び ともに育つ」教育の推進（内容・継） 

すべての子どもが、『ともに学び ともに育つ』という観点から、それぞれの子どもが、充実した学校生活を過ご

し、生きる力を身に付けていくことができるよう、インクルーシブ教育システムの理念を踏まえた取組みを推進し

ます。そのために、「ユニバーサルデザインによるわかる授業づくり」と「互いの違いを認め合える集団づくり」に取り

組みます。 

【事業名：教職員研修事業、人権教育推進事業】 

 

２．一貫した支援のための就学相談、支援の充実（内容・継） 

乳幼児期から学齢期、社会参加に至るまで、地域で切れ目ない支援が受けられる支援体制を実現する

ために、教職員や保護者に対し、支援教育に関する相談を実施するとともに、サポートブックはーと（※）を

活用した「個別の教育支援計画」を作成し、関係課や関係機関等とのより一層の連携の推進を図ります。 

市教育支援委員会を中心に、各園及び他課、関係機関等との連携を図りながら、配慮の必要な幼児や

障がいのある幼児の適切な就学先の決定に向けた取組みの充実を図ります。 

※ サポートブックはーと：連続した支援を実現するための情報の共有を目的としたファイル。 

【事業名：相談員等派遣・配置事業、教育相談センター事業】 

 

３．一人ひとりの教育的ニーズに応じた支援の充実（内容・充） 

発達障がいを含む障がいのあるすべての子ども一人ひとりについて、障がいの状態や教育的ニーズ、本人及

び保護者の意見等を踏まえた総合的な観点から、学びの場の判断を進めます。また、自立活動を取り入れ

た個に応じた特別の教育課程を適切に編成し、確実な実施により指導の充実を図ります。 

特に、教員と福祉や医療、心理分野等の専門職との連携を充実し、様々な要因により配慮を必要とする

子どもたちのつまずきや生きづらさに寄り添い、支援することのできるしくみづくりについて実践・研究を進めま

す。 

大学等と連携した教職員の実践力・指導力を高める研修を実施し、専門性の向上を図り、「個別の指導

計画」に基づいたきめ細やかな支援教育の充実に取り組みます。また、支援学級や通級指導教室において、

適切な指導・支援が行われるよう、教職員の専門性向上を図ります。 

【事業名：支援教育推進事業（小）、支援教育推進事業（中）】 

 

【関連する個別計画】 

計画名 計画期間 

河内長野市こども計画 R7～R11 年度 

河内長野市人権教育基本方針 R2 年度～ 

人権施策推進プラン H28～R7 年度 

河内長野市学校園に属する職員に係る障がいを理由とする差別の解消の推進に

関する対応要領 

R3 年度～ 

 

【令和７年度の主な取組み】 

教育大綱 方針Ⅰ 
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目標５ 食に関する指導の充実 

学校教育課 

                          

  

１．安全で安心できる学校給食の推進（内容・継） 

成長期にある児童生徒の心身の健全な発達のため、献立委員会で毎月の献立を検討し、旬の食材を使

い、伝統行事食を盛り込むなど、季節感のある栄養バランスのとれた豊かな学校給食を提供します。 

また、安全・安心な学校給食の提供のため、物資購入委員会で食材の品質等を検討し選定するとともに、

各学校の配膳室、学校給食センターの安全管理並びに衛生管理の徹底を図ります。 

河内長野市第４次保健計画をふまえ、保護者と連携しながら、子どもの発達段階に応じて、生涯を通じた

健全な食生活の実践や健康の増進、食文化の継承をめざします。 

また、レシピ集を活用した子どもによるお弁当づくりの取組み等を進め、栄養教諭と連携した食育授業の充

実を図ります。 

【事業名：学校給食推進事業】 

 

２．学校給食の基本方針に基づいた給食提供の構築【重点実施施策】（内容・継） 

社会情勢や共働き世帯の増加等の労働環境の変化などに伴い、家事労働の負担軽減のために学校給

食の必要性が高まっています。これらのことから、小学校に加えて中学校における全員給食を実施するとともに、

学校給食センター設備の老朽化対策などの課題を解決するため、旧赤峰市民広場エリアに新たな学校給食

センターの整備を行います。 

新学校給食センターの整備については民間活力導入手法の一つである、設計・建設・運営・維持管理な

どを包括的に行うＤＢＯ方式（Design Build Operate 方式）を採用し、令和９年１月の運営開始並

びに中学校全員給食開始を目指して取り組みます。 

また、各中学校においては、全員給食の受け入れに対応するため配膳室の整備を行います。 

【事業名：学校給食推進事業、学校給食施設整備事業】 

 

 

【関連する個別計画】 

計画名 計画期間 

河内長野市第４次保健計画 R1～R8 年度 

 

【令和７年度の主な取組み】 

教育大綱 方針Ⅰ 
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目標６ 伝統・文化や英語教育等の特色ある教育の推進 

学校教育課・社会教育第２課 

  

 

１．郷土の歴史や文化・伝統に関するふるさと学の推進（内容・継） 

児童生徒が故郷を愛し、誇りに思い、語れることをねらいとして、オリジナルの副読本を活用した「ふるさと学」

に取り組み、郷土の歴史や文化、伝統をはじめ、日本遺産認定の背景も含めた河内長野に関する学習の

充実に取り組みます。学習の展開にあたっては、本市の地域に点在する多くの歴史文化遺産を活用し、学

芸員等による出前授業、滝畑ふるさと文化財の森センターやふるさと歴史学習館等の郷土歴史学習施設の

積極的な利用を図ります。 

また、コンクール等を実施し、ふるさと河内長野に愛着を持ち、ふるさとの良さを発信できる児童生徒を育

成します。 

【事業名：教科用図書給与事業、歴史遺産活用事業】 

 

2．英語教育の充実（内容・充） 

小学校において、外国語科（５、６年生）、外国語活動（３、４年生）とともに、小学校１、２年生

において教育課程特例校制度による英語活動を実施します。その際、全校に配置しているＮＥＴ（※）

等を活用し、英語教育の充実及び、小学校教員の英語力と授業力の向上に取り組みます。特に、小学校

３年生において、ＮＥＴを活用して、英語で表現する機会の充実を図り、主体的に英語でコミュニケーション

を図ろうとする態度の育成に取り組みます。 

また、中学校において、英語学習ツール(BASE in OSAKA)の活用や大阪府作成の教材（STEPS in 

OSAKA）により、基礎的な技能の定着を図るとともに、３年生を対象に公費補助による英検受験を推奨

し、中学校卒業時に英検３級程度の英語力を身に付けさせることができるよう取組みを進めます。 

※NET：Native English Teacher（英語指導支援員）の略 

【事業名：英語教育推進事業】 

 

 

【関連する個別計画】 

計画名 計画期間 

河内長野市第 2期文化振興計画 H28～R7 年度 

河内長野市文化財保存活用地域計画 R 元～R7 年度 

【令和７年度の主な取組み】 

教育大綱 方針Ⅰ 



 

18 

目標７ ICT 環境等を活用した教育の充実 

                                   学校教育課 

  

 

１．１人１台の端末を活用した授業改善の推進や情報活用能力の育成（内容・継） 

子どもたち一人ひとりの資質・能力を一層確実に育成するため、これまでの教育実践の蓄積を生かしながら、

１人１台学習者用端末を有効活用し、思考力を育成するための授業改善の推進、主体的・対話的で深い

学びの実現や情報活用能力の向上をめざします。 

また、小中学校において、論理的思考力や創造性、問題解決能力を育むプログラミング教育について、ロボ

ット教材等を活用した体験的な学習を進めます。 

【事業名：情報教育推進事業】 

 

２．インターネット環境を活用した遠隔授業の推進（内容・継） 

学校間の授業や行事での交流、不登校児童生徒の学習支援等のために、インターネット環境や１人１台

学習者用端末を活用した遠隔授業等についての取組みを進めます。 

また、JICA 等との連携や、ICT を活用した国際理解教育においては、授業で培った英語力を積極的に活

用する態度を身につけたり、自国や外国の歴史・文化等を深く理解し、多様なものの見方などを身に付けること

ができるよう、子どもたちが自ら課題を見つけ、交流や探究を行ったり、子どもたちの主体的な活動への参加が

促されるよう取組みを進めます。 

【事業名：情報教育推進事業、子ども教育支援センター事業】 

 

 

 

【令和７年度の主な取組み】 

教育大綱 方針Ⅰ 
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目標８ 一貫性のある指導体制の構築 

                                    学校教育課 

                           

 

１．幼児教育から義務教育修了までの校種間の円滑な接続のための取組みの充実（内容・継） 

小中一貫した授業スタンダードを確立し、ユニバーサルデザインの観点を踏まえたわかる授業づくり（授業の

構造化、ＩＣＴ機器を有効活用した教材の視覚化など）に取り組みます。 

また、中学校区単位で、児童生徒が、授業の中で意見を出し合い考え議論する場面を取り入れ、ともに学

び合う学習集団づくりの研究を進めます。 

市公私立保幼こ小連絡会を中心に幼児教育の連携・交流の充実を図り、国の「幼保小の架け橋プログラ

ム」や「幼児期の終わりまでに育ってほしい１０の姿」を踏まえ、基本的生活習慣を身に付けたり、コミュニケー

ション能力や自己肯定感、規範意識等の非認知能力を育成する取組みを推進します。 

【事業名：小中一貫教育推進事業】 

 

２．小中一貫教育の推進及び施設一体型小中一貫教育推進校の設立【重点実施施策】（体制・継） 

これまで進めてきた本市の小中一貫教育の蓄積を生かし、学校規模に応じたメリットを最大限発揮できるよ

う、学校区ごとの実情に応じた小中一貫の教育活動を進めます。特に、南花台中学校区において、施設一体

型のメリットを最大限に活かした教育活動に取り組みます。 

また、小規模化する学校の活性化や教育内容の充実に向けて、「河内長野市学校のあり方の方針」を踏

まえ、美加の台中学校区の施設一体型小中一貫教育推進校の設立に向けて、大学等とも連携しながら学

校の指導体制の構築や小中合同による効果的な教育活動の研究を進めます。 

【事業名：小中一貫教育推進事業】 

 

【関連する個別計画】 

計画名 計画期間 

河内長野市幼児教育推進指針 H28 年度～ 

河内長野市こども計画 R7～R11 年度 

河内長野市小中一貫教育つながりアップカリキュラム R3 年度～ 

河内長野市学校のあり方の方針 R1～R7 年度 

 

 

【令和７年度の主な取組み】 

教育大綱 方針Ⅰ 
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目標９ 家庭・地域との協働による学校づくりの推進 

                                                       学校教育課 

 

                           

１．学校運営協議会の充実（体制・継） 

市立全小中学校で実施している学校運営協議会の機能を活かして、各学校において学力向上や体験

活動、不登校など、各学校の教育課題を、教職員と地域の方々が共有し、課題解決に向けて、教育活動

の質的向上を図れるよう取り組みます。 

【事業名：学校運営協議会事業】 

 

２．教育コミュニティづくりの推進（体制・継） 

地域、家庭、学校のそれぞれの教育における役割と責任を明確にし、互いに補完し合いながら地域総ぐる

みで子どもを育てる土壌づくりを推進します。 

【事業名：学校運営協議会事業、学校支援サポート事業、地域学校協働活動推進事業】 

 

３．公民館施設と学校の複合化による教育内容の充実（体制・継） 

学校の小規模化により、社会性やコミュニケーション能力を育成する教育活動への制約や集団の中で多

様な価値観に触れる機会の減少などのデメリットを解消するため、「河内長野市学校のあり方の方針」を踏ま

え、引き続き学校と公民館の施設の複合化に向けた検討を進めます。 

特に、加賀田小学校においては、複合化のメリットを生かして、児童と公民館施設に集う方々との交流を

通して、多様な学習機会を創出するとともに、子どもの社会性の向上を図ります。 

 

 

 

【関連する個別計画】 

計画名 計画期間 

河内長野市こども計画 R7～R11 年度 

【令和７年度の主な取組み】 

教育大綱 方針Ⅰ 
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目標 10 安全・安心な学校施設の維持・充実 

                            

     教育総務課 

 

 

 

１．学校施設整備の推進（環境・継） 

① 学校施設のトイレを洋式化・乾式化整備することにより、快適で清潔感のある良好なトイレ環境の確保

を図ります。令和７年度は、三日市小学校、千代田中学校のトイレを洋式化し、また校舎躯体に影響が

及ばぬよう、長寿命化の観点を踏まえ、乾式化工事を実施します。 

【事業名：学校施設・設備整備事業（小）（中）】 

 

② 令和 7 年度は、建築基準法に基づく特殊建築物である小中学校の敷地、構造及び建築設備の定期

調査・報告を実施し、施設の安全性の確認を行います。 

【事業名：学校施設管理事業（小）（中）】 

 

 

【関連する個別計画】 

計画名 計画期間 

河内長野市学校施設長寿命化計画 R3～R22 年度 

河内長野市都市計画マスタープラン H28～R7 年度 

 

【令和７年度の主な取組み】 

教育大綱 方針Ⅰ 
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目標 11 学校教育を支える教育環境の維持・充実 
                        

             教育総務課 

 

                           

 

１．教育情報ネットワークシステム等の充実及び運用管理（環境・継） 

市教育委員会と市立小中学校２０校を結ぶ教育情報ネットワークシステムの安定的な運用管理を行い

ます。 

【事業名：教育情報化推進事業（小）(中）】 

 

２．学習者用端末等の運用管理【重点実施施策】（環境・継） 

児童生徒１人１台の学習者用端末等について、安定的な運用管理を行います。また、学習者用端末

の全台一括更新を令和７年度に行います。 

【事業名：教育情報化推進事業（小）(中）】 

 

３．施設一体型小中一貫教育推進校の施設整備【重点実施施策】（環境・充） 

美加の台地区において、学校の小規模化や社会性・コミュニケーションの育成等の課題に対応するため、

美加の台小学校と美加の台中学校を施設一体型小中一貫教育推進校として整備する取組みを進めま

す。 

【事業名：学校施設・設備整備事業（小）（中）】 

 

４．小中学校体育館における空調設備整備【重点実施施策】（環境・継） 

昨今の夏の暑さに対する熱中症対策として、児童・生徒の健康と快適な学習環境の提供に向けた取り組

みを進めていくため、小中学校の体育館において空調設備の整備を進めます。 

【事業名：学校施設・設備整備事業（小）（中）】 

 

５．次期学校のあり方の方針の策定（環境・新） 

児童生徒の減少による更なる学校の小規模化の進行が、学校の教育活動に対し様々な影響を及ぼすこ

とが懸念されるため、現在の本市教育の課題に対応した学校のあり方の方針の検討を進めます。 

【事業名：教育委員会管理事業】 

 

 

【関連する個別計画】 

計画名 計画期間 

河内長野市学校のあり方の方針 R1～R7 年度 

 

【令和７年度の主な取組み】 

教育大綱 方針Ⅰ 
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目標 12 市民のニーズに応じた学びの場や機会の提供と市民の学習活動支援体制の充実  
                                     

社会教育第１課 

 

                           

 

 

１．市民大学「くろまろ塾」などの生涯学習の推進（内容・継） 

市民大学「くろまろ塾」などの生涯学習の推進に努め、市民が学びを通じて地域社会へ貢献し、まちづくり

へ参画する生涯学習社会のために、様々な講座等を実施します。 

【事業名：市民交流センター管理運営事業】 

 

２．生涯学習情報の提供（内容・継） 

市ホ－ムページや SNS などを通じて、広く生涯学習情報の発信を図り、市民一人ひとりが希望する生涯

学習情報を得ることのできる環境を整えます。 

【事業名：市民交流センター管理運営事業】 

 

３. 市民交流センター機能、管理運営体制の検討（内容・継） 

市民交流センターは、社会教育関係機能（図書館、青少年センター）と国際交流センター機能等を中

心に、生涯学習の拠点として整理を図りながら、行政課題や歴史遺産による活用、青少年の居場所など、

多くの市民にとって親しみやすい施設となるよう活用を図っていきます。 

なお、今後も効率的・効果的な活用を図るために、引き続き施設の機能や管理運営体制の検討を行って

いきます。 

【事業名：市民交流センター管理運営事業】 

 

 

 

【関連する個別計画】 

計画名 計画期間 

河内長野市文化財保存活用計画 H30～R7 年度 

河内長野市第 2期文化振興計画 H28～R7 年度 

 

【令和７年度の主な取組み】 

教育大綱 方針Ⅱ 
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目標 13 社会教育の推進 
                                  

社会教育第１課 

 

  

 

１．公民館を中心とした社会教育の推進【重点実施施策】（内容・充） 

社会教育を基盤とした人づくり・つながりづくり・地域づくりに向けて以下のとおり取り組みます。 

① 学びへの参加のきっかけづくりの推進  

② 様々な団体や機関との連携・協働の推進 

③ 多様な人材の幅広い活躍の促進 

④ 今後の社会教育を推進するための仕組みづくり 

公民館は、今後求められる役割を踏まえ、地域における学びの拠点としての機能を果たしていきます。 

【事業名：公民館管理運営事業】 

 

２．社会教育委員会議及び公民館運営審議会による社会教育の活性化（体制・継） 

持続可能な社会のための課題や、市民の学習ニーズを踏まえ、社会教育施設や団体などと協力しながら、

社会教育事業や活動はどうあるべきかを審議し、方向性を見出していくことで社会教育を活性化します。 

【事業名：社会教育委員会議事業】 

 

３．公民館と小学校の複合化【重点実施施策】（環境・充） 

「河内長野市公共施設個別施設計画」や「河内長野市学校のあり方の方針」を踏まえ、公民館と小学

校の複合化を進めていきます。 

また、複合化により、学校と地域の連携・協働の強化による教育の質の向上が見込まれ、条件が整ってい

る加賀田公民館と加賀田小学校を複合化のモデルケースとして整備を進めます。 

さらに、次に複合化を進める公民館について、実施に向けた検討・準備を進めます。 

【事業名：公民館管理運営事業】 

 

 

 

【関連する個別計画】 

計画名 計画期間 

河内長野市文化財保存活用計画 H30～R7 年度 

河内長野市第４次地域福祉計画  R3～R7 年度 

河内長野市第 4次保健計画 R1～R8 年度 

 

【令和７年度の主な取組み】 

教育大綱 方針Ⅱ 
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目標 14 市民の読書活動の推進 
                      

社会教育第２課 

  

 

 

１．子どもたちや市民の読書活動の推進（内容・継） 

「子ども読書活動推進計画」に基づき、学校、保育所・幼稚園・認定こども園、保健センター、「あいっく」や

放課後児童会など、子どもの読書環境に関わる各機関やボランティアと連携しながら、子どもたちに読書の楽

しみを伝える環境づくりをより一層推進します。 

 また、図書館事業計画に基づき障がい者、高齢者を含めた多様な市民が読書に親しむことができるように、

図書館へ来館が困難な利用者への郵送貸出ほか利用者に対応したサービスの充実に努めます。 

 「子ども読書活動推進計画」は令和７年度に計画期間が満了することから、令和７年度中に改定しま

す。 

【事業名：読書振興事業、図書館管理運営事業】 

 

２．課題解決型図書館に対応した情報発信や資料提供、各種講座の実施【重点実施施策】（内容・充） 

市民が直面する日常の課題の解決に向け、医療・健康・福祉・英語多読などに関する時代に即した資料

（録音図書や電子書籍なども含む）の充実、こもれび広場の活用などに取り組みます。 

また、所蔵する郷土歴史資料の撮影作業を実施するとともに、デジタルアーカイブを利用して古絵図の活

用を進めるほか、多様な切り口による図書館資料の展示や講座の開催などにより、読書振興を図ります。 

ＳＤＧｓの目標で分類した市民公益活動などに関するチラシを提供し、図書館の高齢者サービスや地

域資料サービスの充実を図ります。また除籍した資料の一部は市内の公共施設等でのリサイクル本として活

用し、読書振興を図ります。 

【事業名：読書振興事業、図書館内サービス事業】 

 

３．地域や市民との連携による読書活動の推進（体制・継） 

図書館と協働して地域や学校での読書活動の推進を担う人材を支援するためにボランティア講座を開催

するほか、図書館の各種事業に関連するボランティア活動を支援します。図書館の各種事業の実施において

は、おはなし会、さわる絵本の制作、対面朗読、代読、図書の音訳や点訳、まちかどカフェなどのボランティアと

連携し、読書活動を推進します。 

【事業名：読書振興事業、図書館ボランティア活動推進事業】 

 

【関連する個別計画】 

計画名 計画期間 

河内長野市立図書館基本計画 H7 年度～ 

河内長野市第４次子ども読書活動推進計画 R3～R7 年度 

河内長野市立図書館の事業の実施等に関する基本的な運営の方針 R6 年度～ 

河内長野市第 4次地域福祉計画 R3～R7 年度 

人権施策推進プラン H28～R7 年度 

河内長野市こども計画 R7～R11 年度 

【令和７年度の主な取組み】 

教育大綱 方針Ⅱ 
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目標 15 図書館や公民館図書室の充実 
                                 

社会教育第２課 

                           

 

 

１．ＩＣＴを活用した図書館サービスの充実（環境・充） 

市民の情報収集拠点である図書館として、市民が図書館資料のほかにインターネットを利用した情報入

手ができる環境を整備します。図書館内で Wi-Fi 利用環境を提供するとともに、レファレンス（調査相談）

サービスを実施することで情報収集の支援を行います。電子書籍などの利用を推進するとともに、市立小中

学校に在籍する小学４～６年生、中学１～３年生及び教職員に電子書籍の利用者ＩＤを配付、また

市内高等学校等にも利用希望を調整のうえ利用者 ID を配付し、児童生徒の読書機会の充実を図りま

す。 

また、図書館ホームページの充実により、図書館に来館しなくても資料を探すことができる非来館型図書

館サービスの向上や、利用者カードのバーコードをスマートフォンで表示する機能の周知、利用者カードと交通

系ＩＣカードの連携による利便性の向上、ロゴフォームを利用したインターネットを通じて利用者カードの申し

込みができるサービスの周知にも取り組みます。 

【事業名：図書館内サービス事業、図書館管理運営事業】 

 

２．公民館図書室・自動車文庫の資料整備など読書環境の拡充（環境・継） 

公民館図書室や自動車文庫でのスムーズな図書及び資料情報の提供に努め、図書館遠隔地の市民の

利便性を高めます。また、学校施設と公民館の複合化に合わせ、当該公民館の図書室のシステムや蔵書に

ついて検討します。 

    【事業名：公民館ネットワーク事業、自動車文庫事業】 

 
 
【関連する個別計画】 

計画名 計画期間 

河内長野市立図書館基本計画 H7 年度～ 

河内長野市第４次子ども読書活動推進計画 R3～R7 年度 

河内長野市立図書館の事業の実施等に関する基本的な運営の方針 R6 年度～ 

河内長野市第 4次地域福祉計画 R3～R7 年度 

人権施策推進プラン H28～R7 年度 

 

 

【令和７年度の主な取組み】 

教育大綱 方針Ⅱ 
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目標 16 歴史文化遺産の保存・継承と活用 

 

社会教育第２課 

 

 

１．指定文化財の保存・継承の推進（内容・充） 

市内の指定文化財の保存・継承を推進します。文化財所有者が実施する文化財保存修理事業（金

剛寺築地塀、観心寺地蔵菩薩立像、烏帽子形八幡神社本殿防災設備等）への補助や指導等の支援

を実施するとともに施設管理・防災設備保守点検事業などについても同様の支援を行います。 

【事業名：指定文化財保存事業】 

 

２．埋蔵文化財・未指定文化財の調査の実施（内容・充） 

開発事業や個人住宅の建設等の際、敷地内の埋蔵文化財の発掘調査を行います。特に高向・上原地

区で行われる土地区画整理事業に関し、埋蔵文化財の調査を実施します。 

また、未指定の歴史文化遺産や複数の歴史文化遺産の相互関係について調査を実施し、必要に応じて

保存措置の検討を行います。無形民俗文化財については、全市域を対象として、祭礼をはじめとする伝統

行事や習俗の実施状況の調査を行います。 

【事業名：埋蔵文化財発掘調査事業、文化財保護審議会事業】 

 

３．歴史文化遺産の活用の推進【重点実施施策】（内容・充） 

① 教育分野での活用 

市内の小中学校、高等学校で行う郷土歴史学習、歴史文化遺産をテーマとする講演会・展示会を市

民対象に実施します。また、河内長野市文化財保存活用地域計画を踏まえて地域住民やボランティアと協

働で歴史文化遺産を幅広く活用することで、ふるさと意識の高揚を図ります。 

さらに、社会教育の観点から、地域に伝わる祭礼・伝統行事・習俗等をまとめた本市独自の『歳時記』の

作成を引き続き行います。『歳時記』は図書館、郷土歴史学習、放課後子ども教室や公民館講座等で活

用することで、古いしきたりや行事から引き継がれてきた先人の知恵を学ぶとともに、これからの社会に適応し

貢献できる力を培います。  

また、文化財をライトアップすることによって、乳がん検診を勧奨するなど、健康増進に向けた啓発等、他部

局と連携した取組みを進めます。 

② 観光分野での活用 

日本遺産関連イベントや万博等での展示ブースの出展や、市内外で講演会等を開催するほか、ホームペ

ージなどを活用して市内の歴史文化遺産の魅力を全国へ向けて発信します。 

③ 景観分野での活用 

地域の歴史的景観の特色に関する普及啓発事業等を実施し、住環境の魅力向上につなげます。 

④ 地域づくり分野での活用 

地域まちづくり協議会や自治会と連携し、地域住民が地域に伝わる歴史文化遺産の魅力を再発見する

ことなどを通じて地域社会の活性化と住民の主体的なまちづくりを支援します。 

【事業名：歴史遺産活用事業】 

 

 

 

【令和７年度の主な取組み】 

教育大綱 方針Ⅲ 
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【関連する個別計画】 

計画名 計画期間 

河内長野市歴史文化基本構想 H28 年度～ 

河内長野市文化財保存活用地域計画 R1～R7 年度 
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目標 17 青少年の健全な成長を支援する体制づくり 
                                     

社会教育第１課 

 

 

 

１．青少年を育む地域での活動の深化（体制・継） 

青少年指導員や青少年健全育成会、地域の子ども会等とともに、青少年を育む地域での活動を深化さ

せ、地域や学校とも連携し、体験活動をはじめとする様々な青少年育成事業を実施します。 

【事業名：青少年健全育成事業】 

 

２．青少年の健全な成長を支援する体制づくり（体制・継） 

若者が、自ら考え、自ら判断し、行動できる大人として、社会で活躍できるよう、青少年指導員と連携し、

体験活動等を通じて社会参画を促す体制づくりを目指します。 

また、ひきこもりに悩む青少年やその家族に対して、相談窓口を紹介するほか、農業や工作体験等による

社会参加のきっかけとなる居場所づくりを行います。 

【事業名：青少年社会参画推進事業、子ども若者育成支援推進事業】 

 

３．通学路等の安全確保や見守り活動の実施（体制・継） 

市内１３小学校の通学路を中心に青色回転灯付きパトロール車両を巡回させ、児童の安全確保を図り

ます。 

【事業名：子ども見守りパトロール事業】 

 
 
【関連する個別計画】 

計画名 計画期間 

河内長野市こども計画 R7～R11 年度 

河内長野市第２期文化振興計画 H28～R7 年度 

人権施策推進プラン H28～R7 年度 

 

【令和７年度の主な取組み】 

教育大綱 方針Ⅴ 
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目標 18 家庭の教育力の向上 
                              

社会教育第１課 

  

                           

 

１．家庭教育支援講座や親学習などの学習機会の提供（体制・継） 

各小中学校等の協力を得て、家庭教育支援講座の充実を図ります。 

また、保護者や小中学生を対象とした「親楽習」講座を実施し、家庭における教育の重要性について理

解が深まるよう、学習機会の提供を行います。 

【事業名：家庭教育・子育て支援事業、ＰＴＡ活動支援事業】 

 

 
【関連する個別計画】 

計画名 計画期間 

河内長野市こども計画 R7～R11 年度 

人権施策推進プラン H28～R7 年度 

 

教育大綱 方針Ⅴ 

【令和７年度の主な取組み】 
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目標 19 地域総ぐるみで子どもを守り育む環境づくり 

                              

学校教育課・社会教育第１課 

  

 

 

１．学社連携・融合事業の推進（体制・継） 

学校教育において、社会教育と連携した教育活動が推進できるよう、各種の教育課程に事業を組み入

れ、社会教育活動を展開する団体等と学校とのコーディネートを行っていきます。 

また、学校と公民館との複合化が予定されている地区において、複合化後の活動のより具体的方法につ

いて検討し、実施していきます。 

【事業名：開かれた学校推進事業、土曜学習事業、公民館管理運営事業】 

 

２．地域学校協働活動推進事業の実施（体制・継） 

幅広い地域住民の参画を得て、地域全体で子どもたちの学びや成長を支えるとともに、「学校の施設を核

とした地域づくり」を目指して、地域と学校が連携・協働して様々な活動を企画します。 

また、学校と公民館との複合化にあわせた地域学校協働活動等の体制づくりを進めます。  

【事業名：開かれた学校推進事業】 

 

３．新・放課後子ども総合プランの推進（内容・継） 

様々な体験活動を提供し、子どもたちの「生きる力」を育むため、社会教育施設や余裕教室等を利用し、

地域住民の参画も得て、安全で安心できる子ども教室を実施します。 

【事業名：放課後子ども教室事業】 

 

４．子どもの体験活動機会の充実【重点実施施策】（体制・充） 

学校の週休日などに様々な体験活動を通じて、子どもたちが技術や知識とともに、ものの考え方や生活習

慣などを学ぶ機会を提供していきます。また、関係各課と連携して、実施手法を研究・検討しながら英語での

日常体験や科学講座などの活動の充実を図っていきます。 

さらに、地域の伝統文化の継承について、地域住民と子どもが交流しながら体験する取組みを進めます。 

【事業名：土曜学習事業、放課後子ども教室事業】 

 

 

【関連する個別計画】 

計画名 計画期間 

河内長野市第４次地域福祉計画 R3～R7 年度 

河内長野市こども計画 R7～R11 年度 

 

【令和７年度の主な取組み】 

教育大綱 方針Ⅴ 



２．基本的人権の享有を保障する教育の推進（小中一貫した人権教育カリキュラムの充実）

１．子どもたちの体力向上への取組み ２．中学校　運動部活動の充実【重点】

１．安全で安心できる学校給食の推進

１．学校施設整備の推進

１．教育情報ネットワークシステム等の充実及び運用管理　　２．学習者用端末等の運用管理【重点】

２．埋蔵文化財・未指定文化財の調査の実施

学校教育課

３．一人ひとりの教育的ニーズに応じた支援の充実

6

4

学校教育課

社会教育

第１課

目標　１４ 市民の読書活動の推進

令和７年度からは、組織機構改革により市長部局（成長戦略局 成長戦略部 文化・スポーツ活性課）所管

事業となります。

２．小中一貫教育の推進及び施設一体型小中一貫教育推進校の設立【重点】

目標　１０ 安全・安心な学校施設の維持・充実

目標　１１ 学校教育を支える教育環境の維持・充実 11

５．次期学校のあり方の方針の策定

社会教育

第２課

10

３．施設一体型小中一貫教育推進校の施設整備【重点】  　４．小中学校体育館における空調整備【重点】

13
２．社会教育委員会議及び公民館運営審議会による社会教育の活性化　 ３．公民館と小学校の複合化【重点】

社会教育

第１課

教育総務課

市民のニーズに応じた学びの場や機会の提供と市民

の学習活動支援体制の充実

目標　１３ 社会教育の推進

14

１．子どもたちや市民の読書活動の推進

３．地域や市民との連携による読書活動の推進

17

15目標　１５ 図書館や公民館図書室の充実

歴史文化遺産の保存・継承と活用

１．青少年を育む地域での活動の深化　　　２．青少年の健全な成長を支援する体制づくり

16
目標　１６

１．公民館を中心とした社会教育の推進【重点】　　

12
１．市民大学「くろまろ塾」などの生涯学習の推進　　　　２．生涯学習情報の提供

３．市民交流センター、管理運営体制の検討

２．課題解決型図書館に対応した情報発信や資料提供、各種講座の実施【重点】

１．ＩＣＴを活用した図書館サービスの充実

２．公民館図書室・自動車文庫の資料整備など読書環境の拡充

目標　１２

３．歴史文化遺産の活用の推進【重点】

河内長野市教育大綱
対象期間：令和３年度～令和７年度

9

２．インターネット環境を活用した遠隔授業の推進

１．１人１台の端末を活用した授業改善の推進や情報活用能力の育成
7

３．公民館施設と学校の複合化による教育内容の充実

１．道徳科を要とした学校・家庭・地域と一体となった道徳教育の充実

健やかな体づくりの充実

食に関する指導の充実

目標　７ ICT環境等を活用した教育の充実

目標　８

家庭・地域との協働による学校づくりの推進

8

目標　９

目標　５

伝統・文化や英語教育等の特色ある教育の推進

２．学校給食の基本方針に基づいた給食提供の構築【重点】

３．読書活動の推進

教育の目標
対象期間：令和３年度～令和７年度

１．学習指導要領の確実な実施　　　２．学力向上の取組みの充実と教員の指導力向上 
1

目標　２

河内長野市教育推進プラン

１．幼児教育から義務教育修了までの校種間の円滑な接続のための取組みの充実

2

目標　４ 支援教育の充実

5

目標　６ １．郷土の歴史や文化・伝統に関するふるさと学の推進　　２．英語教育の充実

目標　３ 3

学校教育課

社会教育

第２課

学校教育課一貫性のある指導体制の構築

３．安全で安心な学びの場づくり

１．「ともに学び　ともに育つ」教育の推進　　　２．一貫した支援のための就学相談、支援の充実

令和７年度に実施する教育施策

目標
令和７年度の目標ごとの主な取組み

※【重点】…今年度の重点実施施策
担当課

確かな学力の定着

豊かでたくましい人間性を育む教育の充実

３．学校が安心できる居場所となる集団づくり【重点】

目標　１

１．学校運営協議会の充実　　２．教育コミュニティづくりの推進

社会教育

第２課

１．指定文化財の保存・継承の推進

３．新・放課後子ども総合プランの推進　　　４．子どもの体験活動機会の充実【重点】
目標　１９

１．学社連携・融合事業の推進　　　２．地域学校協働活動推進事業の実施

３．通学路等の安全確保や見守り活動の実施

19

１．家庭教育支援講座や親学習などの学習機会の提供

目標　１７

地域総ぐるみで子どもを守り育む環境づくり

18

青少年の健全な成長を支援する体制づくり

家庭の教育力の向上目標　１８

令和７年度からは、組織機構改革により市長部局（成長戦略局 成長戦略部 文化・スポーツ活性課）所管

事業となります。

基本理念 

  

  

ふるさとのつながりに   

   よる豊かな学び 

 ～輝く人づくりのために～ 

  

  

【方針Ⅲ】  

「ふるさと河内長野」に誇りと愛着を

持ち、大切に思う感情を醸成する

ため、歴史文化遺産の保護と伝承

に取り組みます 

【方針Ⅳ】  

子どもから高齢者まで生涯にわたり、

健康づくりや生きがいづくりにつなげ

ることができる、スポーツ環境の向上

を図ります 

６つの方針 

【方針Ⅱ】  

地域や家庭での学習の機会や場を

充実させ、あらゆる世代の学びを進

め、学びの成果を活かしていく生涯

学習の推進に取り組みます 

【方針Ⅵ】  

市民一人ひとりが、外国人や外国

につながりのある人々の多様な文化

や価値観を理解しあい、誰とでも支

えあってともに生きていくための学び

を推進します 

【方針Ⅴ】  

家庭・地域の教育力を高め、地域

総ぐるみで子どもたちを守り育む地

域社会づくりに取り組みます 

【方針Ⅰ】  

生涯にわたる学習の基礎となる知・

徳・体の調和がとれた「生きる力」を

育み、学んだことを活用できる能力

の育成を図るとともに、人権尊重の

精神を涵養し、ともに学びともに育

つ教育の充実を図ります。また、安

全で安心して学ぶことができる、質

の高い教育体制や教育環境の維

持・充実に取り組みます 



別冊２ 
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全管理 

（６）安全教育の推進及び安全確保の取組みの 
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学習指導要領をふまえ、基礎的・基本的な知識・技能の確実な習得と思考力・判断力・表現力

等の育成を図るとともに、予測できない変化に主体的に向き合い、自らの可能性を発揮しようと

する態度を養うことが重要である。 

 

 

 

 

【取組み項目】 

 

 

・ 学習指導要領に示されている「知識及び技

能の習得」、「思考力、判断力、表現力等の育

成」、「学びに向かう力、人間性等の涵養」が

偏りなく実現されるよう、単元や題材など内

容や時間のまとまりを見通しながら、児童・

生徒の主体的・対話的で深い学びの実現に向

けた授業改善を行うこと。 

・ 個別最適な学びと協働的な学びの一体的な

充実を図ること。その際、児童・生徒が自己

調整しながら学習を進めていくことや多様

な他者と協働することなどを発達段階に配

慮しながら指導を行うこと。 

 

 

・ 学習指導要領及び学校教育法施行規則に定

める標準授業時数をふまえて教育課程を編

成すること。その際、児童・生徒の負担をふ

まえるとともに、学校における働き方改革に

配慮すること。なお、災害や流行性疾患によ

る学級閉鎖等の不測の事態に備えることの

みを過剰に意識して標準授業時数を大幅に

上回って教育課程を編成する必要はないこ

とに留意すること。 

・ 地域の実情や学校の実態等をふまえた具体

的な教育目標を設定するとともに、その実現

に向けて教科等横断的な視点をもちつつ、学

年相互の関連を図りながら、教育内容等を組

織的に組み立てること。また、「社会に開か

れた教育課程」の観点から、教育課程の基本

的な方針について、地域や家庭とも共有を図

ること。 

・ 学校評価やアンケート等を活用し、学校の

教育目標や教育課程等が児童・生徒、地域、       

学校の実態に応じたものになっているかを

把握し、課題となる事項に対し、改善方針を

立案し、実施していくこと。 

 

 

・ 学校行事については、これまで実施してき

た経緯や目的を踏まえ、教育的価値が損なわ

れることのないよう、十分に留意しながら、

真に必要な学校行事となるよう、実施や内容

等について見直しを行うこと。 

・ 学習評価を行うにあたっては、学習指導要

領の趣旨を適切に反映し、児童・生徒にどの

ような力が身についたかを的確にとらえる

とともに、指導の改善につなげるため、指導

と評価の一体化を充実すること。また、評価

方法については、挙手の回数や毎時間ノート

を取っていることで、主体的に学習に取り組

む態度を判断するような誤った評価等、必要

性・妥当性が認められないものは見直すこと。 

・ 学習評価の妥当性・信頼性を高めるために、

府作成の資料等を活用し、組織的な検証改善

の取組みを確実に進めること。 

 

 

・ 総合的な学習の時間については、探究的な

学習を重視するとともに、教科等横断的な視

点で学校の教育目標と関連付けた計画を作

学習指導要領の確実な実施  １ 

・ 主体的・対話的で深い学びの実現に向けた授業改善を行うこと。 
・ 児童・生徒や学校、地域の実態を適切に把握し、教育の内容等を教科等横断的な視点で組み

立てるとともに、教育課程の実施状況を評価し、その改善を図りながら、組織的かつ計画的に
各学校の教育活動の質の向上を図るカリキュラム・マネジメントの充実を図ること。 

（２）カリキュラム・マネジメントの充実 

（３）指導と評価の一体化の充実 

（１）主体的・対話的で深い学びの実現 

（４）総合的な学習の時間 
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成し、確実に実施すること。また、中学校区

で実施する研究授業の取組みを通じて、9 年

間の系統性のあるカリキュラムの研究を進

めること。 

・ 指導に当たっては、社会と自分との関連を

意識させるため、身近な地域社会の課題を取

り扱うことや、地域の教育資源の活用により

多様な学習活動の充実を図るなど、学習内容

と社会との関連に留意すること。 

・ 探究的な学習の過程においては、言語活動

を重視し、他者と協働して課題を解決しよう

とする学習活動や、まとめたり表現したりす

る学習活動の充実を図ること。その際，例え

ば，比較する，分類する，関連付けるなどの

考えるための技法が活用されるようにする

こと。 

 （重点 14 に関連する記載あり） 

 

 

・ 入学式・卒業式においては、学習指導要領

に基づき、国旗掲揚、国歌斉唱が適切に実施

されるよう指導の徹底を図ること。なお、教

員は教育公務員として府民の信頼に応える

責務を自覚し、国歌斉唱に当たっては起立し

斉唱すること。 

・ 国歌「君が代」の指導については、小学校

学習指導要領において、「いずれの学年にお

いても歌えるよう指導すること」と定められ

ていることをふまえ、児童の発達段階に則し

た指導計画を作成し、適切に取り扱うこと。 

 

 

・ 社会科を学習する際、自然災害からの復興、

少子高齢化の問題、環境問題、日本人拉致問

題、領土問題など、国内外に残されている諸

課題等にも触れ、現代の課題を考え続ける姿

勢をもてるようにすること。日本人拉致問題

の学習の際には、アニメ「めぐみ」等を活用

すること。 

・ 各教科等において補助教材を使用する際に

は、教育基本法、学校教育法、学習指導要領

等の趣旨に従ったうえで、児童・生徒の心身

の発達の段階に即し、特定の見方や考え方に

偏った取り扱いとならないこと。 

・ ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）について

知るとともに、児童・生徒の発達段階に応じ

た内容を各教科等で取り扱うこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）国旗・国歌の指導 

（６）現代社会の諸課題 
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各学校においては、ＩＣＴを効果的に活用しながら授業改善を行うとともに、客観的なデータ

に基づき、一人ひとりの学力を伸ばすことや、学校全体の取組みの検証・改善を行うことが重要

である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【取組み項目】 

 

 

 

・ 確かな学力を育むために、学校の組織的な

取組みを一層進めること。その際、テスト等

も有効に用いて子どもたちの学習状況を把

握し、取組みの検証・改善を行うこと。 

・ 子ども一人ひとりの学習内容の定着に向け、

つけたい力を明確にした授業を行うこと。ま

た、日々の授業での子どもたちの発言や行動、

ふりかえり等から、目標の達成状況を把握し、

日常的に自らの授業を振り返り、改善するこ

と。 

・ 府指定「確かな学びをはぐくむ学校づくり

推進校(ＴＭ校)」、「言語能力をはぐくむモデ

ル校」「情報活用能力をはぐくむモデル校」、

「授業改善の推進校（ＪＳ校）」等の実施校

においては、児童生徒の課題に正対した取組

みを充実させ、その成果を市域全体に発信す

ること。他校は、その取組みの成果を活用し、

自校の実践を充実させること。 

 

 

・ 各教科の授業では、単元指導計画等をもと

に、「個別最適な学び」と「協働的な学び」

を一体的に充実し、「主体的・対話的で深い

学び」の実現に向けた授業改善を行うこと。 

その際、子どもたちの実態を把握するととも

に、その実態や目的に応じた教材・教具や授

業展開等を工夫するよう留意すること。 

・ また、「主体的・対話的で深い学び」の実

現にあたっては、学習者が自分自身の学習活

動に能動的に関わり、自らの学習を調整する

主体的な学びを促す授業づくりの研究にも

取り組むこと。 

・ 思考力・判断力・表現力の育成に当たって

は、児童・生徒が各教科等の学習内容を、日

常生活や社会と関連づけながら、論理的に考

え、表現することができるよう、指導の充実

を図ること。その際、例えば，比較する，分

類する，関連付けるなどの考えるための技法

が活用されるよう、思考ツール（シンキング

ツール）を適切に使用した授業に取り組むこ

と。ただし、ツールの活用自体が目的化しな

いよう、学習の過程において、どのような意

図で、どのように使用するかを計画的に考え

た上で、進めるよう留意すること。 

・ 児童・生徒の実態に応じた習熟度別指導及

び、小学校における専科指導等に取り組むに

当たっては、児童・生徒の学習達成度を把握

学習指導要領の確実な実施  １   学力向上の取組みの充実  ２ 

・ すべての教科等で、学習の基盤となる言語能力及び情報活用能力を学校全体で育成すること。 
・ 必要な情報を読み取り、論理的に自分の考えを構築し、表現する等の活動を各教科等で計画

的に行い、思考力・判断力・表現力を育成すること。 
・ １人１台学習者用端末・ＩＣＴを日常的かつ効果的に活用し、「個別最適な学び」と「協働

的な学び」の実現を図ること。 
・ 児童・生徒の学習の状況を詳細に把握、分析し、課題に正対した取組みを組織的かつ計画的

に進めるとともに、児童・生徒一人ひとりが、自らの学習到達状況を正しく理解し学習意欲を
高めるため、「全国学力・学習状況調査」「小学生すくすくウォッチ」「中学生チャレンジテス
ト」等を活用すること。 

・ 情報活用能力の育成にあたっては、「大阪府情報活用能力ステップシート」等を参考に、小中

学校９年間を見据えた体系的な指導に努めること。 
 

（１）一人ひとりの学力を伸ばすための 

検証・改善 

（２）日常的な授業改善 
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し、効果検証に努めるとともに、その結果を

生かし、より効果的な指導方法の工夫改善を

図ること。 

 

 

・ 言語能力の育成に当たっては、基礎的・基

本的な言葉等の知識・理解を深めるとともに、

文章や表、グラフ等を読み取り、論理的に自

分の考えを書くなどの言語活動を行うこと。 

・ 国語科では、系統的に言語能力の育成を図

ること。また、各教科等においても、それぞ

れの目標を達成させるとともに、言語活動を

充実させ、言語能力の育成に努めること。 

・ 言語能力の育成にあたっては府指定事業の

実践事例を参考にすること。 

・ 言語活動の一環として、児童・生徒どうし

がお薦めの本を紹介し合う活動（ブックトー

クや Best Book Battle【Ｂ１】等）を実施

し、読むことにとどまらず、表現力やプレゼ

ンテーション能力の向上を図ること。 

 

 

・ 情報活用能力の育成に当たっては、「大阪

府情報活用能力ステップシート」等を参考に、

小中学校９年間を見据えた体系的な指導の 

実施に努めること。 

・ 児童・生徒が学び方を身につけることがで

きるよう、目的に応じて情報手段を適切に活

用するなどして、必要な情報を収集・判断・

処理し、その結果を評価・改善する力をつけ

るための授業を展開すること。 

・ 本や各メディアの情報の特性を理解し、学

校図書館で自ら必要な情報を探し出す等す

るなかで、課題解決を図るために必要な力を

育成すること。 

・ １人１台端末とクラウドを効果的に活用し

ながら学びを深める際に必要となる ICT の

基本的な操作を身につけられるよう、計画的

な育成を図ること。 

・ 生成 AI 等の普及も見据え、社会に広がっ

ている情報・ニュース等が事実に基づいてい

るかどうか正誤を判断して、正しい情報を調

べることや、情報を安全に活用するために必

要な情報モラル等の育成に努めること。 

・ 小学校におけるプログラミング教育では、

体験を通して「プログラミング的思考」を育

み、１人１台学習者用端末等を必要に応じて

活用しながら問題を解決しようとする態度

を育むこと。その際、プログラミング教材を

有効に活用すること。 

 

 

・ ＩＣＴの活用に当たっては、各校作成の 1

人 1 台学習者用端末活用推進計画書を基に、

１人１台学習者用端末が鉛筆やノート等の

文房具と同様に教育現場において不可欠な

ものと捉え、すべての教員が日常的、効果的

に授業で活用すること。その際、ICT 機器の

使用による健康との関わりについて留意す

ること。 

・ 児童・生徒一人ひとりが個別最適な学びを

実現できるよう、１人１台学習者用端末を効

果的に活用すること。その際、児童・生徒が

自身の成長やつまずきなど、自らの学習の状

況を把握し、主体的に学習を調整することが

できるよう支援すること。 

・ 協働的な学びの充実に向けて、１人１台学

習者用端末を効果的に活用すること。その際、

クラウドなどを効果的に活用し、多様な他者

の考えにふれ、自身の学びを深める活動や他

者とともに問題の発見や解決に挑む活動な

どを行い、児童・生徒が多様な他者と協働す

ることの重要性などを実感することができ

るよう工夫すること。 

・ デジタル教科書や本市が導入する「ｅラー

ニング」「スタディサプリ」「ＢＡＳＥ ＩＮ 

ＯＳＡＫＡ」等のデジタルコンテンツを積極

的に活用し、学習内容の定着や補充的・発展

的な学習を行うとともに、児童生徒の理解度

や学習状況を把握し、一人ひとりに適した学

びや指導に努めること。 

・ 家庭学習の充実に向けて、日常的に１人１

台学習者用端末や前述のデジタルコンテン

ツを積極的に活用すること。 

（５）ＩＣＴ活用による学びの充実 

（３）言語能力の育成 

（４）情報活用能力の育成 
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・ 地理的に離れた学校間において、児童生徒

が多様な意見や考えに触れたり、協働して学

習に取り組んだりすることを通じて、児童生

徒の思考力・判断力・表現力を高め、深い学

びを実現するため、遠隔合同授業を計画的に

実施すること。 

・ ＩＣＴ活用による学びの充実に際しては、

「スマートスクール実現モデル校」や本市教

職員ポータルサイトの実践事例を参考にす

ること。 

・ 生成 AI に関して、「初等中等教育段階にお

ける生成 AI の利用に関する暫定的なガイ

ドライン（Ver．２．０）」をふまえ、教職員

の情報リテラシー向上に努めること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

《参考資料》 

「カリキュラム・マネジメントの手引き」（令和３年３月）大阪府 

「感染症や災害等の非常時にやむを得ず学校に登校できない児童生徒の学習指導について」（令和３

年２月）文部科学省 

「『令和の日本型教育』の構築を目指して」（令和３年１月）文部科学省 

「学習指導要領（平成 29 年告示）のポイント【評価編】」（令和２年８月）（中学校については解説

動画あり）：新学習指導要領に対応した学習評価オンライン講座 大阪府 

「『指導と評価の一体化』のための学習評価に関する参考資料」（令和２年３月）文部科学省 

「学習評価の在り方ハンドブック」（令和元年６月）文部科学省 

「小学校、中学校、高等学校及び特別支援学校等における児童生徒の学習評価及び指導要録の改善

等について」（平成 31 年３月）文部科学省 

「新学習指導要領のポイント」（平成 31 年２月）大阪府 

「小学校・中学校学習指導要領」及び「同解説（総則編・各教科等編）」（平成 29 年３月・７月） 

文部科学省 

「大阪府情報活用能力ステップシート」（令和６年３月）大阪府 

「初等中等教育段階における生成 AI の利用に関する暫定的なガイドライン（Ver．２．０）」 

（令和７年１月）大阪府 
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各教科や教科横断的な学習等において、学校図書館の機能を計画的かつ体系的に利活用し、児

童・生徒の言語能力や情報活用能力及び、生涯にわたり主体的に学習する態度を育成すること。

また、日常的に読書活動を進め、子どもたちの読書への興味・関心を高めること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【取組み項目】 

 

・ 各教科等での学習活動に学校図書館の活

用を計画的に位置付け、言語能力・情報活用

能力等の育成を図ること。 

・教員や児童生徒への図書館資料の提供を行

ったり、調べ学習の際にアドバイスを行った

りするなど、担任と言語力向上司書職員との

連携により、学習の理解を深める取組みを進

めること。 

・ 問題発見・解決能力等の育成のため、授業

中はもとより、授業以外の場面でも、主体的

に児童・生徒が学校図書館を活用し、調べ読

みや探究的な学習に取り組むことができる

よう支援すること。 

・ その際には、府指定事業の実践事例を参考

にすること。 

 

・ 児童・生徒が読書の楽しさを実感し、読書

習慣と豊かな語彙力を身に付けられるよう

興味・関心を高める工夫を行うこと。その

際、文学作品に加え、自然科学・社会科学

関係の書籍や新聞、図鑑等の資料など、目

的に応じて子どもが選択し、主体的に読書

活動を行えるような工夫をすること。 

・ 読書タイムや国語科における並行読書、ブ

ックトークや Best Book Battle（Ｂ１）等

を計画的に設定し、読書活動の充実を図るこ

と。その際、府のオーサービジット事業等も

積極的に活用すること。 

 

・ 学校図書館の機能としての児童生徒の「読

書センター」として、児童・生徒が本を読み

たくなるような読書環境を計画的に整備す

ること。また、配架の仕方や読書スペースの

工夫などを行うなど、子どもたちが本を身近

に感じ、興味を持つことができるような環境

整備を行うこと。加えて、学校図書館以外に

も、教室や廊下等に本を配置するなど、子ど

もたちが本に触れる機会を増やすこと。 

・ 学校図書館の機能としての児童生徒の「学

習・情報センター」として、年間指導計画に

基づき、各教科等の学習において活用しやす

い環境を整えるために、授業で役立つ資料を

準備したり、児童・生徒の作品を展示したり

すること。 

・ 子どもが読書への興味・関心を高め、自ら読書を行い、豊かな語彙を獲得できるよう、すべ
ての学校で読書活動を推進すること。 

・ 各教科等における学習や教科横断的・探究的な学習が充実するよう学校図書館の活用計画を
策定し、年間を通じて学校図書館を活用すること。 

・ 各学年の学習計画や児童生徒の興味・関心等に応じて、自発的・主体的に読書や学習を行う
ことができるよう、学校全体で学校図書館の環境整備を行うこと。 

・ Best Book Battle（Ｂ１）等を活用し、子どもが本に興味・関心を持つよう、読書活動の普
及啓発・推進を図ること。 

・ 「河内長野市第４次子ども読書活動推進計画」の趣旨をふまえ、発達段階に応じて、すべて
の子どもが読書への興味・関心を高め、必要な知識を得るとともに、自ら楽しみながら読書活
動を行うことができる環境の整備を図ること。 

・ 学校図書館を活用した学習を進める際には、「大阪府情報活用能力ステップシート」等を参

考に、小中学校９年間を見据えた体系的な指導に努めること。 

確かな学力をはぐくみ感性を豊かにする読書活動の充実  ３ 

（２）読書への興味・関心を高める工夫 

（１）学校図書館を活用した学習 

（３）学校図書館活用のための環境整備 
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・ 取り組みの充実に当たっては、公立図書館

と連携を図り、団体貸し出し等のサービスも

積極的に活用すること。 

・ 学習者用端末が導入されたことをふまえ、

市立図書館の電子書籍の貸し出しも有効に

活用すること。 

・ 「学校図書館法」及び文部科学省通知「学

校図書館司書教諭の発令について」に基づき、

司書教諭の配置及び発令を行うこと。司書教

諭（学校司書）を中心に、すべての教職員に

よる学校図書館の運営体制を確立すること。 

 

 

・ 子どもが読書への興味・関心を高め、自ら

読書活動を行うことができるよう、すべて

の学校で公立図書館やボランティアとの連

携を促進し、学校での読書環境づくりを進

めること。その際、府立中央図書館ホーム

ページの「学校支援のページ」を活用する

こと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）読書活動の充実に向けての連携 
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児童・生徒が言語や文化に対する理解を深めながら、主体的にコミュニケーションをとろうと

する意欲や態度を育み、英語を使って自分の考えを伝え合うことができるよう、４技能５領域を

バランスよく育成する英語教育を推進することが重要である。 

 

 

 

 

 

 

 

【取組み項目】 

 

 

・ 外国語（英語）の基本的な表現、音声・

文字、異なる国や文化に慣れ親しみ、主体

的にコミュニケーションを図ろうとする態

度の育成に努めること。 

・ ＮＥＴやＡＬＴ等の専門性を有する人材

と児童・生徒とが交流して、伝え合う体験

や、異なる国の文化を知る体験を充実させ

るよう努めること。 

・ ＮＥＴの活用、中学校英語教員による小

学校への乗り入れ授業、授業研究の充実を

通して、さらなる指導の充実を図るととも

に、中学校への接続に留意すること。 

・ 小学校３年生対象の「World 学習」を通

して、異なる文化や生活・習慣を知り、外

国の言語や文化に興味を抱くとともに、多

種多様な人と様々な言語を通して自分自身

を表現する態度を養うこと。 

 

 

・ 言語活動を行う際には、小学校において

は「身近で簡単な事柄」を、中学校おいて

は「日常的な話題や社会的な話題」を取り

上げるなど、コミュニケーションを行う目

的や場面、状況の設定について工夫するこ

と。 

・ 小学校においては、英語を使って伝え合

う体験や活動を通して、自分の思いを伝え

たり、相手に対する理解を深めたりして、

満足感や達成感を味わうことができるよう

にすること。また、「音声で十分に慣れ親し

んだ簡単な語句や基本的な表現」を推測し

ながら読んだり、語順を意識しながら書い

たりして、自分の考えや気持ちなどを伝え

合うことができる基礎的な力を養うこと。 

・ 中学校においては、英語を使って情報や

自分の考えなどを話したり書いたりして伝

え合う活動の充実を図るとともに、即興で

やり取りする活動を重視すること。 

・ 言語活動を行う際には、ネイティブスピ

ーカーの音声を聞いたり、やり取りしたり

する機会を増やすために、「STEPS in OSAKA」

や「BASE in OSAKA」等のデジタルコンテン

ツも活用すること。 

 

 

 

・ 教員が授業における学習到達目標を設定

したり、児童・生徒が自身の英語でできる

ようになったことをふりかえったりする際

に、CAN-DO リストを効果的に活用すること。 

・ 年間の指導計画を見通して、適切な場面

でパフォーマンステストを実施し、指導に

生かす評価を行うこと。その際、英語でコ

ミュニケーションを行う目的や場面・状況

グローバル社会における英語力の育成  ４ 

・ 授業において「コミュニケーションを行う目的や場面、状況」の設定を工夫し、英語で表現
し伝え合う力を育成するための学習を充実させることにより、児童・生徒が実際のコミュニケ
ーションにおいて活用できる英語力を身に付けられるようにすること。 

・ 話や文章等の内容を正確に捉え、概要や要点を把握し、自分の考えを書いたり、伝えたりす
る活動の充実を図ること。 

・ デジタル教科書や「BASE IN OSAKA」等のデジタルコンテンツ等、１人１台学習者用端末を
効果的に活用し、「個別最適な学び」と「協働的な学び」を一体的に充実させること。 

（３）児童・生徒の英語力の適切な把握と 

指導 

（１）言語や文化に対する理解 

（２）授業における言語活動の工夫 
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の設定を工夫して、言語活動を通して身に

付けたコミュニケーション能力の的確な

把握に努めること。 

・ 評価を行う際にはインタビュー（面接）、

スピーチ、簡単な語句や文を書くこと、活

動の観察、ペーパーテスト等、多様な評価

方法から、的確に評価できる方法を選択す

ること。 

・ デジタル教科書や１人１台学習者用端末

を効果的に活用し、「個別最適な学び」と「協

働的な学び」を一体的に充実させること。

その際、学習ツールとして、府作成の「STEPS 

in OSAKA」や「BASE in OSAKA」も、授業や

家庭学習等に活用すること。 

・ 中学校３年生には公費による英検受験を

推奨し、中学校卒業時に英検３級程度の英

語力を身に付くよう取組むこと。 

 

 

・ 児童・生徒が学んだことを活用し、英語

を学習することの意義を実感できる機会の

創出に努めること。特に、小学校６年生、

中学校３年生で実施する「自分の思いを英

語で表現する活動」は、教科書の単元を用

い、小・中学校で身に付けた英語力を発揮

し、本市の課題である書く力や、表現力の

向上を図ることができるように計画的に進

めること。 

 

 

・ 中学校区で学習到達目標に基づいた一貫

性のある指導や評価を行うとともに、学校

間の交流や研修等を通して、小学校と中学

校の英語教育の円滑な接続に留意すること。 

・ 英語コーディネーターや各校英語担当者

等を中心に、研修や授業研究の成果の共有

を通してさらなる指導の充実を図ること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）身に付けた英語力を発揮する機会の 

創出 

（５）組織的な英語教育の推進 

《参考資料》 

「新・大阪版 CAN-DO リスト」（令和５年３月）大阪府 

「STEPS in OSAKA」（令和５年３月）大阪府 

「英語教育・日本人の対外発信力の改善に向けて（アクションプラン）」（令和４年８月） 

文部科学省 

「学習者用デジタル教科書実践事例集」（令和４年３月）（解説動画あり）文部科学省 

「外国語の指導における ICT の活用について」（令和２年９月）（解説動画あり）文部科学省 

「中学校外国語教材『Bridge』」（令和２年１月）文部科学省 

「スピーキング力向上ツール」（令和元年 12 月、平成 31 年１月）大阪府 

「小学校のカリキュラム・マネジメントを円滑に進めるための手引き」（平成 31 年２月） 

大阪府 

「中学校英語定着確認プリント」（平成 31 年１月、平成 30 年 10 月）大阪府 

「英語によるコミュニケーション力の土台となる力を育む」（平成 30 年２月）大阪府 

「We Can!」「Let’s Try!」（平成 30 年２月）文部科学省 

「小学校・中学校学習指導要領」及び「同解説（総則編・各教科等編）」（平成 29 年３月・７月）

文部科学省 

「大阪府公立小学校英語学習６カ年プログラム・DREAM」（平成 27 年 12 月）大阪府 

「英語を使うなにわっ子」育成プログラム（平成 25 年８月）大阪府 



第１章 確かな学力の定着と学びの深化 

14 

 

 

 

一人ひとりの子どもの多様な状況や背景等教育的ニーズを的確に把握して、その子の自立に向

けた効果的な指導・支援の充実を図ることが必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【取組み項目】 

 

 

・ 通級による指導をより一層充実させるとと

もに、その学びを通常の学級で十分に発揮す

ることができるよう、通級指導担当教員と担

任の連携はもとより、校内における支援体制

の充実に努めること。 

・ 通級による指導を行い、特別の教育課程を

編成する場合には、個別の教育支援計画や個

別の指導計画に基づいて、自立活動の内容を

参考とし、具体的な目標や内容を定め通級の

指導計画を立てて、指導を行うこと。 

・ 実態把握に基づき、自立活動の指導におい

て、達成をめざす目標を設定すること。この

場合には、他の領域・教科では取組みが難し

く、かつ自立活動の目標に沿ったものを取り

上げることに留意すること。 

・ 個別の指導だけでなく、小集団の指導を

組み合わせた指導を行うこと。 

・ 通級で身に付けたことを在籍学級や家庭で

の学習、生活に生かすことができるよう指導

内容の工夫に努めること。 

・ 1 年程度の長期的な観点に立った目標及び

１学期程度の短期的な観点に立った目標を

設定すること。また、この目標設定には、将

来の可能性を広い視野から見通した検討も

必要となることに留意すること。 

・ 市通級担当者会による研修や情報交換を通

して、担当者の専門性の向上を図るとともに、

担当者会で得られた情報を校内の教職員に

共有する等、校内での支援の充実に努めるこ

と。また、通級指導教室担当者と支援コーデ

ィネーターや学級担任等との連携、校内の研

修や会議開催等、担当者任せにならない校内

体制の構築を図ること。 

 

 

 

・ 通級による指導をより一層充実させるとと

もに、その学びを通常の学級で十分に発揮す

ることができるよう、通級指導担当教員と担

任の連携はもとより、校内における支援体制

の充実に努めること。 

・ 通常の学級には発達障がい等支援を必要と

する児童・生徒が在籍していることを前提に、

すべての教科等において、児童・生徒一人ひ

とりの学習上の困難さに応じた指導内容や

指導方法の工夫を行い、意図や手立てを明確

にした指導・支援の充実を図ること。その際、

支援教育コーディネーターや巡回相談等を

効果的に活用すること。 

 

 

  一人ひとりの教育的ニーズに対応した指導・支援の充実 
 5 

・ 通級による指導を一層充実させるとともに、その学びを通常の学級で十分に発揮できるよう、
校内の支援体制の充実を図ること。 

・ すべての外国籍の児童・生徒の就学機会が適切に確保されるよう努めるとともに、日本語指
導が必要なすべての児童・生徒に対して適切な指導・支援をするために、学校体制を構築する
よう努めること。また、日本語指導の内容の充実を図ること。その際、必要に応じて府の「オ
ンライン日本語指導」を活用すること。 

・ 全教職員が、障がいのある児童・生徒一人ひとりの教育的ニーズに応じた適切な指導・支援
について共通理解を図るとともに、支援教育に対する専門性を高め、学校全体の取組みを充実
していくこと。 

・発達段階に応じた教育の連続性を意識し、各校種がそれぞれの役割を果たすとともに、スムー
ズな接続を図ること。 

（３）日本語指導が必要な子どもへのきめ細

やかな支援体制の整備 

（１）通級による指導の充実 

（２）通常の学級に在籍する児童・生徒への

支援の充実 
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・ 当該児童・生徒がどの学校に在籍しても等

しく日本語指導が受けられるよう、日本語指

導加配教員を中心として、市日本語ボランテ

ィアを活用した指導体制を充実させること。 

・ 当該児童・生徒の入国歴や家庭での使用言

語などの生活背景を把握するとともに、DLA

等により測定した日本語能力に応じて個別

の指導計画を作成し、「特別の教育課程」を

実施すること。 

・ 学校全体で国際理解・多文化共生の取組み

を進めること。その際、「OSAKA 多文化共生

フォーラム」や「オンライン国際クラブ」な

ど、府の取組みを活用すること。 

・ 日本語指導加配教員が研修で得た知識や指

導方法等を共有し、学校全体の指導の充実に

努めること。 

・ 当該児童・生徒及び保護者に対して、学習

や進路等に関する適切な情報提供に努める

こと。その際、府教育庁 Web ページ「帰国・

渡日児童生徒学校生活サポート」の「学校生

活サポート」や「多言語版家庭学習教材」「進

路選択のために」等を活用すること。 

・ 高等学校等への進学に関して、入学者選抜

制度や受験上の配慮事項、申請手続き等、丁

寧な説明をすること。その際、南河内地区の

「多言語進路ガイダンス」を周知するととも

に、参加を働きかけること。 

・ 当該児童・生徒の高等学校等中途退学率が

全体より高いことをふまえ、よりいっそうキ

ャリア教育を充実させるとともに、高等学校

等や関係機関と連携し、追指導に努めること。 

 

 

・ 小・中学校９年間を見通した指導の一貫性

や系統性をもたせ、円滑な接続を図るため、

小中一貫教育に取り組むこと。 

・ 小学校における教科担任制のあり方等、小

中一貫教育の推進を図るとともに、施設一体

型小中一貫教育推進校においては相互理解

を深め、義務教育９年間の系統性を確保した

教育活動を実施すること。 

・ 各中学校区においてめざす子ども像を共有

し、系統的な学習・学校生活について共通理

解を図るとともに、安心できる集団づくりや

わかる授業づくりに取り組むために、人権教

育・学力向上・総合的な学習について研究授

業を実施し、小中一貫教育のより一層の推進

を図ること。また、学習指導要領に則った、

本市における「つながりアップ・カリキュラ

ム」の活用を図ること。 

・ 互いの違いを認め合える集団作りや、家庭

や地域、関係機関等と連携したボランティア

活動や職場体験学習等を充実するなど、児

童・生徒の発達段階に応じたキャリア教育を

系統的に行うこと。その際、学びのプロセス

を振り返って蓄積することができる教材（キ

ャリア・パスポート）等を作成し、活用する

こと。 

・ 多様な進路選択に対応するために、体験入

学や保幼こ小・小中・中高の連絡会等におい

て、積極的に連携および協働を図ること。ま

た、児童・生徒一人ひとりの様々な配慮事項

を小中間で確実に引き継ぎ、小中が一体とな

って９年間の児童・生徒の成長を支援するこ

と。 

・ 河内長野市保幼こ小連絡会における連携を

推進すること。また、「幼児期の終わりまで

に育ってほしい１０の姿」や小学校の教育課

程等を共有するなど連携し、小学校教育との

円滑な接続を図るよう努めること。 

・ 幼児期において遊びを通して得た体験や知

識を小学校の学習の内容と関連づけ子ども

たちが興味を持って学習に取り組めるよう

に努めること。 

・ 幼児期に育まれた資質能力を小学校の学習

につなげることができるよう幼児教育アド

バイザー等幼児教育を担当する教員と小学

校の教員とが連携し架け橋プログラムの研

究、開発に努めること。 

 

 

（４）校種間の円滑な接続と指導体制の充実 



第１章 確かな学力の定着と学びの深化 

16 

 

 

 

障がいの有無にかかわらず、すべての児童・生徒が、地域社会で豊かに生きるために、すべて

の学校において、多様な学びの場を保障するとともに、相互理解を深め、すべての子どもが安心

して学校生活を送ることができる集団づくりをより一層推進し、一人ひとりの子どもの自立に向

けた効果的な指導・充実を図ることが必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【取組み項目】 

 

 

 

・ 障がいのある子ども一人ひとりの教育的ニ

ーズに的確に応える指導を提供できるよう、

通常の学級や通級による指導、支援学級とい

う、連続性のある多様な学びの場の充実を図

るとともに、個に応じた指導と集団における

指導をバランスよく行い、障がいのある子ど

もの学びの充実をめざすこと。 

・ 障がいのある子どもに必要な支援は、すべ

ての子どもたちにとっても効果的な支援と

なりうることから、ユニバーサルデザインの

観点を取り入れた「授業づくり」や自尊感情

や自己有用感を高める「集団づくり」を進め

ること。 

 

 

・ 「ともに学び、ともに育つ」を基本に、交

流及び共同学習がさらに充実し、相互理解が

より一層進むよう、児童・生徒、保護者、教

職員が交流及び共同学習の意義やねらい等

について十分理解したうえで、学校全体で組

織的に取り組むこと。その際、一人ひとりの

教育的ニーズに応じた指導内容等の工夫改

善に努めること。 

・ 交流及び共同学習の実施に当たっては、必

要となる合理的配慮の検討、提供とあわせ、

教育課程上の位置づけや児童・生徒の指導目

標の明確化と適切な評価の実施、組織的な指

導体制の構築等に取り組むこと。 

・ 支援学校との交流及び共同学習についても、

連携を図ること。 

 

 

 

・ 支援学級在籍児童・生徒の特別の教育課程

の編成にあたっては、一人ひとりの教育的ニ

ーズをふまえ、児童・生徒の障がいの状況や

心身の発達等を考慮のうえ、必要に応じて、

各教科の目標や内容を下学年の教科の目標

や内容に替えたり、知的障がい支援学校の各

教科の内容に替えたりするなど、実態に応じ

た教育課程を編成すること。また、自立活動

の指導を行い、その充実に努めること。 

・ 通級による指導を行い、特別の教育課程を

編成する場合には、自立活動の内容を参考と

し、具体的な目標や内容を定め、指導を行う

 「ともに学び、ともに育つ」教育のさらなる推進  6 

・ インクルーシブ教育システムの理念をふまえた取組みを進めるとともに、「ともに学び、と

もに育つ」という観点からの学校づくりをより一層進めること。 

・ 支援学級における特別の教育課程の編成及び、通級による指導で実施する特別の指導につい

て、一人ひとりの障がいの状況や教育的ニーズに応じた適切なものとなるよう努めること。 

・児童・生徒の障がいの状況に応じた指導・支援の工夫や、支援学級及び通級による指導におけ

る自立活動の指導について、一層の充実を図ること。 

・ 地域における共生社会の実現をめざし、すべての幼児・児童・生徒、教職員、保護者、地域

に対する支援教育への理解啓発を一層推進すること。 

（１）「ともに学び、ともに育つ」授業づくり・

集団づくりの推進 

（３）障がいのある児童・生徒の教育課程の 

編成 

（２）交流及び共同学習の充実 
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こと。 

・ 障がいのある児童・生徒については、支援

学校等の助言または援助を活用しつつ、個々

の児童・生徒の障がいの状態等に応じた指導

内容や指導方法の工夫を組織的かつ計画的

に行うこと。 

・ 市支援教育総合センター「りんく」による

巡回相談や指導助言、専門家派遣による相談

支援、研修等を効果的に活用し、多様な教育

的ニーズに応じたきめ細かな指導、支援体制

の構築を図ること。 

 

 

・ 障がいのある子どもたちへの系統的・継続

的な指導・支援が行われるよう、校内で常に

情報共有が図られる体制を構築すること。 

・ 校内支援委員会においては、校長のリーダ

ーシップのもと、支援教育コーディネーター、

支援学級担任、通級指導担当教員等を中心に、

必要に応じて支援学校のセンター的機能の

活用、外部の専門家との連携を行いながら、

障がいのある児童・生徒一人ひとりの実態把

握に努め、教育的ニーズをふまえた適切な支

援内容を検討すること。 

・ どの学級にも特別な教育的支援を必要とし

ている児童・生徒がいることを前提として校

内支援委員会の在り方について再点検を行

い、必要に応じて見直しを図りながら校内支

援体制の更なる充実に努めること。 

 

 

・ 就学相談・支援にあたっては、「障がいの状

態等」、「特別な指導内容」、「合理的配慮を含

む必要な支援の内容」の三つの観点をふまえ

て、幼児・児童・生徒の教育的ニーズの整理

に努めるとともに、保護者からの意見を聴取

し、関係機関と連携しながら、できるだけ早

期に就学に関する適切な説明及び情報提供

を行うこと。 

・ 就学先となる学校や多様な学びの場につい

て、本人及び保護者が正確な情報を得ること

ができるよう十分な説明を行ったうえで、本

人及び保護者の意見を最大限尊重しつつ、教

育的ニーズと必要な支援について合意形成

を図り、幼児・児童・生徒の状況に応じた適

切な就学先の決定に努めること。 

・ 障がいの有無にかかわらず誰もが安心して

過ごせる学校づくりに向け、関係部局とも連

携し、教育環境の整備に努めるとともに、障

がいのある子ども一人ひとりの状況に応じ

た配慮・支援に努めること。 

 

 

・ 「ともに学び、ともに育つ」を基本に、一

人ひとりの障がいの状況や教育的ニーズに

応じた合理的配慮が行われるよう努めるこ

と。あわせて、合理的配慮の基礎となる教育

環境の整備・充実に努めること。 

・ 合理的配慮の検討・決定にあたっては、児

童・生徒の発達段階等をふまえ、現在必要と

されているものは何か、優先して提供する必

要があるものは何か等について、学校と保護

者・本人とが十分に話し合い、合意形成を図

ること。 

 

 

・ 早期支援の重要性に鑑み、療育施設・就学

前機関との連携において、「個別の教育支援

計画」や「サポートブックはーと」を作成・

活用し、早期から適切な支援を引き継いでい

くことができるよう努めること。 

 

 

 

・ 障がいのある児童・生徒については、学校

生活のみならず、家庭生活や地域での生活も

含め、長期的な視点に立って幼児期から学校

卒業後までの一貫した支援を行うことが重

要であることをふまえ、「個別の教育支援計

画」の活用に当たっては、本人や保護者の同

意を得たうえで、医療・福祉・保健等の関係

機関で共有を図るとともに、進学先・就労先

等に適切に引き継ぐよう努めること。 

（５）就学相談・支援の充実 

（６）合理的配慮についての適切な対応 

（４）校内支援体制の充実 

（７）早期から切れ目のない支援体制の構築 

（８）個別の教育支援計画・個別の指導計画 

の作成・活用 
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・ 「個別の指導計画」の作成・活用にあたっ

ては、「個別の教育支援計画」との関連を図

りつつ、一人ひとりの障がいの状況や心身の

発達段階等に応じた指導目標、指導内容及び

指導方法を明確化し、きめ細やかな指導の工

夫に努めるとともに、実施状況を適宜評価し、

改善を図りながら、児童・生徒の指導に関わ

る教職員で共有すること。 

・ 通級による指導を受けていない通常の学級

に在籍する発達障がい等のある児童・生徒の

指導にあたっても、必要に応じて「個別の教

育支援計画」及び「個別の指導計画」の作成・

活用に努めること。その際、「サポートブッ

クはーと」を積極的に活用すること。 

 

 

 

・ 病弱児については、学校間、家庭、病院等

との連携を密にし、継続した学習指導に配慮

すること。 

・ 合理的配慮の観点をふまえ、医療的ケアを

必要とする児童・生徒が安全・安心に学校生

活を送ることができるよう、校内体制を整え

るとともに、配置された看護師や学校医を含

む医療、福祉等との連携をより一層図るなど、

充実した医療的ケア実施体制構築に努める

こと。 

・ 医療的ケアについての一般的な知識や医療

的ケアが必要な子どもへの理解、緊急時の対

応等の研修を実施し、医療的ケアについての

理解を深めること。 

 

 

・ 障がいのある児童・生徒の指導・支援等に

関する様々な課題に対応できるよう、研修内

容を充実させ、すべての教職員の資質向上を

図ること。 

・ 支援教育の視点をふまえた子ども理解をす

べての教職員に浸透するよう取組みを進め

るとともに、支援学級や通級による指導を受

ける児童・生徒に対し、個々の障がいの状況

や教育的ニーズに応じた適切な指導・支援が

行われるよう、計画的にすべての教職員の専

門性向上を図ること。その際、市及び府主催

研修を効果的に活用し、組織全体として取り

組むこと。 

 

 

・ 支援学校のセンター的機能に基づく相談・

支援を効果的に活用して、すべての教職員

への支援教育に対する理解・啓発や専門性

向上に努めること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（10）教職員の資質向上 

（９）病弱児や医療的ケアの必要な児童・生 

徒への支援の充実 

（11）支援学校のセンター的機能の活用 
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《参考資料》 

「特別支援学級及び通級による指導の適切な運用について」（令和４年４月）文部科学省 

「自立活動ハンドブック（中学校版）」（令和４年３月）大阪府 

「特別支援教育を担う教師の養成、採用、研修等に係る方策について」（令和４年３月）大阪府 

「障害のある子供の教育支援の手引」（令和３年６月）文部科学省 

「自立活動ハンドブック（小学校版）」（令和３年３月）大阪府 

「『ともに学び、ともに育つ』支援教育の視点をふまえた学校づくり」（平成 31 年３月）大阪府 

「発達障がいについて 保護者の理解を促進するために」（平成 30 年３月改訂）大阪府 

「障害のある幼児児童生徒と障害のない幼児児童生徒の交流及び共同学習等の推進について」 

（平成 30 年２月）文部科学省 

「小学校・中学校学習指導要領」及び「同解説（総則編・各教科等編）」（平成 29 年３月・７月）

文部科学省 

「発達障害を含む障害のある幼児児童生徒に対する教育支援体制整備ガイドライン」 

（平成 29 年３月）文部科学省 

「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律」（平成 28 年４月）大阪府 

「学校教育法施行令の一部改正について」（平成 25 年９月）大阪府 

「障害者基本法」 第 16 条（平成 25 年６月改正）大阪府 

「『ともに学び、ともに育つ』支援教育のさらなる充実のために」（平成 25 年３月改訂）大阪府 

「共生社会の形成に向けたインクルーシブ教育システム構築のための特別支援教育の推進（報告）」

（平成 24 年７月）中央教育審議会初等中等教育分科会 

「体罰防止マニュアル（改訂版）」（平成 19 年 11 月）大阪府 
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様々な人権問題を解決し、人権尊重の社会づくりを進めるために、人権３法や府人権関係３条

例をはじめ、人権教育に係る国及び府の関係法令等に基づき、「生きる力」を育む教育活動の基盤

として、あらゆる教育活動において、人権教育を一層計画的・総合的に推進することが必要であ

る。その際、ＳＮＳ等インターネット上の差別やいじめ等が生起していることにも留意する必要

がある。 

また、児童・生徒の豊かな人間性を育むため、学校の教育活動全体を通した道徳教育を推進す

るとともに、多様な体験活動等の充実を図ることも必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【取組み項目】 

 

 

・ 人権教育の推進にあたっては、女性、子ど

も、障がい者、同和問題（部落差別）、在日

外国人、性的マイノリティ、感染症等に係る

人権問題をはじめ、様々な人権問題に関する

正しい理解を深め、解決をめざした教育を総

合的に推進すること。 

・ 人権教育指導計画の作成にあたっては、幼

児・児童・生徒の実態をふまえ、発達段階に

即した体系的なものとなるよう留意し、日常

的に人権感覚の醸成に資する取組みを行う

こと。 

・ 人権教育を進めるにあたっては、関係資料

等を活用するとともに、市が示す人権課題に

ついて、中学校区ごとに研究授業を実施し、

教員自身が人権教育に対する正しい知識と

適切に指導する力が備わるよう全教職員で

取り組むこと。 

・ 校内体制の構築にあたっては、人権課題別

担当者の明確化を図るなど、校内推進体制を

確立し、人権尊重の理念を学校運営に反映す

ること。 

・ 児童・生徒が自他の権利を尊重するととも

に、社会の一員としての自覚のもとに義務を

果たすという基本的姿勢の形成をめざすこ

と。 

・ 幼少期から生命の尊さに気づかせ、互いを

大切にする態度や人格の育成等をめざす人

権基礎教育に取り組むこと。 

・ すべての教職員が、「児童の権利に関する

条約」「こども基本法」及び「大阪府子ども

条例」の趣旨をふまえ、児童・生徒の意見を

受け止め、各学校の実情に応じた適切な指導

を行うこと。 

・ 児童生徒が偏見や差別意識を解消しようと

する態度と実践力を育む指導ができるよう、

人権課題についての正しい理解と認識を深

め、人権感覚を身に付けるための研修や児

童・生徒の変容をもとに人権教育の指導力を

向上させる研究授業等の実施を組織的・計画

的に進めること。その際、関係資料や府主催

の人権教育実践研究協議会及び人権教育フ

ォーラム等の機会を積極的に活用すること。 

  人権・多様性を尊重する教育及び心を育む教育の充実  ７ 

・ インターネット上の様々な人権侵害や偏見、差別について、児童・生徒が被害者にも加害者
にも傍観者にもならないよう、人権教育や情報モラル教育を通して、人権に関する知的理解を
深めるとともに、人権感覚を身につけ、自他の人権を守るよう行動する力を系統的に育成する
こと。その際府作成の「ネット上の偏見・差別について考える学習活動体系」を活用すること。 

・ 管理職をはじめとするすべての教職員が、研修等を通じて人権課題についての正しい理解と
認識を深めて自らの人権感覚を高めるとともに、あらゆる場面で人権意識を絶えず見つめ直し
つつ教育活動を行うこと。とりわけ、「部落問題学習・いじめ問題・多文化共生と外国人教育」
の人権課題に関わる研究授業に取り組むこと。 

・ 道徳科の授業においては、児童・生徒が道徳的価値を自分事とし、多面的・多角的に考えた
り、議論したりすることにより、自己や人間としての生き方について考えを深められるよう、
子どもたちの実態に即しながら指導を工夫すること。 

（１）人権教育の充実 



第２章 豊かな心と健やかな体の育成 

22 

・ すべての教職員が、人権に関する知的理解

を深め、人権感覚を身につけるための研修や

人権教育の指導力の向上に向けた中学校区

研究授業等の実施を組織的・計画的に進める

こと。 

・ 市人研教育研究会や大阪府人権教育研究会

等への積極的な参加を促すこと。 

 

 

 

・ 関係法令及び答申等の趣旨をふまえ、課題

のある子どもたちに対する人権尊重の視点

に立ち、同和問題（部落差別）の早期解決に

向けて、人権教育の一環としての同和教育の

推進に努めること。 

・ これまでの同和教育の経験や成果を生かし、

同和問題（部落差別）をはじめとする様々な

人権問題の解決に向けて、人権教育を推進す

ること。 

 

 

・ 道徳教育は、道徳科を要として学校の教育

活動全体で行うこと。また、学校が一体とな

って道徳教育を進めるため、校長が道徳教育

の方針を明確に示すとともに、道徳教育推進

教師が中心となり、指導方法や評価の在り方

について研究・研修に取り組んで指導体制を

構築すること。 

・ 道徳教育の全体計画及び年間指導計画の作

成にあたっては、児童・生徒や地域の実態、

学校の特色等を考慮し、重点事項を定めた上

で、各教科等における道徳教育に関わる指導

の内容及び時期を整理したものを別葉にし

て加えて関連付けるなどして、年間を通して

活用しやすいものとすること。また、年間３

５時間（小学校１年生は３４時間）の指導時

数を確保すること。 

・ 道徳科の授業においては、道徳的価値につ

いて教材や体験等から考えたことを、議論を

通して多面的・多角的に考えを深め、自分と

の関わりで考察できるよう、教材提示や発問、

話し合いの形態や板書等の指導方法を工夫

し「考え、議論する道徳」に向けた授業改善

に努めること。 

・ 地域の人々の参画等によって、家庭や地域

社会と一体となった取組みを推進すること。 

 

 

・ 関係法令等をふまえ、共生社会の実現をめ

ざし、障がい者に対する無理解や偏見等を取

り除き、障がい者の人権が尊重される教育を

推進するため、各学校においては、障がいに

ついての理解を深める教育を系統的に実施

すること。その際には、関係資料等の活用を

図ること。 

・ 障がいのある児童・生徒が自尊感情や自己

肯定感を育み、自らを取り巻く人間関係を豊

かに構築していけるよう、関係機関や専門家

とも連携し、組織的な対応に努めること。 

・ 障がいの有無に関わらず、すべての子ども

が、日常的な関わりの中で、お互いについて

の理解を深め、一人ひとりを尊重し、違いを

認め合う態度を育む集団づくりを、学校全体

で進めること。 

 

 

・ 関係法令及び指針の趣旨をふまえ、互いの

違いを認め合い、共に生きる教育を系統的に

実施すること。その際には、関係資料等の活

用を図り、指導内容、指導方法等の工夫・改

善及び教材、資料の研究開発に努めること。 

・ 自国の歴史や文化・伝統に誇りを持ち、諸

外国の文化や習慣等について理解を深め、互

いに違いを認め合い、共に生きていく力や自

分の意思を表現できる力を育成すること。 

・ 韓国や中国など、近隣アジア諸国との継続

的な友好・文化交流活動の推進を図るなど、

相互理解や相互信頼を深める取組みを進め

ること。 

・ 課外の自主活動等も含め、在日韓国・朝鮮

人をはじめとする在日外国人幼児・児童・生

徒が、自らの誇りと自覚を高め、本名を使用

できる環境の醸成に努めること。 

（５）多文化共生教育の推進 

（３）道徳教育の充実 

（４）「ともに学び、ともに育つ」教育の推進 

（２）人権教育の一環としての同和教育の 

推進 
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・ 関係法令及び府条例の趣旨をふまえ、研修

等を通じて、教職員が性的指向及び性自認の

多様性に関する理解を一層深めるとともに、

児童・生徒が性的指向及び性自認の多様性に

ついて、正しく理解できる取組みを推進する

こと。 

・ 性的指向・性自認について、児童・生徒の

心情に配慮した環境をつくるとともに、相談

しやすい体制を整えること。 

・ 性別に関係なく個々の能力を生かして安

心・安全に過ごせるためのジェンダー平等教

育を推進すること。その際、大阪府府民文化

部男女参画・府民協働課が作成したジェンダ

ー平等教育啓発教材「男女共同参画について

考えよう」を活用すること。 

・ 児童・生徒が固定的な性別役割分担意識に

とらわれないように、名簿や並び方、各種調

査など、すべての教育活動において、必要の

ない男女別の指導は行わないこと。 

・ ジェンダー平等の観点から、学校からの配

付物や掲示物をはじめ、学校環境を日常的に

点検すること。 

 

 

・ 生命の尊さ、戦争の惨禍、平和の尊さにつ

いて適切に指導し、国際社会に貢献できる資

質と態度を身に付けられるよう、平和教育を

推進すること。その際「平和教育基本方針」

をふまえるとともに、府が作成した事例集や

大阪国際平和センター（ピースおおさか）等

の施設を活用すること。 

 

 

・ 児童・生徒が福祉の意味や役割についての

理解を深めるために、障がい者や高齢者との

出会いや体験活動等を通じて、身近にいる障

がいのある仲間や高齢者への思いやりにつ

なげるなどの福祉教育の推進を図ること。 

 

 

 

・ 校長を中心とした、人権侵害を許さない学

校体制づくりに努めること。 

・ 教職員が差別事象等の人権侵害を見逃さな

い感覚を高めるとともに、人権侵害が生起し

た場合には、府教育庁及び関係機関と連携を

図り、迅速かつ組織的に対応すること。 

・ 事象が生起した際は、差別等を受けた児

童・生徒の人権を擁護することを基本とし、

併せて、関係した児童・生徒の背景をはじめ

事実関係を的確に把握・分析し、明らかとな

った教育課題の解決に最大の努力を払うこ

と。 

  

 

・ 日々の生活の中で改めて「こころ」につい

て見つめ直し、できることから実践する「こ

ころの再生」府民運動の趣旨をふまえ、学校

教育活動全体で『「大切なこころ」を見つめ

直して～「こころの再生」府民運動～』の活

用等により、「生命（いのち）を大切にする」

「思いやる」「感謝する」「努力する」「ルー

ルやマナーを守る」など、子どもたち一人ひ

とりの豊かな心を育む取組みを実践するこ

と。また、各学校や地域において、あいさつ

運動や交流活動等を積極的に進めること。 

 

 

   

 

 

 

 

 

・ 教職経験年数の少ない教職員に人権教育の

実践や成果を継承するとともに、すべての教

職員がさらなる人権教育の取組みを充実・発

展することができるよう、研修の実施に際し

ては「教職員人権研修ハンドブック」の活用

に努めること。 

 

（６）ジェンダー平等教育の推進と性的 

マイノリティの子どもへの対応 

（７）平和教育の推進 

（９）人権侵害事象等に対する対応 

（10）「こころの再生」府民運動 

（８）福祉・ボランティア教育の推進 

「こころの再生」 

府民運動のロゴマーク 

 

 

 

 

 

 

 

愛さつＯＳＡＫＡの 

ロゴマーク 

（11）教職員人権研修ハンドブックの活用 
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・ 生命の尊さに気づき、思いやりの心や将来

への志・夢を育み、自他の人権を守ろうとす

る意識・態度と豊かな人間性や社会性を身に

付けるため、大阪人権博物館（リバティおお

さか）の移動人権展・企画展等の行事等や、

資料の活用に努めること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（12）大阪人権博物館（リバティおおさか）

の活用 
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市内小・中学校において、不登校児童・生徒数、暴力行為の発生件数の増加や、初期対応の誤

りにより解決が難しくなるいじめケースがあるなど課題が大きくなっている。不登校、ヤングケ

アラーや、いじめ・暴力行為等の問題行動等に対して、各学校においては、児童・生徒理解に基

づいて組織的な対応を行い、すべての児童・生徒の主体的な成長を支える指導を推進することが

重要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【取組み項目】 

 

 

・ すべての児童・生徒を対象にコミュニケー

ション力、他者理解力、人間関係形成力、目

標達成力等の社会的資質・能力の育成をめざ

した取組みを、意図的に各教科や総合的な学

習の時間、特別活動等も関連させて行うこと。 

・ 学校生活のあらゆる場面で、児童・生徒が

自分の思いを伝え、互いのよさや違いを認め

合うことができる共感的な人間関係、学級づ

くり、安心して授業や学校生活を送れる風土

を教職員の支援のもと、児童・生徒が自らつ

くりあげるよう配慮すること。 

・ 生徒指導の諸課題にかかる未然防止をねら

いとした非行防止教室や、いじめ防止教育、

ＳＯＳの出し方に関する教育を含む自殺予

防教育、薬物乱用防止教育等の教育プログラ

ムを計画的に実施すること。 

 

・ 不登校に至る背景等については多様化・複

雑化していることから、児童・生徒の状況等

を多面的に見立てたうえで、その子に合った

支援を行うこと。その際、登校復帰のみを目

標にするのではなく、児童・生徒が自らの進

路を主体的に考えられるよう配慮するとと

もに、多様な学びの場が確保されるよう努め

ること。 

・ 各校においてはすべての児童・生徒が安心

して過ごせるよう、自己肯定感や自己有用感

を高めることや居場所づくり、子どもどうし

不登校、ヤングケアラーやいじめ、暴力行為等への 
取組みの推進  ８ 

・ 児童・生徒一人ひとりの良さや可能性を伸長させる取組みを進めるにあたっては、児童・生

徒が自発的・主体的に自らを発達させていく過程を教職員が支えるという観点に立ち、学習指
導と生徒指導を相互に関連付けるよう留意すること。 

・ スクリーニングやアンケート等、あらゆる機会を通じて、日頃から子どもの状況把握、生徒

指導上の課題を早期発見し、組織的な対応につなげること。また、粗暴な言動や授業に関係の
ない不規則な発言、授業中の立ち歩き等見られる場合にも同様の対応を行うこと。加えて、把
握した情報については、スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカー等と共有し、支

援の必要性を検討する等、専門家も含めたチームによる教育相談体制を整えること。 
・ 不登校への対応については、個々の児童・生徒の支援ニーズに応じた支援を進めるために、

ＩＣＴ等の活用や校内の教室以外の居場所（校内教育支援ルーム等）の設置に加え、ゆう☆ゆ

うスペース（学びの多様化教室）や民間団体等、関係機関との連携を図り、学びにアクセスで
きない子どもをなくすこと。 

・ いじめを認知した場合には、速やかに学校いじめ対策組織に当該いじめに係る情報を報告し、

組織的な対応につなげること。いじめの解消に向けては、当該組織を中心に、いじめに至った
背景を的確に把握したうえで解消までの方針を立て、迅速かつ丁寧に対応すること。 

・ ヤングケアラーについては、本人や家族の意識が様々で、表面化しにくいことから、ヤング

ケアラーについて教職員の理解を深めること。また、子どもの生活状況は短い期間であっても
変わることから、普段から子どもの些細な変化を捉えることでその困り感に早く気づき、本人
の気持ちに寄り添った支援につなげること。 

（２）不登校への取組み 

（１）児童・生徒一人ひとりの良さや可能性

の伸長を支える取組みの推進 
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の絆づくりを行うなどし、魅力ある学校づく

りを推進すること。 

・ 定期的なスクリーニングやアンケート、日

頃の授業観察等を通じて、スクールカウンセ

ラーやスクールソーシャルワーカーと連携

しながら不登校の兆しの把握に努めること。 

・ 不登校やその兆しのある子どもたちが安心

して生活したり、自分のペースで学習したり

することができるよう、校内の居場所として

校内教育支援センターの設置に努めること。

当該センターでは、１人１台学習者用端末を

活用したオンラインでの学習等、教育の機会

確保を含めた多様な支援を行うこと。 

・ 個々の不登校の状態等に応じて、ゆう☆ゆ

うスペース（学びの多様化教室）やフリース

クール等の民間団体等と連携しながら、児

童・生徒に合った支援につなげること。また、

これらの機関や自宅等での学習評価を適切

に行うこと。その際、在籍する学校の教育課

程上、適切と判断できる学習内容とすること

や、保護者と十分な協力関係を保つこと、不

登校児童・生徒本人との関わりを継続するこ

とを指導すること。さらに、定期的に児童・

生徒の状況を把握し、都度よりよい支援の方

向性を検討すること。 

・ 小学校入学当初から不登校となる児童が増

えていることや、中学校１年生時において不

登校者数が増加していることから、子ども

園・保育園・幼稚園等就学前機関と小学校、

小学校と中学校等、校園種間での接続時に、

児童・生徒に係る情報や、これまでの教育や

保育の内容についての共有を適切に行う等、

円滑な引継ぎを実施すること。 

・ 中学校３年時に長期にわたり不登校状態に

ある生徒に対しては、本人や家庭の状況やニ

ーズを丁寧に把握したうえで、進路相談等に

おいて、進学・就職先や卒業後の支援先等、

必要な情報を提供し、生徒が自らの進路を主

体的に選択できるよう支援に努めること。 

 

 

・ いじめへの対応については、「いじめ防止

対策推進法」や国の「いじめの防止等のため

の基本的な方針」をふまえた対応が為される

よう留意すること。 

・ 各学校において「学校いじめ防止基本方針」

を作成するとともに、毎年度、実効性が高い

ものとなっているか見直しを図ること。 

・ 「いじめは絶対に許されない」との人権感

覚を、特別の教科道徳や人権教育の実践を通

して、日頃より醸成し、異なる感性や感覚、

異なった言動を受容できるいじめに向かわ

ない集団づくりに努めること。また、いじめ

が生まれる構造やいじめの加害者の心理を

明らかにしたうえで、いじめに向かわない態

度や力を身に付ける未然防止教育を計画的

に実施すること。 

・ 各学校においては、アンケートや学習者用

端末アプリ「こころの記録」、「いじめ対応セ

ルフチェックシート」等を活用し、いじめの

早期発見や対処の在り方等について、管理職

及び教職員の理解を深めるとともに、日常よ

り子ども理解に努め、子どもの不安や多様な

悩みを受け止めること。その際、複数回のア

ンケート調査やスクリーニング等を実施す

るとともに、スクールカウンセラーやスクー

ルソーシャルワーカー、スクールロイヤー等

の専門家を活用し、日頃から教育相談体制の

充実を図ること。 

・ 相談窓口の設置等、児童・生徒・保護者が

相談しやすい体制を構築し、その周知を図る

こと。あわせて、府が設置する「ＬＩＮＥ相

談」「すこやか教育相談 24」や市長部局によ

るいじめ相談等の相談窓口の周知を図るこ

と。 

・ いじめに対して組織的な対応を行う際、関

係児童・生徒への聞き取りや支援体制等の構

築、保護者との連携等について迅速に方針を

決定すること。 

・ いじめへの対応にあたっては、事態の深刻

化を防ぐため、必要に応じて市教育委員会

の学校支援チームや府の緊急支援チームの

活用を図るとともに、警察や少年サポート

センターとも連携し、対応に当たること。 

（３）いじめへの取組み 
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・  障がいのある児童・生徒、外国にルーツ

のある児童・生徒、性的マイノリティ等に

係る児童・生徒等に対して、いじめが行わ

れることのないよう、適切な支援を行うと

ともに、保護者との連携、周囲の児童・生

徒に対する必要な指導を組織的に行うこと。 

・いじめ重大事態については、改訂された国の

「いじめ重大事態の調査に関するガイドラ

イン」をふまえた対応を行うこと。 

 

 

 

・ インターネット・ＳＮＳを介したいじめに

ついては、児童・生徒の端末や携帯電話等の

利用実態に応じた指導を年間計画に位置付

けるとともに、研修等により教職員が正しい

理解を深め、保護者への啓発にも努めること。 

・ 児童・生徒の端末や携帯電話等の利用に当

たっては、その有用性・危険性を理解させる

とともに、正しくネットを使い、適切な使用

時間を守るなど、自ら対処できる力を育成す

ること。  

・ 端末や携帯電話等でのＳＮＳや無料通話ア

プリ等を介したネット上のトラブルや誹謗

中傷の書き込み、ネット依存等の課題に対し

ては、「ＳＮＳノート大阪」等を活用し、児

童・生徒への指導に加え、保護者への啓発活

動等を行うこと。また、必要に応じて「大阪

の子どもを守るサイバーネットワーク」と連

携し対応すること。 

・ 学校での端末や携帯電話等の取扱いについ

ては、「河内長野市立小中学校における携帯

電話の取扱いに関する方針」も参考にルール

や方針を定めること。 

 

・ ヤングケアラーについては、本人が家庭の

状況を知られたくない場合、また、やりがい

を感じている場合や本人や家族が支援を必

要と考えていない場合等、状況が様々であり、

日頃からの子どもの状況把握に加え、生活等

についてのアンケートを工夫する等、教職員

が早期発見に努めること。 

・ ヤングケアラーを把握した際には、スクー

ルカウンセラー等と協働し、まず本人から丁

寧に話を聞き取ること。支援にあたっては、

スクールソーシャルワーカーと協働し、リス

クに配慮しながら、子どもや家庭にそった支

援につなげること。また、必要に応じて福祉

等関係機関との連携を図ること。 

 

・ 日々の取組みにおいて、公正公平な態度や

法やきまりの意義を理解し順守する等の規

範意識等、社会的資質を高めるよう働きか

ける取組みを学習指導と関連付けて推進す

ること。 

・ 学級がうまく機能しない等生徒指導上の課

題については、機能的にチーム対応できるよ

う日頃より教職員が相談しやすい関係や雰

囲気を醸成し、教職員同士が支え合い、学び

合う同僚性を高めておくこと。また、児童・

生徒の健全育成を地域で担うという観点か

ら家庭・地域社会との連携を日常的に進めて

おくこと。 

・ 暴力行為に対しては、毅然とした指導を行

うとともに、責任の所在を明確にし、加害者

への早期の指導や被害の拡大防止等の対応

を図ること。その際、「５つのレベルに応じ

た問題行動への対応チャート」についても積

極的に活用すること。また、児童・生徒が暴

力行為に至る要因を見立てるとともに、児

童・生徒を取り巻く環境の改善に向け、子ど

も家庭センターや警察、少年サポートセンタ

ー、市担当課等、関係機関との連携を図るこ

と。 

 

 

 

 

（６）暴力行為等への取組み 

（５）ヤングケアラーへの取組み 

（４）インターネット、ＳＮＳ上のトラブル

への取組み 
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《 参考資料 》 

「生徒指導提要」（令和４年 12 月）文部科学省 

「不登校に関する調査研究協力者会議報告書～今後の不登校児童生徒への学習機会と支援の在り方

について～」（令和４年６月）不登校に関する調査研究協力者会議 

人権教育リーフレット「情報化社会における子どもの人権」（令和４年３月）大阪府 

「ヤングケアラーの早期発見・把握と支援に向けた取組み」（令和３年９月）大阪府 

「子どもたちの社会的な自立のために～不登校児童生徒への支援と取組み～」（令和２年４月）大阪府 

「子どもを守る被害者救済システム」（令和元年 12 月改定）大阪府 

「いじめ対応セルフチェックシート（府内小中学校等におけるいじめ対応について）」（令和元年６月）

大阪府 

「生徒指導リーフ」（平成 24 年～30 年）国立教育政策研究所 

「小学校におけるチーム支援ＳＳＷ活用事例～小学校指導体制支援推進事業の取組みより～」 

（平成 30 年２月）大阪府 

「いじめの重大事態の調査に関するガイドライン」（平成 29 年３月）文部科学省 

「携帯・ネット上のいじめ等への対処方法プログラム（追加資料）」（毎年度）大阪府 
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子どもたちが被害者・加害者となる事件・事故、自死などの未然防止に向けた適切な対策や、

日常生活での人間関係や学習等への子どもたちの不安やストレスの高まりに対するサポートを行

うとともに、自他の生命を大切にする心を育むための総合的な取組みが重要である。 

 

 

 

 

【取組み項目】 

 

 

 

・ 児童・生徒が誰にも悩みを伝えられないま

ま深刻な状況に陥ることもあることから、養

護教諭やスクールカウンセラー等校内での

相談担当に加え、市の相談窓口や「すこやか

教育相談 24」、「被害者救済システム」、「Ｌ

ＩＮＥ相談」等の校外での相談窓口について

も児童・生徒や保護者に広く周知すること。 

・ 定期的なスクリーニングやアンケート等の

実施に加え、一人一台学習者用端末の活用、

授業観察等、様々な方法で日頃から子どもの

些細な変化をつかむ取組みを進めること。ま

た、気になる子どもに対しては家庭訪問を積

極的に行うなどして、子どもや保護者の状況

の把握に努めること。 

・ 児童・生徒に、発達段階に合わせて、自ら

自分の身を守る力やＳＯＳを発信する力を

育成すること。その際、スクールカウンセラ

ー等を活用した授業等について検討するこ

と。 

 

 

・ 教職員は児童虐待を発見しやすい立場にあ

ることを自覚し、児童虐待に対する認識を

深めること。 

・ 児童虐待については、子どもに対する重大

な人権侵害であることを認識するとともに、

早期発見に努めること。また虐待が疑われ

る場合は、「河内長野市児童虐待防止ハンド

ブック」を活用し、適切に対応すること。 

・ 早期発見の観点から、欠席が継続している

児童・生徒に対して、定期的な安全確認を

行うこと。また、休業日を除き引き続き７

日欠席した場合は、学校は速やかに教育委

員会や市担当課に情報提供又は通告するこ

と。 

・ 通告後に、保護者からの威圧的な要求等が

ある場合には、組織的に対応するとともに、

速やかに教育委員会に連絡のうえ、ケース

に応じて警察等の関係機関やスクールロイ

ヤー等の専門家と連携して対応すること。 

・ 児童虐待により一時保護後解除された、も

しくは在宅で支援となった子どもについて、

教職員間で日常的に情報共有を行うととも

に、スクールソーシャルワーカーやスクー

ルカウンセラー等の専門家や福祉機関と連

携して、継続的な支援に努めること。 

・ 要保護児童対策地域協議会において、虐待

ケースとして進行管理台帳に登録されてい

る、もしくは児童相談所が必要と認める児

童・生徒について、１か月に１回以上、書面

（個票）にて情報提供を行うこと。 

・ 進学・転学の際の学校間の情報の引継ぎに

ついては、市虐待対応担当課や児童相談所と

情報共有し、伝達する内容に漏れがないよう

学校間での引継ぎをすること。その際、引き

継ぐ情報については、個人情報保護の観点か

ら市の個人情報保護条例等に基づき判断す

ること。 

 

子どもたちの生命・身体を守る体制づくり  9 

・ 児童・生徒が不安やストレスを自ら発信できるよう相談窓口の周知の徹底や、心のケア等適
切に対応できるスクールカウンセラー等と連携した相談体制等を整えること。 

・ 児童虐待を受けた、またはその疑いがあると思われる子どもを発見した場合には、確証がな
くても速やかに子ども家庭センター又は市児童虐待担当課等へ通告すること。 

（１）相談体制の充実、自ら相談する力の 

育成 

（２）児童虐待への対応 
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・ 個人情報漏洩には、児童・生徒の生命・身

体を脅かす危険性もあることを認識したう

えで、個人情報の保護に関する法律や市個

人情報保護条例をふまえて作成されている

指針や取扱い規定等に基づき、適正に行う

こと。 

・ 教育 DX の進展において学校に必要とされ

るセキュリティ対策が高度化していること

から、教育現場の実態をふまえた情報セキ

ュリティ対策の確立及び全教職員への周知

徹底を行うこと。 

・ 個人情報を含む文書や記録媒体の管理・保

管・引き継ぎ等に当たっては、管理責任を

明確にし、適切な管理及び保護に組織的に

取り組むようにするとともに、各学校の状

況をふまえた実効性のある個人情報漏洩防

止策を講じること。 

・ 個人情報を取得する際は、その必要性、妥

当性及び取得方法を十分に検討し、利用目

的の通知等について適切に行うこと。 

・ 行政文書や個人情報の適切な取扱い、管

理・保管についての研修を深め、個人情報

保護の重要性について教職員一人ひとりの

意識の向上を図ること。 

・ 特に特定個人情報（個人番号（マイナンバ

ー）が記載された個人情報）や要配慮個人

情報（信条や病歴等、本人に対する不当な

差別、偏見が生じないよう配慮を要するも

の）の取扱いについては、関係法令や内閣

府特定個人情報保護委員会の「特定個人情

報の適正な取扱いに関するガイドライン」

をふまえ、基本方針や要綱等を策定し、安

全管理措置等を講じるなど、特定個人情報

や要配慮個人情報の保護、管理の徹底を行

うこと。 

・ 個人の SNS 等を通じて個人情報が流出する

案件があることから、情報発信等でインタ

ーネットや SNS を利用する際には、特定の

個人を識別できる写真や映像等も個人情報

に該当することをふまえ、教職員、児童・

生徒やその保護者に対して適切に対応する

こと。 

・ 情報通信機器による処理を行うに当たって

は、校内で取扱規定を作成し、ネットワー

ク等を通じての情報の漏洩が生じないよう、

全教職員に周知・徹底するとともに、パス

ワード等により情報を保護するなど、万全

のセキュリティ対策を講じること。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）個人情報の適正な取扱い 

《参考資料》 

「こども基本法」（令和５年４月施行予定） 

人権教育リーフレット２「子どもの虐待①改訂版」（令和３年３月）大阪府 

「子どもたちの輝く未来のために～児童虐待防止のてびき～要点編」（令和元年 12 月）大阪府 

「学校・教育委員会等向け虐待対応の手引き」（令和元年５月）文部科学省 

「学校、保育所、認定こども園及び認可外保育施設から市町村又は児童相談所への定期的な情報提
供について」（平成 31 年２月）内閣府、文部科学省、厚生労働省 

「児童虐待防止対策に係る学校等及びその設置者と市町村・児童相談所との連携の強化について」
（平成 31 年２月）内閣府、文部科学省、厚生労働省 

「『児童虐待防止対策の強化に向けた緊急総合対策』の決定について」（平成 30 年７月） 
文部科学省 

「一時保護等が行われている児童生徒の指導要録に係る適切な対応及び児童虐待防止対策に係る
対応について」（平成 27 年７月）文部科学省 

人権教育リーフレット９「子どもの虐待②」（平成 26 年３月）大阪府 

「子どもたちの輝く未来のために～児童虐待防止のてびき～」（平成 23 年３月改訂）大阪府 
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「全国体力・運動能力、運動習慣等調査」において、下位段階にある児童・生徒の割合が高い

状況にあることから、学校全体で授業等の工夫・改善を推進するなど体力向上に向けた取組みを

進める必要がある。また、依然として、体育活動中の事故が発生している状況をふまえ、体育の

授業や体育的行事、運動部活動等の体育活動に係る事故防止や熱中症対策に万全を期する必要が

ある。 

 

 

 

 

 

【取組み項目】 

 

 

・ 策定した「体力づくり推進計画」をもとに、

ＰＤＣＡサイクルに基づく体力づくりをよ

り一層進めること。その際、自校の課題を明

確にし、年間を通じた取組みにより改善を図

ること。 

・ 「全国体力・運動能力、運動習慣等調査」

の結果をふまえて、体力向上に向けた取組み

を検証し、改善を図ること。 

・ 府教育委員会が作成した小学校教員向け動

画教材や「体育の授業がかわる！簡単プログ

ラム」「めっちゃぐんぐん体力アップハンド

ブック」などの資料、「元気アッププロジェ

クト事業」を積極的に活用し、学校全体で体

育活動の活性化をめざすとともに、児童・生

徒の運動習慣の確立に努めること。 

 

 

・ 各活動場所については、体育活動に適した

環境の整備を図るとともに、活動内容、児

童・生徒の人数をふまえ、安全に活動できる

よう、十分な広さを確保すること。 

・ 技術指導においては、段階をふんで具体的

に説明し、安全を確認しながら行うこと。 

・ 授業等で使用する機材・用具などは、危険

を予測し、日常的に安全点検を行うこと。特

にゴールやテント等については、確実に固定

すること。 

・ 児童・生徒に対し、体育活動に伴う危険性

について理解させるとともに、安全のための

ルールやきまりを順守するよう、徹底するこ

と。 

・ 熱中症を予防するために、こまめに水分や

塩分を補給させ、休息を取らせるとともに、

児童・生徒への健康観察など健康管理を徹底

すること。その際、「熱中症予防のための運

動指針」や「河内長野市立小中学校熱中症対

策ガイドライン」等により、活動の中止や延

期、見直し等も含め、適切に対応すること。 

・ 屋外での体育活動においては、天候の急変

などによる落雷等に十分注意し、ためらうこ

となく計画の変更・中止等の適切な措置を講

ずること。 

・ 万一に備え、迅速な救急処置や関係者への

連絡ができる体制を整備すること。 

 

 

・ 中学校の保健体育における体育分野につい

て、特に「武道」の指導に当たっては、生徒

の技能の段階に応じて行うとともに、施設や

用具等の安全点検を行うなど練習環境に配

慮すること。特に、柔道において、受け身を

安全にできるよう十分な指導を行い、また、

安全な活動を確保するためのルールやきま

り等が確実に励行されるようにすること。 

 体力づくりの推進と体育活動中の事故防止等の取組み  10 

・ 児童・生徒の体力状況を正確に把握・分析し、学校全体で授業等の工夫・改善を行うととも
に、地域・家庭でスポーツ活動に親しむ機会を増やすことにより、児童・生徒の運動習慣を育
み、体力づくりを推進すること。 

・ 学校における体育活動中の熱中症予防等、事故防止対策について、必要に応じて見直すとと
もに、適切な対応がなされるよう、学校全体で指導の徹底を図ること。 

（１）体力づくりの推進 

（２）学校の体育活動中の事故防止等の徹底 

（３）武道における安全指導 
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《参考資料》 

めっちゃぐんぐん体力アップハンドブック」（体力向上実践事例集）（平成２９年３月）大阪府 

「学校管理下における熱中症事故の防止について」（令和４年８月）大阪府 

「休業日明けの時期等における熱中症事故の防止について」（令和６年８月）大阪府 

「熱中症事故の徹底及び「暑さ指針」の適切な運用について」（令和５年８月）大阪府 

「学校における体育活動中の事故防止及び体罰・ハラスメントの根絶について」（令和４年２月）

スポーツ庁 

「『学校における熱中症対策ガイドライン作成の手引き』の活用について」（令和 6 年 4 月 追補版）

大阪府 

「保健体育科における武道の安全管理の徹底について」（令和２年３月）スポーツ庁 

「大阪府部活動の在り方に関する方針」（令和５年８月）大阪府 

「学校教育活動等における熱中症事故の防止について」（令和 6年 4月）大阪府 
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子どもたちをめぐる薬物乱用や感染症、メンタルヘルス等の複雑化・多様化する現代的健康課

題への対応が求められており、学校教育活動全体を通した健康の保持・増進にかかる取組みの推

進及び健康教育の充実を図る必要がある。 

また、食物アレルギー事故は年々増加しており、万が一の場合の対応が適切に行えるよう体制 

を整える必要がある。 

 

 

 

 

【取組み項目】 

 

 

・ 河内長野市教育委員会が作成した「学校に

おける食物アレルギー対応ガイドライン」に

基づき、校長を責任者として関係者で組織す

る対応委員会等を設置すること。また校内の

状況について十分検討したうえで、対応マニ

ュアルをあらかじめ策定しておくとともに、

常に点検し、必要に応じて見直すなど、日頃

から事故防止対策を行うこと。 

・ なお、校長は、マニュアル策定の際に保護

者や主治医との連携を図りつつ、児童・生徒

の状況に応じたものとなるよう指導するこ

と。加えて、食物アレルギーの既往症がない

児童・生徒の初発の事故が多く発生している

ことからも、事故は、いつ、どこででも起き

るものと想定し、すべての教職員が緊急時に

対応できるよう、毎年校内研修等を実施する

こと。 

 

 

・ 学校給食の実施においては、学校給食法第

九条で定める「学校給食衛生管理基準」に基

づき、適切な衛生管理を行い、食中毒発生の

防止に努めること。また、感染状況が落ち着

いている平時においては、換気や手洗いとい

った日常的な対応を継続すること。感染流行

時には一時的に、「近距離」「対面」「大声」

での発生や会話を控えること。 

 

・ 食に関する指導に当たっては、児童・生徒

の実態をふまえて指導の内容、方法、指標等

を決定し実施していくこと。そのためには、

すべての学校で食に関する指導の全体計画

及び推進するための校内体制を必要に応じ

て見直し、学校教育活動全体を通じて実施す

ること。とりわけ、栄養教諭配置校において

は、栄養教諭を中心とした組織的な取組みを

推進すること。 

・ 学校・家庭・地域が連携した取組みを推進

するとともに、全教職員が連携・協力し、望

ましい食習慣の形成に結びつく実践的な態

度や食物を大事にする心などの育成を図る

こと。 

・ 食育の評価を、学校教育自己診断等を活用

して行い、食育の推進体制や指導内容の改善

を図ること。加えて、栄養教諭等が関わる食

に関する指導を通して、児童・生徒の食に関

する課題改善に取り組むこと。 

 

 

・ 「学校保健安全法」に基づき、学校保健計

画を策定すること。策定に当たっては、校内

の状況や前年度の学校保健の取組み状況等

をふまえ、具体的な実施計画とすること。 

 

 

・ 望ましい食習慣の形成をはじめ、就寝・起

健康教育の充実  11 

・ 食物アレルギー事故は、いつ、どこででも起きるものだと想定し、すべての教職員が緊急時
に対応できるよう、毎年校内研修等を実施すること。 

・ 喫煙・飲酒・薬物乱用防止教育については、中学校において専門家等による薬物乱用防止教
室を年１回以上開催し、「危険ドラッグ」の危険性についても理解させること。 

（１）食物アレルギー事故防止の徹底 

（２）学校給食における衛生管理の徹底 

（３）食育の推進 

（４）学校保健計画の策定 

（５）生活習慣の確立 
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床時間や戸外での適度な運動等、子どもたち

の生活リズムの確立・向上に向けた取組みの

推進が必要なことから、学校・家庭・地域及

び関係機関が連携して、児童・生徒の生活習

慣の確立に向け取り組むこと。 

 

 

・ 日本人の死亡原因として最も多いがんに関

して、がんという疾患の理解やがんと向き合

う人々に対する共感的な理解を深める教育

を推進すること。 

・ 中学校においては「がん教育の充実につな

がる出前授業」を活用すること。 

 

 

 

・ 大麻・覚醒剤等の薬物乱用防止教育につい

ては、学校保健計画の中に位置付け、喫煙・

飲酒・医薬品の適正使用とともに、指導計画

を策定し、保護者への啓発を含め、学校教育

活動全体を通じて取り組むこと。 

・ 中学校においては、学校薬剤師や警察官等

の専門家等による薬物乱用防止教室を年１

回以上開催するとともに、「大阪府薬物の濫

用の防止に関する条例」をふまえ、「危険ド

ラッグ」の危険性についても理解させること。 

・ 「医薬品等の正しい使い方」についても取

り扱うこと。 

 

 

・ 児童・生徒が、発達段階に応じて心の健康

について学び、自ら心身両面にわたる健康課

題を解決する資質や能力を身に付けること

ができるよう、また、心の健康を保つには、

欲求やストレスに適切に対処する必要があ

ることを理解し、生涯を通じて健康で安全な

生活を送ることができるよう、指導の充実を

図ること。 

・ ゲーム等への過剰な参加は習慣化すると依

存症となる危険性があることから、インター

ネットやスマートフォン等の依存に関する

正しい知識の普及と、その予防にも触れるこ

と。 

 

 

・ 感染症対策のポイントは、「感染源を絶つ」、

「感染経路を絶つ」、「抵抗力を高める」であ

り、これらをふまえた取組みの重要性につい

て、教職員が理解するだけでなく、児童・生

徒にも理解させ、誰もが適切に対策を実施で

きるようにすること。 

 

 

・ 性に関する指導を通じて、子どもたちが性

に関する課題に適切に対応できるよう、府教

育委員会が作成した資料を活用するととも

に、外部機関等と連携するなど学校の実情に

応じ取り組んでいる取組みを充実させ、正し

い知識を身に付けるだけでなく、自ら考え適

切な意思決定と行動選択ができる力や、自己

や他者を認め尊重する態度を育成すること。 

・ 性暴力の加害者・被害者・傍観者にならな

いよう、生命を大切にする考えや、自分や相

手、一人ひとりを尊重する態度等を発達段階

に応じて身に付けるために、文部科学省が作

成した「生命（いのち）の安全教育」の教材・

指導手引き等を積極的に活用するなどし、指

導の充実を図ること。 

・ 性に関する指導を推進する際には、児童・

生徒の発達段階をふまえ、ジェンダー平等の

視点や「性の多様性」について教職員が理解

し、実態に応じた指導が必要であり、全教職

員の共通理解のもと校内体制を整え、保護者

の理解を得て集団指導と個別指導を効果的

に組み合わせて、指導の充実を図ること。 

 

 

 

・ 緊急時に備え、すべての教職員が死戦期呼

吸等を理解し、AED の使用を含めた心肺蘇生

法を実施できる体制を整えること。 

・ 中学校においては、学習指導要領に基づき、

心肺蘇生法などの実習を行うこと。 

 

（６）がん教育の推進 

（７）喫煙・飲酒・薬物乱用防止教育の 

充実 

（８）心の健康に関する指導の充実 

（９）感染症予防の取組み 

（10）性に関する指導の充実 

（11）ＡＥＤ使用を含めた心肺蘇生実施体制の

整備 



第２章 豊かな心と健やかな体の育成 

35 

 

 

・ 児童・生徒の健康管理等については、保護

者・学校三師（学校医、学校歯科医、学校薬

剤師）・地域の関係機関等と十分な連携を図

るとともに、健康の保持増進に必要な資質や

能力を児童・生徒に育成することができるよ

う、保護者を委員とした学校保健委員会を設

置し、年に１回以上開催し、その活用を図る

こと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（12）学校保健委員会の開催 

《参考資料》 

「大麻乱用防止に向けた啓発資料（チラシ）の活用について」（令和６年１０月）大阪府 

「大麻等薬物乱用防止教育の更なる充実について」（令和６年２月）大阪府 

「薬物乱用防止教室マニュアル（令和５年度改訂）」日本学校保健会 

「薬害を学ぼう」（令和４年６月改訂）厚生労働省 

「学校における新型コロナウイルス感染症に関する衛生管理マニュアル～」文部科学省 

（令和５年５月） 

令和５年度がん教育係る外部講師派遣について（令和６年５月）大阪府 

「水泳等の事故防止について」（令和６年５月）スポーツ庁 

「学校における食物アレルギー対応ガイドライン≪令和３年度改訂≫」（令和４年３月）大阪府 

中学生用食育教材「「食」の探究と社会への広がり」（令和３年３月）大阪府 

「学校のアレルギー疾患に対する取り組みガイドライン≪令和元年度改訂≫」（令和２年３月） 

日本学校保健会 

「食に関する指導の手引－第二次改訂版－」（平成 31 年３月）文部科学省 

「一人ひとりの生と性 ～『性に関する指導』について～」（平成 31 年２月）大阪府 

「落雷事故の防止について」（平成 30 年７月）文部科学省 

「学校環境衛生基準の一部改正について（通知）」（平成 30 年４月）文部科学省 

「学校において予防すべき感染症の解説」（令和５年度改訂）日本学校保健会 

「第３次大阪府食育推進計画『おおさか・元気な食』プラン」（平成 30 年３月）大阪府 
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各校において生徒の自主的、自発的な参加により行われる部活動については、生徒が将来にわ

たりスポーツ、文化芸術活動に継続的に親しむことができる環境が整えられるよう、地域、学校、

分野・活動目的等に応じた地域との連携・協働、地域移行等、多様な形で実施されることが必要

である。 

 

 

 

 

【取組み項目】 

 

 

・ 部活動の取組みについては、令和４年 12

月、国「学校部活動及び新たな地域クラブ活

動の在り方等に関する総合的なガイドライ

ン」及び令和５年８月、「大阪府における部

活動等の在り方に関する方針」を参考にし、

「河内長野市中学校における部活動のあり

方に関するガイドライン」等に則り、休養日

を設ける等、適切に運営すること。特に休日

の活動においては部活動指導員等を効果的

に活用し活動の充実を図るなど、運営上の工

夫を行うこと。 

・ 市全域を対象とする地域クラブについて、

生徒への周知や、学校施設の利用、道具の共

用等についての協議、調整等、連携を進める

こと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

子どもの自主性を尊重した部活動の取組み  12 

・ 生徒が自主的にスポーツ・文化活動に取り組む機会を保障する観点から、休日における地域
のスポーツ・文化活動の環境を整えること。その際、生徒への指導等に意欲を有する地域人材
の協力の下で、生徒にとって望ましいスポーツ・文化活動を地域が支える環境の構築を図るこ
と。 

（１）部活動の取組み 
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急激に変化する時代の中で、一人ひとりの児童・生徒が、多様な人々と協働しながら様々な社

会的変化を乗り越え、豊かな人生を切り拓き、持続可能な社会の創り手となることができるよう、

実社会とのつながりを意識した小中高一貫したキャリア教育を推進することが重要である。 

 

 

 

 

 

 

【取組み項目】 

 

 

・ 児童・生徒が目標を持ち、学ぶことと自己

の将来とのつながりを見通しながら、主体的

に進路を選択・決定できるようにすること。 

・ 「わくわく・どきどきＳＤＧｓジュニアプ

ロジェクト」の「アイデアミーティング」や

「ＳＤＧｓジュニアフォーラム」などの取組

みを参考に、企業やＮＰＯ等地域で働く方々

と連携し、ともに地域の課題解決に向かう取

組みや、職業講話、職場体験等、実社会との

つながりを感じられる体験的活動を通じて、

児童・生徒が働くことの意義や目的を理解で

きるように創意工夫を図ること。 

・ 一人ひとりの生徒の夢や目標等を丁寧に把

握し、進学や就職に関する情報や資料を収

集・提供し、適切なアドバイスや支援に努め

ること。 

・ 進路未定者の減少に向けた取組みを進める

こと。また、キャリア教育を通して難しいこ

とにも挑戦することや、粘り強く取り組むこ

との大切さを伝えるとともに、高等学校等や

関係機関と連携し、中途退学を防ぐために、

追指導に努めること。 

・ 進路指導事務に関する書類の作成に当たっ

ては、組織的な校内進路指導体制のもと、す

べての教職員が相互に緊密な連携を図り、適

正な事務処理を行うこと。 

・「オンライン出願システム」による出願手続

き等について、本システムに係る説明動画及

び説明資料等の確認を徹底し、遺漏なきよう

実施すること。その際、役割分担等を明確に

した学校体制を確立するとともに、電子デー

タ等進路指導に係る情報について、適切に管

理を行うこと。 

 

 

・ 障がいのある生徒の卒業後の進路について

は、高等学校や支援学校で「ともに学び、と

もに育つ」教育を推進しており、さらには、

「高等学校における通級による指導」「知的

障がい生徒自立支援コース」、「共生推進教室」

及び「職業学科を設置する知的障がい高等支

援学校」等の多様な選択肢があることが生

徒・保護者に十分に伝わるよう、できるだけ

早期に様々な機会を通じて、情報提供を行う

こと。 

・ 障がいのある生徒の進路指導については、

管理職を中心とする校内体制の中で、進路指

導担当者と学級担任等が十分に連携し、学校

全体で対応すること。 

 

 

 

・ 当該児童・生徒の入国歴や家庭での使用言

語などの生活背景を把握するとともに、ＤＬ

Ａ等により測定した日本語能力に応じて個

別の指導計画を作成し、「特別の教育課程」

 自主性・自立性を育成するキャリア教育・進路指導の推進  13 

・ 校種間の引継ぎにあたっては、キャリア・パスポートを有効に活用し、中学校区で子どもの
変容を共有すること。 

・ 府主催「わくわく・どきどきＳＤＧｓジュニアプロジェクト」を有効に活用し、関連する行
事に参加するなど、キャリア教育の取組みの工夫を図ること。 

・ 調査書等進路指導に関する書類の作成にあたっては、組織的な体制のもと適切に行うこと。
その際、府教育庁作成の「調査書記載内容チェックリスト」等を活用すること。 

（１）キャリア教育・進路指導の充実 

（２）障がいのある生徒の進路指導の充実 

（３）日本語指導が必要な児童・生徒の進路

指導の充実〔一部再掲〕 
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を実施すること。 

・ 当該児童・生徒及び保護者に対して、学習

や進路等に関する適切な情報提供に努める

こと。その際、府教育庁Ｗｅｂページ「帰国・

渡日児童生徒学校生活サポート」の「学校生

活サポート」や「多言語版家庭学習教材」「進

路選択のために」等を活用すること。 

・ 高等学校等への進学に関して、入学者選抜

制度や受験上の配慮事項、申請手続き等、丁

寧な説明をすること。その際、各地区の「多

言語進路ガイダンス」を周知するとともに、

参加を働きかけること。 

・ 当該生徒の在留資格が「家族滞在」の場合、

奨学金の受給や就職、週 28 時間を超えたア

ルバイトができない等の制限がある旨を教

職員に十分認識させること。 

・ 高等学校卒業後、日本で就職を希望する外

国籍の生徒のうち、在留資格が「家族滞在」

である者が「定住者」または「特定活動」へ

変更が認められることについて、「高等学校

等卒業後に本邦で就職を希望する外国籍を

有する者の在留資格の取扱いの変更につい

て」等を参考にするなど、国の動きをふまえ、

適切に最新の情報を提供すること。 

 

 

・ 高校等授業料無償化制度の改正に関する内

容について、教職員が、生徒・保護者に対し

て必要な情報を提供できるよう努めること。 

・ 生徒が経済的理由により高校・大学進学等

を断念することなく、自らの能力や適性等に

合った進路を主体的に選択できるよう、教職

員自らが奨学金制度等の理解に努めるよう

指導すること。 

・ 奨学金等の活用や進路に関する情報交流等

について、市の奨学金相談窓口・関係機関と

の連携に努めるよう指導すること。生徒及び

保護者に対して、奨学金制度の趣旨や目的等

について十分理解させるとともに、将来返還

する意義と責任等についても自覚させるよ

う指導すること。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）奨学金制度等の周知・活用 

《参考資料》 

「奨学金等指導資料」（令和６年４月更新予定）大阪府 

「自立活動ハンドブック（中学校版）」（令和４年３月）大阪府 

「小学生キャリア教育の手引き」（令和４年 3 月）文部科学省 

「2025 年日本国際博覧会協会教育プログラム」（令和２年９月）大阪府 

「高等学校等卒業後に本邦で就職を希望する外国籍を有する者の在留資格の取扱いの変更につい
て」（令和２年３月）文部科学省 

大阪府公立高等学校支援学校検索ナビ「咲くナビ」 https://www.schoolnavi.osaka-c.ed.jp/ 

「大阪府版キャリア・パスポート」（令和２年１月）大阪府 

「大阪府キャリア教育リーフレット②キャリア教育の充実に向けて－キャリア・パスポートの活用
－」（令和２年１月）大阪府 

「大阪府キャリア教育リーフレット①キャリア教育を充実させるために」（平成 31 年３月）大阪府 

「学校における進路指導について」（平成 30 年５月）大阪府 

「中学生キャリア教育の手引き」（平成 23 年３月）文部科学省 

「進路選択に向けて」（多言語版、毎年度）大阪府 

https://www.pref.osaka.lg.jp/shochugakko/kikokutoniti-sapo/index.html 

「多言語による学校生活サポート情報」（平成 13 年３月～）大阪府 

https://www.pref.osaka.lg.jp/shochugakko/kikokutoniti-sapo/index.html 

https://www.schoolnavi.osaka-c.ed.jp/
https://www.pref.osaka.lg.jp/shochugakko/kikokutoniti-sapo/index.html
https://www.pref.osaka.lg.jp/shochugakko/kikokutoniti-sapo/index.html
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予測困難な社会の変化に主体的に関わり、課題をみつけ、解決していこうとする力を育むため、

探究的な学習の推進に取り組むことが必要である。 

 

 

 

 

 

【取組み項目】 

 

・ 

・ 生活や社会における課題等を追究・解決す

る活動においては、見学や調査等、人々や社

会と関わる体験活動を積極的に取り入れ、社

会の一員であることを実感できるよう活動

を工夫すること。 

・ 探究的な学習活動においては、児童・生徒

が多様な情報を活用し、異なる視点で意見を

交流して互いの考えを深めるなど、協働して

取り組む学習活動となるよう工夫して指導

すること。 

 

 

・ 主体的に社会に参画する意識を醸成するた

めに、児童・生徒が学級や学校の課題を見 

いだし、よりよく解決するため話し合って合

意形成を図るような活動を充実させること。

また主体的に組織をつくり役割分担して協

力し合うなど、学級活動や、児童会・生徒会・

委員会活動等を通じて子どもの自主活動を

推進すること。 

・ 子どもたちがよりよい社会をめざし、身近

な家族から、学校、地域へと、自分と社会と

の関わりを広げながら学習や経験を積み重

ね、主体的に社会に参画する力の基盤が身に

つけられるよう、主権者教育の充実を図るこ

と。その際、府が作成した「民主主義など社

会のしくみについての教育」の活用に努める

こと。 

 

・ 生活科や総合的な学習の時間、特別活動を

はじめ、各教科等、学校の教育活動全体を通

して体験活動の充実を図ること。 

・ 体験活動にあたっては、子どもたちが主体

的に取り組むことのできる活動を工夫する

こと。また地域の教材を積極的に活用すると

ともに、地域の課題に取り組んでいる企業等

と連携し、体験を通じての学びに努めること。 

・ 学校で動物を飼育する場合は、日本初等理

科教育研究会発行「学校における望ましい動

物飼育のあり方」等を活用し、獣医師と連携

して適切な飼育を行うこと。 

 

 

 

・ 府の「わくわく・どきどきＳＤＧｓジュニ

アプロジェクト」を参考にして、社会や地域

の課題の解決に向けてアイデアを考え、企業

等からアドバイスをもらう「アイデアミーテ

ィング」や企業等による出前授業、また、企

業等からの課題提示により、他者と協働して

解決案を考えるなど、課題解決型の学習を充

実させること。 

 

 

・ 各教科や総合的な学習の時間、特別活動を

通じて、環境教育を推進すること。その際、

地球規模で生じている環境問題や持続可能

な社会の実現について、子どもたち一人ひと

りが自分事として捉え、主体的に行動するた 

（５）環境教育の充実 

 社会とつながる学習活動の推進  14 

・ 子どもたちが、生活や社会における課題を見出し、自分たちにできることを多様な人々とつ
ながりながら考え、行動する力を養うことができるよう、学習活動また特別活動も工夫するこ
と。 

・ 「いのち輝く未来社会のデザイン」をテーマとしてＳＤＧｓの実現に向けて探究的に学習す
る、「2025 年日本国際博覧会協会教育プログラム」を活用すること。 

（１）探究的な学習の充実 

（２）主体的に社会に参画する力を育む指導

の充実 

（３）体験活動の充実 

（４）「わくわく・どきどきＳＤＧｓジュニ 

アプロジェクト」の活用 
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めの意欲や態度を育むこと。そのために、身

近な地域の課題について考えることができ

るよう、地域や関係機関と連携し、環境教育

の充実を図ること。 

 

 

・ 小学生すくすくウォッチにおける教科横断

型問題「わくわく問題」を活用し、児童・生

徒に学びが社会とつながる実感や、探究した

ことを実際の生活に役立てる意識をもたせ

ること。その際、「小学生すくすくウォッチ

指導参考資料」等も参考に、課題に対する具

体的な解決方法を話し合ったり考えたりす

るなど、身近な問題から現代社会の諸問題に

ついて、探究的な学習を行うこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６）小学生すくすくウォッチ「わくわく 

問題」の活用 
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大阪の子どもたちをめぐる様々な現状に対する支援については、スクールカウンセラーやスク

ールソーシャルワーカー、スクールロイヤー等の専門家や福祉機関、地域関係機関等との連携を

図ることが重要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【取組み項目】 

 

・ 相談室での個別面談のみならず、ケース会

議におけるコンサルテーションやスクリー

ニング等の早期対応への関わり、児童・生徒

へのいじめ防止教育やＳＯＳの出し方に関

する教育を含む自殺などの予防教育等の支

援をスクールカウンセラーが行うよう各校

での連携を進めること。また、生徒指導に関

する会議やいじめ不登校対策委員会への出

席、校内や校区のケース会議への参加や、専

門性を活かした教職員への助言等について

スクールカウンセラーが担うよう各校での

連携を進めること。 

 

 

・ ケース会議等における事前の情報整理や、

福祉的観点による見立てや支援をスクール

ソーシャルワーカーが行うよう各校での連

携を進めること。その際、必要に応じて、ス

クールソーシャルワーカーと協力しながら

関係機関との調整や働き掛け等を行うこと。 

 

・ 学校が直面している事案の中で、子どもの

最善の利益をふまえた法的な見地からの助

言や、深刻化防止に関わる法的な相談につい

ては、スクールロイヤーを活用すること。ま

た、教職員対象の研修、児童・生徒を対象と

した法的な観点でのいじめ防止教室を実施

する場合等に府のスクールロイヤーの活用

も検討すること。 

 

 

・ 各学校においては、スクリーニングなどに

より収集した情報や生徒指導上の課題につ

いて、早期の段階からスクールカウンセラー

やスクールソーシャルワーカー等専門家に

よる見立てを深め、多様なプランニングにつ

なげること。また、深刻化する前に教育委員

会に報告し、連携して対応にあたること。 

・ 地域リソースの情報を各学校で共有すると

ともに、地域リソースとの連携が必要となる

支援の場面や方法等について専門家との連

絡会等において深めるよう努めること。 

 

 

・ 警察や少年サポートセンターとの連携にあ

たっては、学校・警察相互連絡制度等を活用

し、必要に応じて情報交換や相談等を行い、

 子どもたちの安全・安心を支えるための多職種連携 
 15 

・ 児童・生徒の状況把握にあたっては、アンケートや１人１台学習者用端末の活用、スクリー
ニング等を実施するなどし、スクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカー等、専門家
との協働により、きめ細かな実態把握に努めること。 

・ 具体的な支援に取り組むにあたっては、ケース会議等において専門家と共に多角的に見立て
を深めること。そのうえで、校内組織において役割分担を明確にして、支援に向けた方針を立
てるとともに、必要に応じて支援計画の見直しを図ること。 

・ 児童・生徒の支援にあたっては、子どもや保護者のニーズを含めた見立てに基づき、必要に
応じて福祉等関係機関や警察、地域のＮＰＯ等の支援機関との連携を行い、定期的に状況把握
に基づいた支援方法の見直しを図ること。 

・ 児童・生徒のニーズに応じた支援につなげるため、スクールソーシャルワーカー等を活用し、
日常的に地域リソースを把握し、各機関との連絡方法等を確認するなど支援体制の構築を行っ
ておくこと。 

（１）スクールカウンセラーについて 

（５）関係機関について 

（２）スクールソーシャルワーカーについて 

（３）スクールロイヤーについて 

（４）多職種連携について 
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児童・生徒の非行の未然防止やいじめ問題へ

の対応等、生徒指導事案の深刻化を防ぐこと。 

・ 発達上の課題や心身の健康課題等による医

療機関との連携については、保護者との信頼

関係を築いたうえで、養護教諭やスクールカ

ウンセラー等とともに、学校で行うべき指導

や支援を明確にしながら進めること。 

・ 子どもの支援のための連携先として把握し

たＮＰＯ法人や子ども食堂等の支援機関に

ついては、地域で子どもの見守りが進むよ

う連携を図ること。 

・ 各関係機関との連携は、事案発生時のみな

らず、担当者同士が定期的に情報交換する場

を設ける等、日頃からの関係づくりを大切に

すること。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

《参考資料》 

「こども基本法」（令和５年４月施行） 

「いじめ問題への的確な対応に向けた警察との連携等の徹底について」（令和５年２月） 

文部科学省 

「効果的な児童生徒支援のために～専門家多職種連携のてびき」（令和５年２月）文部科学省 

「生徒指導提要」（令和４年 12月）文部科学省 

「ヤングケアラーの早期発見・把握と支援に向けた取組み」（令和３年９月）大阪府 

人権教育リーフレット２「子どもの虐待①改訂版」（令和３年３月）大阪府 

「大阪府子ども総合計画（第二次大阪府子どもの貧困対策計画）」（令和２年３月）大阪府 

「子どもたちの輝く未来のために～児童虐待防止のてびき～要点編」（令和元年 12 月）大阪府 

「学校・教育委員会等向け虐待対応の手引き」（令和元年５月）文部科学省 

「学校、保育所、認定こども園及び認可外保育施設から市町村又は児童相談所への定期的な情

報提供について」（平成 31 年２月）内閣府、文部科学省、厚生労働省 

「児童虐待防止対策に係る学校等及びその設置者と市町村・児童相談所との連携の強化につい

て」（平成 31 年２月）内閣府、文部科学省、厚生労働省 

「『児童虐待防止対策の強化に向けた緊急総合対策』の決定について」（平成 30年７月） 

文部科学省 

「一時保護等が行われている児童生徒の指導要録に係る適切な対応及び児童虐待防止対策に

係る対応について」（平成 27年７月）文部科学省 

人権教育リーフレット９「子どもの虐待②」（平成 27年３月）大阪府 

「子どもたちの輝く未来のために～児童虐待防止のてびき～」（平成 23 年３月改訂）大阪府 
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子どもたちの学びや成長を支えるため、地域と学校園が連携・協働して行う「教育コミュニ   

ティづくり」をより一層推進することが必要である。 

 

 

 

 

 

【取組み項目】 

 

 

・ これまでの成果をふまえ、学校支援活動や

おおさか元気広場、家庭教育支援など、地域

の実態に応じた取組みの継続と充実を図り、

活性化に努めること。 

・ 地域と学校が連携・協働する体制づくりを

より一層推進するため学校運営協議会を活

用した学校運営体制の充実に努めること。 

・ すべての学校区で、学校支援ボランティア

等の仕組みを活用して、保護者や地域の人が

学校における教育活動や様々な活動に参加

してくれる環境づくりを促進し、地域ととも

にある学校づくりを進めること。 

 

 

 

 

 

・ 社会に開かれた教育課程の実現に向け、各

小中学校に設置している学校運営協議会の

機能を活かし、各学校において学力向上や体

験活動、キャリア教育や不登校等、各学校の

教育方針や課題解決に向けた教育活動の質

的向上を図ること。 

 

 

 

・ 「地域とともにある学校づくり」の視点か

ら、学校運営協議会の成果と課題を整理し、

その取組みをさらに充実させること。 

・ 適切かつ多様な委員の人選や委員の当事者

意識を高める工夫等を行い、当該組織の活性

化に努めること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

教育コミュニティづくりの推進  16 

・ 社会に開かれた教育課程の実現に向けて、学校運営協議会において各校の課題に応じて協議
し、地域とともにある学校運営体制のさらなる充実を図ること。 

・ 教育コミュニティづくりの推進に当たっては、学校や地域の実態等に応じた取組みの継続と
充実を図ること。 

（１）教育コミュニティづくりの活性化 （２）学校運営協議会の充実 

（３）地域とともにある学校づくりに係る 

組織のさらなる充実 
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第５章 力と熱意を備えた教員と学校組織づくり 
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各学校の特色や状況をふまえつつ長時間勤務の縮減に向けた取組みを進め、教職員の在校等時

間管理及び健康管理を徹底するとともに、教職員一人ひとりの意識改革を推進するなど、教職員

の「働き方改革」に取り組むことが重要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【取組み項目】

 

 

・ 教職員の在校等時間管理については、関係

法令及び規則に基づき、適切に行うこと。 

・ 教職員に時間外又は休日勤務を命じる場合

には、法令その他の規則等（特に教育職員に

あっては給特法第７条に基づく業務量の適

切な管理等に関する指針、事務職員にあって

は労働基準法第 36 条）に基づき、適切に行

うこと。 

・ 各校の特色や状況に応じた長時間勤務の縮

減に向けた取組みを適切に行うこと。 

 

 

・ 教員の学校部活動の指導等について、教員

の負担が過度にならないように、業務改善及

び勤務時間管理等を行うこと。 

 

 

 

・ これまで実施してきた経緯や目的を踏まえ、

教育的価値が損なわれることのないよう、十

分に留意しながら、真に必要な学校行事とな

るよう、実施内容等について見直しを行うこ

と。 

 

 

 

・ 休憩時間を取得しやすい環境づくりに努め

ること。また、校長は休憩時間を明示し当該

時間に取得できない場合には、他の時間帯に

与えるなど、適切な対応をとること。 

 

 

・ 労働安全衛生法令に基づき、教職員の健康

の保持増進と快適な職場環境形成の観点か

ら、安全衛生委員会等の活性化のほか、職員

の意見を聴くための機会を設けるなど、労働

安全衛生管理体制をより充実させること。 

・ 労働安全衛生法及び労働 安全衛生規則に

基づき、教職員の勤務時間を客観的な方法等

により把握し、時間外在校等時間が月 80 時

間を超えた職員については、本人及び市教育

委員会を通じた産業医への情報提供や面接

指導等を適切に行うこと。 

・ ストレスチェックを適切に実施するために、

その趣旨である「メンタルヘルス不調の一次

予防の強化」と「集団分析による職場環境改

善」（実施する場合）について職員に周知し、

ストレスチェックの受検推奨に努めること。 

・ 教職員の心身の健康増進・メンタルヘルス

の予防のために、公立学校共済組合大阪支部

学習指導要領の確実な実施  １  自主性・自立性を育成するキャリア教育・進路指導の推進  14  17 働き方改革  17 

＜ポイント＞ 
○ 学校の業務改善方針や計画の策定 
○ 適正な在校等時間管理の徹底 
○ 会議等の縮減 
○ 校長のマネジメント 
○ 外部人材の活用 
○ 「全校一斉退庁」「ノークラブデー」等の徹底 
○ ICT を活用した校務運営の効率化 
○ 外部機関等との協力 
○ 労働基準法第 36条に基づく協定の締結及び労働安全衛生体制の充実 

 

（１）在校等時間管理について （４）休憩時間について 

（５）労働安全衛生体制の充実 

（２）部活動の取組み 

（３）教育的意義や教育的価値を達成する 

学校行事の実施 
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が設置している「大阪メンタルヘルス総合セ

ンター」における相談事業（セルフケア・ラ

インケア）、研修事業及び復職支援事業を積 

 極的に活用すること。 
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社会が急速に発展し、生成 AI等の新たな技術が普及しつつある中で、教員は高度な専門職とし

て主体的・継続的に新たな知識・技能の習得に取り組むことが不可欠である。また、管理職自ら

が自身の資質・能力の向上を図りながら、一人ひとりの教員に応じた研修等の受講奨励などを通

じて教員、とりわけ次代の管理職・ミドルリーダーの育成を進めることが必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【取組み項目】 

 

 

・ 教職員が教育に携わる公務員としての責務

を自覚し、府民の信頼に応えられるよう、児

童・生徒に敬愛される豊かな人間性を培うこ

と。 

・ 社会の変化に対応するための知識・技能や

国際社会で必要とされる資質・能力等の向上

を図るよう努めること。 

・ 教職員が研修等を通じて自らの人権感覚を

高め、人権問題を正しく理解するとともに、

差別を許さない姿勢を身に付けること。 

 

 

・ すべての教職員が、法令等の遵守など教育

公務員としての自覚を一層高めるため、校内

研修等の充実を図ること。 

・ 教職員が日々の研究と修養に努めるととも

に、相互に資質を高め合う職場環境づくりに

努め、指導力の向上を図ること。 

 

 

・ 若手教職員の学校運営への参画を促進し、

首席・指導教諭等・将来の管理職やミドルリ

ーダーとなる教職員の養成に努めること。 

 

 

・ 府教育センターの研修や校内研修等を効果

的に活用し、継続的な人材育成に取り組むこ

と。 

・ 校内研修においては、府教育センター等で

実施する研修等を受講した教職員に、その内

容を実践させたり、積極的に研修会の講師と

して活用すること等により、学校全体の教育

活動に還元するよう努めること。また、指導

教諭や社会人講師等を有効に活用すること。 

・ 長期自主研修支援制度等を利用した自主的

な研修においても、その目的と、研修後の成

果が教育活動に還元されていることが保護

者等に理解されるよう努めること。 

 

 

・ 国や府における新たな動きや学習指導要領

の趣旨、各学校の課題等をふまえ、明確な研

修目標を設定し、計画的に実施することによ

り、研修の充実を図ること。 

・ 初任者をはじめとする教職経験年数の少な

い教員の育成に当たっては、「大阪府教員等

研修計画」や「初任者等育成プログラム」を

ふまえて、学校との連携を十分に図りながら

教職員の資質・能力の向上  18 

・ 「大阪府教員等研修計画」及び研修履歴の記録を活用して、管理職等による研修の受講奨励
を含む適切な指導助言を行うことや、日常的なＯＪＴを推進することにより、初任期からミド
ルリーダー・次代の管理職に至るまで、系統的に育成すること。 

・校内研修はもとより、あらゆる機会を活用し、教職員に求められる基礎的素養である人権感覚
や人権意識の育成に努めること。 

・ 府教育センター、市教育委員会実施のＩＣＴ活用に係る研修等を活用し、校内において好事
例を共有するなど、すべての教職員のＩＣＴ活用指導力の向上を図ること。 

・ 首席・指導教諭等については、学校や地域の実情に応じ、その有効活用を図ること。 
・ 「小・中学校リーディング・ティーチャー養成研修」等の府教育センターの研修や市教育委

員会・校長会主催「リーダー研修」等を活用し、校内において学校組織マネジメントの経験を
積ませるなど、次代の管理職の養成に努めること。 

（１）教職員の豊かな人間性 

（２）教職員相互に高め合う職場環境づくり 

（３）若手教職員の育成 

（４）研修成果の還元 

（５）研修の計画的な実施 
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その体制づくりを行い、組織的・継続的な育

成に努めること。 

・ 教職経験年数の少ない教員については、そ

れぞれの課題に応じ、適切な個別支援を行う

とともに、「自己評価シート」等を活用して

計画的に研修を実施すること。また、子ども

に寄り添い向き合う学習指導や生徒指導等

ができるなど、公教育に携わる者としての資

質向上を図ること。 

 

・ 計画的な研修の実施等に加えて、首席や指

導教諭等を活用した日常的なＯＪＴを推進

することにより、教職員全体の指導力向上に

努めること。その際、教職経験年数の少ない

教員の育成については、メンタリングを活用

するなど学校全体でチームとして取り組む

こと。 

・ 児童・生徒の情報活用能力の育成や、「主

体的・対話的で深い学び」の実現に向け、府

教育センター実施のＩＣＴ 活用に係る研修

等を活用し、校内において好事例を共有する

など、すべての教職員のＩＣＴ活用指導力の

向上を図ること。 

・ 教職員の指導力向上の取組みを進めるに当

たっては、府教育委員会作成の資料、府教育

センターのカリキュラムＮＡＶｉプラザに

よる学校支援等を積極的かつ効果的に活用

すること。 

 

・ 女性教職員が校務の要や首席・指導教諭等、

将来の管理職等を担えるよう計画的な人材

育成に努めること。 

 

 

・ 「教職員の評価・育成システム」の円滑な

実施により教職員の意欲・資質・能力の向上

と学校の活性化に努めること。 

・  校長は、年度当初に学校の教育目標や経営

方針等の説明を行い、その周知を行うととも

に、教職員へのシステムの説明（評価結果が

給与（昇給・勤勉手当）へ反映されることを

含む）を行うこと。 

・  校長は、日頃から全教職員の職務遂行状況

の的確な把握・記録と日々の指導助言に努め

るとともに、評価に当たっては、寛大化・中

心化等に留意し、評価基準に照らして適正に

行うこと。また、授業を行う教員の評価は、

生徒又は保護者による授業アンケートの結

果をふまえるとともに、教員の授業観察を行

うなど、より客観性を確保した評価を行うこ

と。 

・ 校長は、日常から教職員との意思疎通を図

るとともに、適切な指導助言を行い、教職員

の育成に努めること。また、校長は、被評価

者に対し評価結果を年度内に開示して次年

度に向けた動機づけを行うこと。 

 

・ 教育公務員特例法第 22 条第２項に基づく

「勤務場所を離れて行う研修（いわゆる承認

研修）」については、法の趣旨をふまえ、研

修としてふさわしい内容、意義を有すること

はもとより、府民から十分理解が得られるよ

う適切な運用を行うこと。 

・ 特に、承認に当たっては、関係通知を参考

に、適正な事務手続きをとること。 

 

・ 次世代育成支援対策推進法に基づき策定さ

れる「大阪府教育委員会特定事業主行動計画」

の趣旨もふまえ、仕事と生活の調和(ワー

ク・ライフ・バランス)の実現に向けた支援、

男性を含めた働き方の見直し等について、年

次休暇や子育てのための休暇・休業等の取得

促進や育児休業からの復帰支援など適切な

対応を行うこと。 

・ 職員またはその配偶者が妊娠し、または出

産したことその他これに準ずる事実の申し

出があった場合は、当該教職員に対して「個

別周知・意向調査書」や「子育て教職員サポ

ートシート」を交付する等、育児休業に関す

る制度等を知らせるとともに、育児休業の承

認の請求に係る当該職員の意向を確認する

（６）教職員全体の指導力向上 

（８）評価基準をふまえた適正な評価と教職

員の育成 

（９）承認研修について 

（10）次世代育成について 

（７）女性教職員の登用 
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ための面談等の措置を講ずること。 

・ 母性保護及び育児に係る休暇制度等につい

ては、全教職員への周知を図るとともに、父

親となる教職員が配偶者の出産や育児に積

極的に関わるための休暇・休業等取得促進に

努めること。特に、「配偶者の育児参加休暇」

については、対象となる全男性職員が取得で

きるよう配慮すること。また、「育児休業」

についても、男性職員が取得しやすい環境づ

くりに努めること。 

 

 

・ 女性の職業生活における活躍の推進に関す

る法律に基づき策定された「公立学校におけ

る特定事業主行動計画（2021）」の趣旨をふ

まえ、継続就業及び仕事とプライベートの両

立支援、教職員の働き方改革等を推進するた

め、育児や介護のための休暇・休業等や年次

休暇の取得しやすい環境づくりに努めるこ

と。 

・ 教職員の能力育成と資質向上のため、性別

に関わらず多様な職務に従事する機会の付

与に努めるとともに、育児休業からの復帰支

援や研修への参加促進等、女性教職員の意欲

向上に努めること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（11）女性活躍の推進について 

《参考資料》 

「ミドルリーダー育成プログラム」（毎年度）大阪府 

「教職員人権研修ハンドブック」（令和６年３月改訂予定）大阪府 

「初任者等育成プログラム」（令和６年３月改訂予定）大阪府 

「大阪府教員等研修計画」（令和５年３月改訂）大阪府 

「公立学校における特定事業主行動計画（2021）」（令和３年４月）大阪府 

「教職員の評価・育成システム 手引き」（令和３年３月改定）大阪府 

「次世代の教職員を育てる ＯＪＴのすすめ」（令和３年３月改訂）大阪府 

「大阪府教育委員会特定事業主行動計画（府立学校編）の策定について」（令和２年 10 月）大阪府 

「授業アンケートの手引き ～『教職員の評価・育成システム』で活用するために～」 

（令和２年３月）大阪府 

「メンタリング・ハンドブック」（令和２年３月改訂）大阪府 

「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律等の一部を改正する法律」（令和２年１２月） 

大阪府 

「次世代を担う教員の育成のために」（平成 18 年７月）大阪府 

教育公務員特例法第 22 条第２項 

次世代育成支援対策推進法（平成 15 年７月） 
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校長のリーダーシップのもと、教職員等が互いに学びあい育ち合う同僚性を高めつつ一体とな

って、学校組織のマネジメントを進めていくことが重要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【取組み項目】 

 

 

・ 教職員、それぞれの分野や組織運営等に専

門性を有する多様な外部人材や専門スタッ

フ等とがチームとなり、組織的・協働的に取

り組むように努めること。 

・ 機能的な学校運営を進めるために、校務分

掌の見直しや教職員の事務負担軽減等の取

組みを推進すること。 

 

・ 学校運営の改善に当たっては、学校教育自

己診断を活用した自己評価を実施し、目標の

達成度や計画の進捗状況について自ら点

検・評価を行うとともに、学校関係者評価等

により、保護者や地域住民等の意見を生かす

よう努めること。 

 

 

 

・ 児童・生徒の実態等をふまえた実効性の高

い計画に基づく教育実践を行うために、ＰＤ

ＣＡサイクルに基づいた学校経営を推進す

ること。 

・ 学校評価の実施に当たっては、評価項目を

見直したり、ＩＣＴを活用し効率化を図るな

ど、その実効性を高めるよう努めること。 

・ 評価結果等については、学校のＷｅｂペー

ジでの公表等、保護者等に対して周知を図る

こと。 

 

・ 法定表簿等（指導要録抄本、調査書を含む）

に関する事務及び証明書交付事務を適切に

行うこと。 

・ 法定表簿及び学校が交付する証明書等にお

いて、児童・生徒の名前等は原則として指導

要録に基づき記載すること。 

 

 

 

 

学校の組織力の向上  19 

・ 学校運営にあたって、学校経営方針や教育目標等を教職員に周知し共有化を図るとともに、
今日的な課題への対応を視野に入れ、様々な職種の専門性が発揮できる校内組織体制となるよ
う見直しを図ること。 

・ マネジメントを進めるにあたっては、目標を明確にし、教職員の心理的安全性を確保すると
ともに、教職員一人ひとりの良さが発揮できるよう、経歴・背景の多様性を考慮すること。 

 
（関連する校内組織体制） 

⇒○学校教育活動の質の向上を図るカリキュラム・マネジメントの充実 
 ○学力向上に向けた組識的な取り組み 
○不登校、ヤングケアラーやいじめ・暴力行為等への対応 

 ○子どもたちの生命、身体を守るための相談体制 
○災害、感染症等への対応 

（２）学校評価の充実 

（３）法定表簿等の適正な記載 

（１）機能的な学校運営 
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公立学校の教職員は、公教育の場にあって、個人の尊厳を尊重する精神や、規範意識を持って、

直接、児童・生徒を指導するという職責に鑑み、日頃から自重自戒し、厳正な服務規律を保たな

ければならない。しかしながら、教職員による不祥事が後を絶たず、教職員全体に対する社会の

信頼を揺るがしかねない事態となっている。このため、管理職はもとより教職員の服務規律の徹

底を図るべく、あらゆる機会を活用し、不祥事の防止・根絶に向けて、取り組むことが必要であ

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【取組み項目】 

 

 

 

 

・ 児童・生徒を守り育てる立場にある教員

は、公務員として、児童・生徒への性暴力

等は絶対に行ってはならない。児童・生徒

へわいせつな行為を行った場合、同意の有

無、被害児童・生徒が自校か他校の所属で

あるかを問わず、原則懲戒免職となること

を周知すること。 

・ たとえ、わいせつな行為に至らなくても、

性的な言動（わいせつな発言、不要な身体

接触等）や SNS 等による私的なやり取りを

行った場合は、「職員の懲戒に関する条例」

に基づき、厳しい処分が行われることがあ

ることを周知すること。 

 

 

・ 教育に携わる公務員としての自覚のもと、

飲酒運転は絶対に行わないよう、指導の徹

底に努めること。 

・ 飲酒運転を行った教職員に対しては、「職

員の懲戒に関する条例」に基づき、懲戒免

職又は停職とするほか、飲酒運転をするこ

とを知りながら飲酒を勧めた教職員に対し

ても、懲戒免職、停職又は減給とされる旨

を周知すること。 

・ 飲酒運転を容認・黙認した教職員につい

ても、厳しい処分が行われる旨を周知する

こと。 

・ なお、令和６年 11 月から道路交通法改正

に伴い、自転車による飲酒運転及びながら

運転等が厳罰化されたことから、併せてそ

の旨周知を行うこと。 

 

 

・ 教職員に、条例、規則で定められた勤務

時間を遵守させるとともに、教育に携わる

公務員として、保護者・地域から誤解を招

くことのないよう職務に専念させること。 

・ 休暇等の承認に当たっては、取得要件は

もとより、制度の趣旨・意義をふまえると

ともに、適正な事務手続きをとるよう指導

【取組みの重点】 
・ 不祥事の発生を予防し、未然防止を図るため、「不祥事防止に向けたワークシート集」や過

去事例、その他の関係資料等を活用し、校内研修において教職員が不祥事予防について自ら考
える機会を積極的に設けるなど、一層の服務規律の確保を図ること。 

・ 特に、教育職員等による児童生徒性暴力等については、法律や国・府・市の指針に基づき防
止に向けた取組みを行うこと。 

・ 事案が生起した場合には、校長が事実関係を的確に把握し、速やかに市教育委員会へ報告す
るとともに、校内の指導体制を点検し、再発防止に取り組むこと。 

・ 児童・生徒に対する体罰、性的な言動（わいせつな発言、性的な内容の電話、性的な内容の
手紙又は電子メールの送付、身体的接触、つきまとい等）、また、痴漢、盗撮、窃盗行為、麻
薬・覚醒剤の所持や使用等を含めた不祥事を発生させた教職員に対しては、「職員の懲戒に関
する条例」に基づき厳しい処分が行われる旨を周知すること。 

不祥事の防止 

（２）飲酒運転について 

（３）服務監督について 

 20 

（１）児童・生徒に対する性暴力等について
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すること。特に短期介護休暇、子の看護休

暇、勤務時間の割振り、配偶者の出産休暇

及び配偶者の育児参加休暇についても適正

な運用を行うこと。また、病気休暇につい

ては、関係通知等を参考に、より一層厳正

な運用を行うこと。 

・ 部活動指導等に従事した場合の教員特殊

業務手当の支給に当たっては、支給要件を

ふまえ、適正な運用を行うこと。 

・ 職務専念義務に違反した者、休暇等を不

正に取得した者及び教員特殊業務手当を不

正に受給した者に対しては、「職員の懲戒に

関する条例」に基づき、厳しい処分が行わ

れる旨を周知すること。 

 

 

・ 職員の自家用自動車等を使用しての通勤

認定をする場合には、適正な認定事務を行

うこと。 

・ 通勤届出以外の通勤方法による通勤につ

いては、通勤手当の不正受給にあたる場合

もあることから、厳に慎むこと。 

・ 通勤手当が支給されている職員に対する

事後確認については、関係通知を参考にし、

適正な確認を行うこと。 

・ 通勤手当の不正受給をした者に対しては、

「職員の懲戒に関する条例」に基づき、厳

しい処分が行われる旨を周知すること。 

 

 

・ 教職員はその職務の重要性を自覚し、兼

職・兼業は自粛すること。 

・ 例外的に兼職・兼業を行う場合にあって

も、地方公務員法、教育公務員特例法の定

めを遵守し、事前に所要の手続きを経るこ

と。 

・ 兼職・兼業に定める法令に違反した者に

対しては、「職員の懲戒に関する条例」に基 

づき、厳しい処分が行われる旨を周知する

こと。 

 

 

・ 教職員の服務規律の確保については平素

から指導の徹底を図るとともに、万一、教

職員の服務義務違反が生じた場合は、速や

かに、かつ的確に、事実関係を把握し、市

教育委員会に報告すること。 

 

 

・ 教職員の旅費に関する条例の規定による

「旅行」については、適法な旅行命令によ

り行われた出張に要した交通費、車賃、宿

泊料等について当該出張をした職員に支給

するものであり、交通手段等の虚偽申請に

よる旅費の不正受給においては厳に慎むこ

と。 

・ 旅費の不正受給をした者に対しては、「職

員の懲戒に関する条例」に基づき、厳しい

処分が行われる旨を周知すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）通勤について 

（５）兼職・兼業について 

（６）教職員の服務規律の確保について 

（７）適正な旅費申請ついて 
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《参考資料》 

「教科書採択における公正確保の徹底等について」（毎年） 

「教職員の綱紀の保持について（通知）」（令和６年７月）大阪府 

「教育職員等による児童生徒性暴力等の防止等に関する基本的な指針」（令和４年３月） 
 文部科学省 

「交通用具の使用による通勤認定事務等の適正化に係る取扱いについて」（令和４年３月改正） 
大阪府 

「通勤手当不正受給防止の徹底について」（令和３年８月）大阪府 

「大阪府教育委員会綱紀保持指針」（令和３年３月改正）大阪府 

「通勤手当の事後の確認について」（令和５年９月改正）大阪府 

「児童・生徒に対する性暴力等の禁止の徹底について（通知）」（令和６年８月） 

「児童・生徒に対するわいせつ行為等の防止に係る指導の徹底について（通達）」（令和４年９月）大阪府 

「児童・生徒とのＳＮＳ等による私的なやり取りの禁止について（通知）」（令和２年 12 月）大阪府 

「不祥事予防に向けて 自己点検≪チェックリスト・例（改訂版）≫」（令和６年３月改訂）大阪府 

「通勤手当の支給方法について」（令和２年２月改正）大阪府 

「不祥事防止に向けたワークシート集」（令和６年３月）大阪府 

「自家用自動車等の使用による通勤認定事務等の適正化について」（令和６年３月改正）大阪府 

「営利企業等の従事制限の許可に関する取扱いについて」（平成 28 年３月改正）大阪府 

「通勤認定の取扱いについて」（令和６年３月）大阪府 

「病気休暇の承認手続きの見直しについて」（令和６年 10 月）大阪府 

「大阪府教育委員会服務指導指針」（平成 24 年 11 月改正）大阪府 
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体罰、セクシュアル・ハラスメントは、児童・生徒の人権を著しく侵害し、生涯にわたって重

大な影響を与える行為であり、絶対に許されないことであると改めて理解・認識するとともに、

その防止・根絶に向けて実態把握や相談体制の充実等組織的に取り組む必要がある。 

 

 

 

 

 

 

【取組み項目】 

 

 

・ 児童・生徒に体罰を加えることは、児童・

生徒の人権を侵害する行為であり、教員とし

ての指導力の不足を表していることを十分

に認識させること。 

・ 体罰は、学校教育法第 11 条において禁止

されているだけでなく、傷害、暴行等の刑法

犯罪であり絶対に許されないことであるこ

とを認識させること。 

・ 各校において、児童・生徒理解に基づく指

導のあり方等について理解を深めるための

研修を実施する等し、児童・生徒の問題行動

に対して体罰に頼らない適切な指導に努め

ること。 

・ 指導が困難な児童・生徒の指導を特定の教

員だけに任せきりにしないようチームによ

る支援体制を構築すること。 

・ 先入観や憶測による指導、また自分本位の

指導観や画一的な指導に陥ることなく、他の

教職員と連携して指導にあたること。 

・ 指導等を行う際には、できるだけ密室とな

るような場所を避けるとともに、可能な限り

複数の教員で行うよう努めること。 

 

 

 

・ 関係法令等の施行をふまえ、児童・生徒に

対するセクシュアル・ハラスメントやわいせ

つ行為は、重大な人権侵害であり性暴力であ

ること、また、相手がセクシュアル・ハラス

メントを受けたと捉えた時点でセクシュア

ル・ハラスメントになることを教職員により

一層認識させること。 

・ 教職員と児童・生徒との関係においては、

対等ではなく指導する立場であり、その影響

力は強いものであることを自覚し、児童・生

徒とのメールやＳＮＳ等の使用、または直接

２人きりで会うなど、指導に関係のない私的

なやりとりは行わないこと。 

・ 「性的指向・性自認」をからかったり、い

じめの対象にしたり、不必要な身体接触をし

たりすることもセクシュアル・ハラスメント

であることを教職員に十分認識させるとと

もに、教育活動における自らの行動を常にふ

り返らせること。 

また、児童・生徒間で「性的指向・性自認」

をからかったり、いじめの対象にしたりする

ことなどがあるときは、適切に指導すること。 

・ 定期健康診断等の実施に当たっては、「児

童生徒健康診断の実施におけるセクシュア

ル・ハラスメント等の防止について」を参考

に実施方法等の評価・点検を行うこと。とり

わけ、障がいのある児童・生徒においては、

指導や介助方法における留意点の再点検を

行うこと。 

・ 防止及び早期発見のため、児童・生徒や教職員へのアンケートを実施する等、積極的に実態
を把握するよう努めること。 

・ 児童・生徒を精神的に追い詰めることにつながる必要のない注意や過度の叱責を繰り返さな
いこと。 

・ 児童・生徒や保護者に、確実に校内及び校外の相談窓口の情報が伝わるよう工夫すること。 
・ 体罰やセクシュアル・ハラスメント、わいせつ行為等が生起した際には、被害児童・生徒の

救済と心のケアを最優先し、速やかに市教育委員会及び関係機関と連携を図り、組織的かつ厳
正に対応すること。 

 体罰、セクシュアル・ハラスメント防止の取組み  21 

（１）体罰防止の取組み 

（２）セクシュアル・ハラスメントやわいせ

つ行為等性暴力行為の防止の取組み 
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・ セクシュアル・ハラスメントやわいせつ行

為が生起した場合には、二次被害を起こさな

いよう配慮しながら事実確認を丁寧に行い、

被害者の立場に立った事象の解決を図るこ

と。また、背景・要因を分析し、校内研修や

組織体制の見直し等、再発防止につなげるこ

と。併せて、児童・生徒に対しては、「生命

（いのち）の安全教育」（文部科学省）の資

料等を活用するなどにより、自身の身体や心

を大切にする教育を充実させること。 

・ 教職員と児童・生徒との不適切な交際につ

いては、「職員の懲戒に関する条例」に基づ

き厳しい処分が行われる旨周知すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

《参考資料》 

「児童・生徒に対するわいせつな行為の禁止の徹底について」（令和４年９月）大阪府 

「教育職員等による児童生徒性暴力等の防止等に関する基本的な指針の策定について」 

（令和５年７月改訂）文部科学省 

「教職員等による児童生徒等に対するセクシュアル・ハラスメント等の防止に向けた取組み」 

（令和３年７月）大阪府 

「教育職員等による児童生徒性暴力等の防止等に関する法律」（令和５年７月改訂）大阪府 

「不祥事予防に向けて 自己点検 《チェックリスト・例》 <改訂版>」（令和２年３月）大阪府 

「不祥事防止に向けたワークシート集」（令和２年２月）大阪府 

「子どもを守る被害者救済システム」（令和元年 12 月改定）大阪府 

「大阪府性的指向及び性自認の多様性に関する府民の理解の増進に関する条例」 

（令和元年 10 月）大阪府 

「児童生徒健康診断の実施におけるセクシュアル・ハラスメント等の防止について」 

（令和３年１２月改訂）大阪府 

「教職員による児童・生徒に対するセクシュアル・ハラスメント防止のために」 

（平成 29 年５月改訂）大阪府 

「性同一性障害や性的指向・性自認に係る、児童生徒に対するきめ細かな対応等の実施について（教

職員向け）」（平成 28 年４月）文部科学省 

「セクシュアル・ハラスメント防止のために－障がいのある幼児・児童・生徒の指導や介助方法に

おける留意点－」（平成 22 年 11 月）大阪府 

「体罰防止マニュアル」（改訂版）（平成 19 年 11 月）大阪府 

「教職員による児童・生徒に対するセクシュアル・ハラスメントを防止するために ＱＡ集」 

（平成 15 年３月）大阪府 
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職場におけるハラスメント行為は、働く人が能力を十分に発揮することの妨げになることはも

ちろん、個人の人格や尊厳を侵害するとともに、職場環境を悪化させる許されない行為であるこ

とをすべての教職員が認識しなければならない。性別、年齢、国籍、障がいの有無等に関わらず、

すべての教職員にとって快適で働きやすい職場環境づくりを進めるためには、ハラスメントを根

絶する必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【取組み項目】 

 

 

・ 管理職は、自らの職務上の権限を認識し、

ハラスメントに対する正しい認識を十分に

もち、普段から教職員とのコミュニケーシ

ョンを大切にするとともに、指導や助言に

当たっても誤解や行き違いを生まないよう

に留意すること。 

・  教職員一人ひとりが、校内研修等を通じ

て、ハラスメントの防止に対する理解を深

めること。 

・ ハラスメントは信用失墜行為、全体の行為

者たるにふさわしくない非行などに該当し

て、懲戒処分に付されることがあることを

認識しておくこと。 

・ 職場の人間関係がそのまま維持される職場

以外の場所（出張先、通勤、出張途上の車

内、職場の延長と考えられるような宴会等）

での行為もハラスメントに含まれることを

十分理解させること。 

 

 

 

 

 

・ ハラスメントの問題を当事者間の個人的な

問題として終わらせないこと。 

・ 管理職は、ハラスメントとみられる言動を

見かけたときは、職場の構成員として注意を

促すよう教職員に周知すること。 

・ 管理職は、被害を受けているケースを見聞

きした場合には、声をかけて相談に応じるよ

う教職員に周知すること。 

 

 

・ 相談員には、管理職以外の教職員を入れる

とともに年齢や性別に偏りがないようにす

ること。また、相談員へ聴き取りをする場

合は相談者と同姓の教職員が同席するなど、

相談者が相談しやすい環境をつくること。 

・ 管理職は校内のハラスメント相談窓口の相

談体制等を充実させなど窓口が機能するよ

うに努めること。 

・ 管理職はハラスメントの防止及び対応に関

する指針や取組みについて定期的に周知、

啓発すること。 

 

職場におけるハラスメントの防止  22 

・ 職場におけるハラスメントの防止に向けて、教職員の研修の充実、相談窓口の周知及び対応
マニュアルの整備を図ること。 

・ 校内の相談体制の整備に努め、教職員の相談窓口の周知を図ること。また、窓口の担当者を
中心に、普段から話しやすい体制を整えること。 

・ ハラスメントのない、快適な働きやすい職場環境づくりを進めること。その際、性的指向及
び性自認の多様性に関する理解の増進に努めること。 

・ 管理職自身がハラスメントに対する感覚を養い、職場におけるハラスメント防止により一層
努めること。 

・ 万一事象が生起した場合には、速やかに事実関係を把握するとともに、被害者に寄り添いな
がら丁寧に対応すること。 

（１）ハラスメントの未然防止 （２）良好な勤務環境の維持 

（３）校内相談窓口の周知と適切な対応 
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「指導が不適切である」と思われる教員の指導力向上のために校長と市教育委員会が連携を強

化し、適切に対応することが必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「指導が不適切である」教員への対応  23 

・ 校長は授業観察あるいは児童・生徒等や保護者からの意見・苦情等により「指導が不適切で
ある」と思われる教員の的確な状況把握を行い、教員に対する適切な指導・助言、校外研修へ
参加させる等、適切に対応すること。 

・ 新規採用教職員については、丁寧な指導・育成を図るとともに、そのうえでなお、対応が不
適切である教職員に対しては、条件付採用の趣旨をふまえ厳格に対応すること。 
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南海トラフ地震等の自然災害への備えや事故等の未然防止の観点から、学校の実態に応じて、

子どもたちの命を守るための安全確保や安全管理を行う必要がある。特に、大規模災害の発生時

には、避難所が開設されるまでの間、学校が地域住民の避難先となることもあるため、日頃から

地域と連携し、学校の体制を整えておくことが重要である。 

また、学校管理下における事故を未然に防ぐため、子どもたち自らが日常生活全般におけるさ

まざまな危険に気づき、適切に判断し、安全に行動できる資質・能力を育成する必要がある。 

 

 

 

 

 

 

【取組み項目】 

 

 

・ 「学校保健安全法」に基づき学校安全計画

を策定すること。 

・ 策定に当たっては、学校の状況や前年度の

学校安全の取組み状況等をふまえ、「生活

安全」「交通安全」「災害安全」の３領域す

べての観点から、具体的な実施計画とする

こと。 

・ 学校安全活動においては、すべての教職員

が役割を分担するとともに、中核となる学校

安全担当者を明確にし、学校安全の推進体制

を整備すること。 

・ 火災のみならず、様々な自然災害等を想定

した実践的な避難訓練を地域と連携して行

うことなどにより、児童・生徒に自らの命を

守り抜くための「主体的に行動する態度」を

育成する。とともに、自らが支援者となる観

点をふまえ、「共助」に関する意識の向上を

図ること。 

・ 避難経路上や防火扉・防火シャッターの前

等に物が置かれていないかなどの確認を定

期的に実施すること。 

 

 

 

 

・ 子どもの命が脅かされる事象が生起してい

ることをふまえ、学校内外において授業中は

もとより、登下校時、放課後、長期休業中の

登校日等における必要な措置を講じ、児童・

生徒の安全確保及び学校の安全管理に努め

ること。 

・ 各学校において作成された学校安全計画に

基づく、安全教育や実践的訓練が的確に実施

されるようにすること。 

 

 

・ 学校事故等の未然防止のために、各校にお

いて定める安全点検を定期的に行うこと。 

・ 学校管理下において事故等が発生した場合

には、児童・生徒の安全の確保を最優先に、

危機管理マニュアル等に基づき、迅速かつ適

切な対応を行うとともに、事後においては、

発生原因の究明やこれまでの安全対策の検

証・見直しを行い、再発防止の対策を講じる

こと。 

 

 

 

自然災害等に備えた安全・安心な教育環境の確保及び安全教育の充実 
 24 

・  地域や学校の実情をふまえて作成する危機管理マニュアル等については、避難訓練等の検証

結果や、学校を取り巻く様々な状況の変化、国内外で発生した事故・災害事例の教訓等を基に、

常に見直し、改善を行うこと。 
・ 自転車乗車時のヘルメット着用の努力義務化や、運転中の携帯電話使用（ながら運転）の禁
止が法定化されたことから、警察等と連携し、自転車利用に関する交通安全の指導の徹底を図
ること。 

（１）学校安全計画の策定 （２）安全確保・安全管理の徹底 

（３）学校事故対応の徹底 
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・ 万一の事件・事故等の緊急事態に対処でき

るよう、学校独自の危機管理マニュアルを作

成するとともに、アクションカード等を活用

するなどの工夫をしながら、様々な事態を想

定した実践的な訓練を実施するなど、危機管

理体制を整えること。また、実効性のあるマ

ニュアルとなるよう、適宜点検・見直しを行

うこと。 

・ 防災計画を策定し、日頃から教職員への連

絡方法や配備体制及び参集について周知徹

底すること。併せて、ハザードマップや近隣

の避難場所などの情報も収集して、万一の場

合の児童・生徒の避難場所を想定し、危機管

理マニュアル等に明記するとともに、実効性

のあるマニュアルとなるよう点検・見直しを

行うなど、災害に備えた危機管理体制の確立

を図ること。 

 

 

 

・ 学校内外を問わず、子どもの安全を確保す

るため、学校の安全管理体制の充実をはじめ、

保護者や学校支援のボランティア、地域の関

係団体等の協力を得て、地域と一体となった

児童・生徒の安全確保のための方策を講じる

こと。とりわけ、児童の登下校時については、

平成 30 年６月に関係閣僚会議において取り

まとめられた「登下校防犯プラン」の趣旨を

ふまえ、学校・家庭・地域住民・警察・自治

体の関係部局等の関係機関と連携し、学校や

地域の実情に応じた対策を講じること。 

・ 登下校時における児童・生徒の携帯電話等

の所持は非常時の連絡や所在の把握等安全

等の観点から有効性が認められるため、その

取扱いについて配慮するよう努めること。そ

の際、「河内長野市立小中学校における携帯

電話の取扱いに関するガイドライン」をふま

え、保護者との連携を図り、教育活動に支障

が出ないよう進めること。 

 

 

 

 

・ 児童・生徒が生涯を通じて安全な生活を送

る基礎を培う安全教育の一層の推進を図る

こと。特に、児童・生徒が自他の安全を確保

するため、犯罪の被害に遭わないための知識

を実践的に理解するとともに、日常生活全般

における様々な危険に適切に対応できる能

力を育むようにすること。その際、府教育委

員会が作成した資料や市内のＳＰＳ（セーフ 

ティ・プロモーション・スクール）認証校の 

取組み等を参考に活用するなど、取組みの充

実に努めること。 

・ ６月を「子どもの安全確保推進月間」、６

月８日を「学校の安全確保・安全管理の日」

として、幼児・児童・生徒の安全確保に向け

た取組みを点検し、その強化を図ること。 

・ 児童・生徒・保護者に対し、大阪府自転車

条例において、自転車を利用する者に保険へ

の加入が義務付けられていることを周知す

るとともに、PTA と連携するなどし、全児

童・生徒の保険加入を促進すること。 

・ 道路交通法の一部改正に伴い、自転車乗車

時のヘルメット着用が努力義務であること、

運転中の携帯電話使用(ながら運転)の禁止

が法定化し、罰則が強化され、２年後には、

自転車の交通反則通告制度が 16 歳以上に適

用されることを、児童・生徒・保護者に周知

するとともに、ヘルメット着用の必要性につ

いて、理解促進に努めること。 

・ 警察と連携した交通安全教室を開催するな

ど、交通安全教育の徹底に努めること。 

・ 送迎バスにおける置き去り事象が生起して

いることをふまえ、学校において、児童・生

徒の通学や校外学習等で自動車やバス等を

運用する際、「子どものバス送迎・安全徹底

マニュアル」のマニュアルを参考とするとと

もに、国の動向や通知をふまえた安全管理の

徹底に努めること。

  

（５）地域関係機関と連携した安全確保及び

安全管理 

（６）安全教育の推進及び安全確保の取組み

の点検・強化 

（４）緊急事態への対応 
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